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序  文 

 

近年の石油国際情勢の変動により、日本への原油の安定的供給が重要な課題となって

いるところ、エネルギー安全保障の観点から中東産油国のみならず、同様に豊富な炭化

水素資源埋蔵量を持つロシア・中央アジア・コーカサス地域諸国との連携強化が、わが

国にとって極めて重要な課題となっている。本事業は、同地域との投資促進等を通じた

関係強化の推進を目的とし、ロシア等産油国に関わるエネルギー関連産業調査、また石

油精製・加工あるいは石油関連の省エネルギー・環境技術等の提供・交流を行うことに

より、有数のエネルギー資源国である同地域との関係を発展させ、日本企業の産業活動

に必要不可欠であるエネルギーの安定供給の確保を目指すことを目的とする。 

その一環である技術市場・技術投資環境調査は、対象国の石油関連分野への日本企業

の進出に関わる諸条件、すなわち経済・産業政策、外国投資環境、石油関連セクターの

現状と課題、石油関連分野の経済特区あるいは工業団地等に係る調査を行い、石油･ガ

ス分野における日本の高度技術の現地導入を通じた対象国の経済多角化支援という本

事業全体目的の達成のために必要な課題を明らかにするものである。中央アジア･コー

カサス地域における今年度の対象国はカザフスタン及びアゼルバイジャンとし、原油市

場の軟化と、国際情勢の現状、すなわちロシア経済の退潮、中国のシルクロード地域進

出強化、イスラム過激派の台頭といった現状に鑑み、カザフスタン･アゼルバイジャン

の石油産業の展望と、その自国の経済発展に与える影響を、石油･石油製品需給および

原油輸出の観点から読み解くことに務めた。 

 本報告書は石油特別会計補助事業の一貫として、経済産業省の助成を得て刊行された。

関係各位のご協力に謝意を表するとともに、本報告書がその業務の一助となればまこと
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Ⅰ. カザフスタン1 

 

 

１． 石油生産の現状と展望 

 

（１） 埋蔵量評価と探鉱の進捗 

2014年初のカザフスタン共和国石油・ガス省（2014年8月、新設のエネルギー省に吸収合併）

の公式発表によれば、 同国は独立後に石油の確認埋蔵量では世界のトップ15カ国、ガスの埋

蔵量ではトップ20カ国に入った。国内では80以上の油田が開発されており、また陸上につい

てもカスピ海についても、予想埋蔵量、可採埋蔵量についてさまざまな異なる数値が絶えず発

表されている。公式のデータによれば、カザフスタンの炭化水素原料の予想可採資源量は標準

燃料に換算して170億ｔで、そのうち80億ｔがカスピ海のカザフスタン域内にある。独立以来、

石油の生産は３倍以上増加して160万bbl／日となり、ガスの生産は５倍以上の400億m3／年に

達した。   

一方、ブリティッシュ・ペトロリアム（BP）が例年発表している『世界エネルギー統計

（Statistical Review of World Energy）』の2014年版によれば、カザフスタンは石油の埋蔵量

で12位、ガスで21位を占めている。BPはカザフスタンの石油埋蔵量を300億bbl、すなわち39

億ｔと見積もっており、これは世界の埋蔵量の1.8％に相当する。カザフスタンのガス埋蔵量

は１兆3,000億m3（世界の埋蔵量の0.7％）で、中国、インドと同列の21位である。ちなみに、

BPは一時、カザフスタンのガス埋蔵量を１兆9,000億m3と評価していたことがある。   

また、カラバリン・カザフスタン共和国エネルギー省第一次官の発表によれば、カスピ海大

陸棚で発見された新たなガス田を加えるとガスの原始埋蔵量は６～７兆m3を超えるという。

可採埋蔵量は３兆8,000億m3である。この評価通りならば、カザフスタンのガス総生産量は

2030年には541億m3に達するはずである。ただしカザフスタンのガス生産量の90％は石油随

伴ガスによって占められている。この場合、液体炭化水素の採取が優先されるため、生産され

るガスのおよそ30％は層圧維持のため鉱床に戻される。生産されるガスの約15％は産地での

発電および他の技術的需要に直接用いられる。製品ガスの生産に充てられるのは採掘される原

                                                           
1 ）本章は、カザフスタン現地調査機関 Risks Assessment Groupとの協力の下に作成されたものである。 
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料ガス全量の55％である。カザフスタン共和国領内の主要ガス生産企業は、「カラチャガナ

ク・ペトロリアム・オペレーティングB.V.」（150億m3）、「テンギスシェヴルオイル」

（136億m3）、「CNPC・アクトベムナイガス」（29億m3）、株式会社「海洋石油会社『カズ

ムナイテニス』」（14億m3）、株式会社「探鉱・採掘『カズムナイガス』」（４億m3）であ

る。東カザフスタンの天然ガス鉱床の予想埋蔵量が50億m3と評価されていることを考慮すれ

ば、このリストにはさらに多くの企業が加わる可能性がある。実際、有限責任会社「タルバガ

タイ・ムナイ」は既に探鉱作業を開始している。 

カザフスタンの石油埋蔵量は、主として同国の西部地域にあり、最大級の陸上鉱床５カ所 

（「テンギス」、「カラチャガナク」、「アクチュビンスク」、「マンギスタウ」、「ウゼ

ニ」）が存在している。これら陸上鉱床で現時点の確認埋蔵量のおよそ半分を占める。一方、

カスピ海カザフスタンセクターにある海洋油田「カシャガン」と「クルマンガズィ」には、少

なくとも140億bblの石油があると評価され、そのうちの90億bblはカシャガンにあるとされる。

西カザフスタン州にある「カラチャガナク」石油・ガスコンデンセート鉱床には、12億ｔ以

上の石油とコンデンセート、１兆3,500億m3以上のガスがあると評価されている。   

2012年のカザフスタンの石油・ガス採掘量の構成は第１図のようなものであり、これはそ

の後の３年間、大きな変化はない。 

 

第１図 2012年のカザフスタンにおける石油・ガスコンデンセート採掘比率 

 

 

 

出典； Risks Assessment Group (2014). 
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カザフスタン共和国産業・新技術省地質・地下資源利用委員会（当時）のデータによれば、

カザフスタンの前述以外の海洋油田における石油の確認可採埋蔵量は9,860万ｔで、そのうち

「カラムカス・モーレ」鉱床が6,760万ｔ、「ハザル」鉱床が3,100万ｔとなっている。カラム

カス・モーレ鉱床は、「North Caspian Operating Companyコンソーシアム」（NCOC）がオ

ペレーターとなっている「北カスピ海プロジェクト」に含まれている。並行して海洋鉱区「サ

トパエフ」、「マハムベ」、「N」、「ジャンブィル」、「ボベク」でも、国営企業「カズム

ナイガス」とその戦略的パートナーたちが参加して探鉱作業が進められている。新たな探鉱鉱

区「アバイ」、「ジェニス」、「オクジェトペス」についても交渉が行われている。 

クルマンガズィ鉱床では「カズムナイテニス」（KMT）とロシアの「ロスネフチ」が対等

な条件で開発を進めているが、大きな問題が生じている。探査井２本の掘削からは成果が得ら

れなかったのである。クルマンガズィには何十億ｔという可採石油があるとの予測があるが、

ロスネフチはプロジェクトの有望性に懐疑的である。ロシア側はこのプロジェクトを中止する

という意見に傾いているが、カズムナイテニスは逆にその継続を主張している。カズムナイテ

ニスは探鉱計画実施の過程で、他の層準に有望な石油鉱層がさらに３カ所発見されたことを自

らの立場の裏付けとしている。この３カ所の鉱層の埋蔵量は、前出のカラムカス・モーレ鉱床

の埋蔵量に匹敵するものとなる可能性がある。  

カズムナイガス（KMG）の地質・有望プロジェクト担当副会長クルマンガズィ・イスカジ

エフは、「Gaffney, Cline & Associates」が2012年に行った評価によれば、カスピ海のカザフ

スタンセクターの資源ポテンシャルは、北カスピ海プロジェクト（「カシャガン」、「アクト

トィ」、「カイラン」、「カラムカス・モーレ」）の埋蔵量を除いても、石油230億ｔとなっ

ていることを指摘した。  

カズムナイガスの管理下にある液体炭化水素資源の予想埋蔵量は、2015年２月のデータに

よれば８億1,500万ｔである。同社では、最大効率で地質探査作業を行うことを可能にする最

新の技術が導入されれば、今後40年間の石油生産継続が可能となると考えている。地質探査

作業が進めば、この埋蔵量は2022年までに14億ｔまで増加するものと期待されている。計画

によれば、埋蔵量の増大は、これまでよりも深い場所で石油探鉱を行うことによって達成され

る。たとえば、ウゼニおよび「カラマンディバス」鉱床で、同社はこれまでの２kmを上回る

深さ5.5kmの探査井の掘削を準備している。KMGはさらに深さ５～８kmの掘削も計画してい

る。 
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現時点でカズムナイガスはカザフスタン西部に位置するマンギスタウ州とアティラウ州にあ

る44の石油・ガス鉱床の所有者である。カザフスタン共和国内で輸送されている石油の65％、

ガスの100％、タンカー輸送の50％を同社が受け持っている。カズムナイガスの株式は、国家

福祉基金「サムルク・カズィナ」が100％保有している。一方、株式会社「探鉱・採掘『カズ

ムナイガス』」（カズムナイガス子会社、RDKMG）はカザフスタンにおける石油生産量の上

位３位に入っている。 

RDKMGは、クィズィルオルダ州にある同社の合弁企業である有限責任会社「カズゲルムナ

イ」（KGM）が開発ライセンスを保有するアクサイ石油・ガス鉱床の操業開始を、既に発表

している。独立系コンサル会社「Miller and Lents, Ltd.」のレポートによれば、「アクサイ」

鉱床のカテゴリー2P石油の埋蔵量は2013年12月31日時点で150万ｔ、ガスの埋蔵量は16億

2,600万m3である。事前計画によるアクサイ鉱床での2015年の生産量は石油11万4,500ｔ

（2,400bbl／日）、ガス7,000万m3である。生産された石油はKGMの既存のルートで販売され、

ガスは国家が制定する価格で国内市場に供給される計画となっている。  

2014年には「ジェトィス」構造のジャンブィル鉱区に探査井が１本掘削され、「ウリフタ

ウ」鉱区では２本の深部試掘井の掘削が開始された。このほか、同社によれば、新たな投資有

望プロジェクトとして「オルケン」、「シェトペ」、「プリブレジノエ」、「コロリョフ（塩

層下）」、「ジランシク」、「ベクトゥルリ・ヴォストチノエ」、「サムトィル」、「ウスチ

ュルト」、「イサタイ」、「コスブラク」が準備されている。イサタイ鉱区の地質探査につい

てはカズムナイガスが既に「Eni」と契約を調印している。この鉱区の有望可採資源量は、炭

化水素原料7,200万ｔと評価されている。   

公式データによれば、現時点でのカザフスタンの予想原始埋蔵量はおよそ９兆ドルと評価さ

れている。しかしこの数値は格付け会社「RIAレーティング」の専門家による試算とは異なっ

ている。同社の専門家はカザフスタンの天然資源埋蔵量全ての金銭的価値は３兆7,810億ドル

であるとの結論に達している。これに関連してデイヴィッド・モラン前駐カザフスタン・イギ

リス大使が興味深い数字を挙げている。彼の計算では、カザフスタンの石油・ガス市場の今後

10年の規模は、400億～600億ポンドとなるというのだ。このような予測は、カザフスタンと

ロシアにまたがるカスピ海沿岸低地の大深度層準を探査する石油コンソーシアム「ユーラシア」

を設立するという国際的プロジェクトの実施をカザフスタンが決定したことに関連するものか

もしれない。カスピ海沿岸低地の３分の１はロシアに、およそ３分の２はカザフスタンに属し

ている。このプロジェクトのことをカザフスタン側が初めて公表したのは2013年であった。
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過去の地質・地球物理学的資料の収集と加工がこのプロジェクトに関わる作業の第１段階とな

る予定である。第２段階は、新たに選ばれた地域断面による大規模な地球物理学的調査となる。

第３段階では西カザフスタン州のチェルカル地区（ウラリスク市から南東に100km）に新た

に深さ15kmの探査井「カスピ-１」が掘削される。地質探査の結果が良好なものであれば埋蔵

量３億ｔを超える大きな鉱床が20カ所ほど発見されることとなるので、カザフスタンとして

は自国の炭化水素埋蔵量を増大させることができると期待している。 

予定されている上記３段階の地質探査作業の概算価格は５億ドル前後と見積もられている。

まさにそのために、「ユーラシアプロジェクト」の一環としてこのプロジェクトに参加し、作

業の資金調達にも関わることになる石油・ガス会社のコンソーシアムを設立することが考えら

れている。コンソーシアムのメンバーは、のちにカザフスタン側が実施する入札で一定の優位

性を確保するために、計画の資金面を十全に保障しなければならない。予備的計画では「ユー

ラシアプロジェクト」の主要地質探査作業は2015～2020年に実施されることになっている。

カザフスタン首脳部は既にこのプロジェクトに同意を与えている。しかし、原油価格の下落に

伴い、プロジェクトは中止される可能性がある。さらにカザフスタンで活動している外国の大

手石油・ガス会社のなかには、2013年末の事故を受けてカシャガン油田で新たに配管を敷設

するため、巨額の追加出費を余儀なくされるという新たな問題に直面しているものもある。  

カザフスタン政府は、カスピ海地域でも、また国内の他の諸州でも、石油増産のための中小

鉱床開発に投資家を誘致する政策も進めている。  

2014年、ポーランドの石油・ガス会社「Petrolinvest」は、「Szirak １」鉱床を発見したこ

とを発表した。同社会長ベルトラン・ル・ゲルンの評価によれば、同油田にはおよそ１億bbl

の石油が埋蔵されている。  

これとは別に「Tethys Petroleum」社は、同社の「ドリス」鉱床（「アックルカ」鉱区）の

評価井「AKD05」で2,088bbl／日の流入が記録され、そのうち1,568bblは高品質の石油であっ

たと発表した。この坑井のポテンシャルはさらに高く、約3,000bbl／日と評価されている。ま

た９月には坑井「AKD06」でも石油が発見され、その有効生産能力は5,400bbl／日と評価さ

れている。 

石油生産会社「Max Petroleum Plc.」は、「西サギズ」鉱床の発見を発表した。 石油埋蔵量

は6,600万bblと評価される。現在、Max Petroleum PLC.はアティラウ州およびアクチュビンス

ク州に内の鉱区「A」、「E」での探査掘削プログラムを実施中で、既に深さ1,406mの探査井

が掘削されている。同社はこれ以外にもアティラウ州マカト地区の「北エスケネ」鉱区にある
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探査井「ESKN-1」で20mの油層を発見している。北エスケネの推定埋蔵量は以前の評価では

900万bbl（約120万ｔ）であった。  

「韓国石油公社」（KNOC）は、カザフスタンの「ADA」鉱区で、さらに1,100万bblの石油

を発見したと発表した。その結果、「LG International Corporation」社とカザフスタンの

「Vertnom」社が開発している同鉱区の確認埋蔵は4,100万bblにまで増大した。KNOCが計画

している探鉱作業により、同鉱区の埋蔵量はさらに倍増するものと期待されている。 

カザフスタンの北西部で石油・ガス生産に携わっているもうひとつの石油・ガス会社

「Nostrum Oil & Gas LP」（かつての「ジャイクムナイ」）は1,600万ドルで石油・ガス鉱床

３カ所の地下資源利用権を獲得した。獲得された鉱床は、「ロストシ」、「ダリヤ」、「ユジ

ノ・グレミャチンスク」で、ウラリスクの北西、「チナレヴォ」鉱床から90kmの位置にある。

チナレヴォ鉱床もNostrum Oil & Gas LPの子会社である有限責任会社「ジャイクムナイ」が操

業している。上記ライセンス鉱区３カ所の総面積は139km2である。 

「クベラ・ペトロリアム」社と「アルメクス・プラス」社によるテンギス油田付近の７～８

カ所の大深度有望構造探鉱プロジェクトも興味深い。このプロジェクトは2014年11月に開始

されたものである。ここではアルメックス・プラスが深さ5,599mの探査井３本を掘削する予

定である。「アンサガン」鉱床はテンギス油田の南東に位置する。８年前、テンギスシェヴル

オイル社が極めて困難な条件下での坑井掘削に成功し、石油とガスが発見された。しかし当時

はこの発見は商業規模のものではないと判断された。  

2015年には北カスピ海大陸棚での試掘プロジェクト、すなわち「ジェティス」（カザフス

タン・韓国プロジェクト「ジャンブィル」）、「サトパエフ」（カザフスタン・インド・プロ

ジェクト「サトパエフ」）、「マハムベト」（カザフスタン・中国プロジェクト「マハムベト

およびボベク」）が予定されている。これらのプロジェクトは2014年２月のテンゲ切り下げ

によって延期されていたものである。 

アラル海地域でも石油の探査が行われている。「アラルムナイガス」はアラル海の海底深さ

４kmでの石油生産を開始しようと試みている。しかし見通しは今のところ不透明である。

2005～2006年、カズムナイガスはアラル海西部で地震探査による調査を行い、深さ1,800mの

坑井を掘削した。この坑井では炭化水素の兆候は発見されなかったためアラルムナイガスはさ

らに深さ４kmまで掘り下げようとしている。 

カザフスタンで最も「運がない」のがルクオイルで、その子会社の「ルクオイル・オーバー

シーズ」は、石油事業者としての期待が満たされなかったとして、「アタシスキー」、「チュ
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ブ・カラガン」両鉱区での作業から撤退すると発表した。困難は「ジャムバイ南・南ザブルニ

エ」鉱区でも生じている。この鉱区の開発は浅瀬での困難な作業条件、設備不足によって遅延

されてきた。それでもルクオイルはカザフスタンでの最大級の石油・ガスプロジェクトの大半

（テンギス、カラチャガナク、クムコリ、北ブザチ）に関わってきており、国内の総生産に占

める同社の比率はおよそ７％になっている。 

カザフスタンにとってさらに問題となっているのは、統一された国家政策の欠如や、地質探

査作業に対する資金の減少により、新たに発見される鉱床の数が減っていることである。カザ

フスタンにおける地質探査の特徴は、本質的に高コストで、複雑かつ高価な技術を必要とし、

作業に７～15年もの歳月を要することにある。その上、地質学的リスクが厳然と存在する。

石油埋蔵量こそ膨大であるものの、可採埋蔵量の構成が徐々に劣化し、いわゆる生産困難埋蔵

量の比率が増大しつつある。専門家の試算によれば、地下資源の非効率的利用がもたらすカザ

フスタン経済の逸失利益は2030年までに140億ドルに達しかねない。 

最近数年の国による支援強化にもかかわらず、地質探査のカザフスタン・モデルは事実上完

全に、外国企業を含む地下資源利用者側からの民間投資を当てにしてきた。政府による支援策

はバランスを欠いており、予算からの資金拠出は明らかに不十分であった。これには多くの客

観的な理由がある。重要な要因のひとつとして、カザフスタンは最近まで、特に石油・ガス部

門においては、国の支援を受けて積極的に地質探査作業を行う切実な必要性を感じていなかっ

たことが挙げられる。というものカシャガン油田が発見されてからは特に、既存の鉱床に十分

なポテンシャルがあると考えられていたからである。しかし、地質探査作業の現行の水準から

すると、国内の多くの地下資源利用者は早くも2015～2020年には、生産困難な埋蔵量の増加

と併せて、石油埋蔵量の補充問題に直面することになるだろう。実際、現在カザフスタンには、

従来の石油生産地域で予想される生産低下を確実に埋め合わせることができるだけの潜在的資

源は存在していないのである。  

鉱区N、ジェムチュジヌィ、ジャンブィルなどの一連の大きな大陸棚鉱床にある程度は期待

することもできるが、ここでもルクオイルのいくつかの地質探査プロジェクトが失敗した後、

現実味を増してきたネガティブなシナリオが実現する可能性は否定できない。カザフスタンで

活動している石油・ガス会社の大半は、今後20～25年にわたって石油生産を安定した水準に

維持するという課題を自力では解決できそうにない。したがって、大半の企業にとっては探鉱

済み鉱床、または生産プロジェクトの持ち分を獲得する方が有利であるという状況下で、新た

な鉱床を探すための投資が顕著に増大すると考える客観的根拠はない。そのため、現状では国
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の積極的関与なしに地質探査作業を活性化することは事実上不可能である。リスクの大きいプ

ロジェクトに何十億ドルという投資が必要であるいうことを考えればなおさらである。  

さらにカシャガン油田を考慮しないとすれば、独立以来の可採埋蔵量の増加はわずかに５億

8,600万ｔでしかないことも考慮する必要がある。長期的に資源基盤を補充するにはこれでは

明らかに不十分である。その上、カスピ海大陸棚を含めても、巨大な鉱床が発見される可能性

は非常に限られている。このように、炭化水素資源の可採埋蔵量の増大はカザフスタンにとっ

て最優先課題として浮上し、それだけでなく国内石油生産の長期的増産計画の成否がまさにそ

れにかかっているのである。  

開発中の鉱床が急速に「老化」し、鉱物原料埋蔵量の再生が困難さを増していることが深刻

な問題となっている。この問題は、カズムナイガスの子会社であるRDKMGにとっては、その

主たる生産資産（エムバ、オゼン）が生産指標の低下に直面していることもあって、特に切実

である。国内の石油およびガスの生産水準を向上させる方法の一つは、「古い」鉱床での石油

生産効率の改善および生産増加である。たとえば、株式会社「エムバムナイガス」（EMG）

（RDKMG傘下）がイギリスの「Petrofac Limited」社との相互理解覚書に調印した。このイ

ギリス企業がエムバムナイガスの複数の鉱床の評価を行い、層準の石油生産性向上契約締結を

目指して同鉱床の長期的開発および生産改善案を作成した。エムバムナイガスの30以上の鉱

床は、その開発が末期にさしかかっている。エムバムナイガスの生産は事実上全て、43ある

同社の鉱床のうちの３つに集中している。同社は経済的、社会的理由から、これら鉱床の閉鎖

を遅らせようとしている。エムバムナイガス社の社員数千人の雇用が失われるというリスクも

あり、社会的緊張の高まりや2011年にジャナオゼンで起きた騒乱の再現を恐れるカザフスタ

ン政府もこの問題を憂慮している。 

カズムナイガスは、2015年から試掘を開始する予定であることを既に発表している。これ

までに行われた地質探査作業の結果、カズムナイガスは同社の地質探査作業の主たる柱はカス

ピ海沿岸低地の塩層下大深度堆積物と、マンギスタウの三畳紀古生代堆積物にあるとの結論に

達した。同社はカスピ海カザフスタン領海大陸棚での試掘結果を入手し、アクチュビンスク州、

アティラウ州、およびウゼニ鉱床付近での一連の大深度坑井掘削計画を立てている。石油探査

は主として塩層下にある5,000～7,000mの非常に深い層で実施されることになる。計画では合

計434本の探査井、評価井の掘削が予定されている。カズムナイガスはその計画の一部を独力

で、一部を投資家と共同で実施する。掘削作業はドイツとロシアの掘削企業が行うことになる。  
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カズムナイガスは、上記の鉱床のほか、カスピ海の一群の鉱区でも探鉱を行っている。鉱区

Nでは地質学・地球物理学調査が、「ラクシェチノエ・モーレ」構造では2D、3Dの地震探査

作業が行われ、ラクシェチノエ・モーレと「ヌルスルタン」構造では探査井R-1、N-1が掘削

された。2015年には「サトパエフSTP-1」構造での１本目の探査井掘削が開始される予定であ

る。2013年にはジャンブィル鉱区での１本目の探査井掘削の結果石油鉱層が発見され、同鉱

区の探鉱期間が2016年までの２年間延長される可能性が生まれた。地震探査作業の結果、海

洋探鉱鉱区マハムベト、ボベクでも最近新たな有望構造、鉱層が見つかっている。別の海洋プ

ロジェクト「ジェムチュジヌィ」ではカザフスタン共和国国家鉱量委員会によって、契約領域

内にあるハザル鉱床の石油可採埋蔵量が鉱量バランスに計上された。このほか、現在「イサタ

イ」、「アバイ」、「ウスチュルト」各プロジェクトについて地下資源利用権取得作業が進行

中である。カズムナイガスは今後、「フバリンスコエ」、「ツェントラリノエ」、「クルマン

ガズィ」、「ジェニス」、「I-P-2」各プロジェクトでの共同作業についてロシアとの協力を

活発化させていく予定である。それと同時に、同社は陸上の新たなエリアの探鉱作業や既存の

鉱床の追加探鉱も積極的に続けている。「ウスチュルト」、「テミル」、「バイガニン」、

「アダイ」、「テミル北」、「カンス」といった新しい鉱区での地質探査行も計画されている。 

最初の海洋掘削リグ「ジャンブィル」の建設も完了した。海洋掘削施設の深刻な不足、とい

うより完全な欠如は、カスピ海のカザフスタン領大陸棚での石油探査作業にとって重大な障害

となっていたのだ。海洋掘削施設「ジャンブィル」はマンギスタウ州のカスピ海沿岸にあるク

リク町のカスピ造船会社「エルサイ・カスピアン・コントラクトル」の敷地内で建造された。

計画ではそれが最初に利用されるのは、ロシアのアストラハン州とカザフスタンのアティラウ

州ガニュシキノ地区の間を流れるキガチ川の河口から20kmの位置にあるジャンブィル鉱区に

おいてである。ジャンブィル鉱区の石油の総可採埋蔵量は、１億ｔ以上と評価されている。 

政府の観点からは、地質探査部門の状況改善において主たる役割を担うのは国営地質探査会

社「カズゲオロギヤ」ということになる。同社は石油および天然ガスだけではなく、固体地下

資源の探査作業にも動員される。このほか、カザフスタンの石油・ガス資源原始埋蔵量増大を

目的として、ガスと石油の探鉱および採掘技術およびソリューション分野のリーダー的企業で

ある「Schlumberger」と共同で、「掘削・採掘技術開発科学研究所」が設立された。様々な

州で地質探査の有望な方向性が定められつつある。たとえば、アクチュビンスク州ではカザフ

スタンの炭化水素資源（石油・ガス、ガスコンデンセート）の確認埋蔵量のおよそ10％、そ

の天然資源の30％が、東エムバ石油・ガス地区の鉱床（「ジャナジョル」、「ウリフタウ」、
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「カラチュベ」、「クムサイ」など）に集中している。また、天然の瀝青や高粘度石油が３億

～４億ｔ集中しているかもしれない「ケンキヤク」、「クムサイ」、「モルトゥク」、「アク

ジャル」、「ポドモルトゥク」、「コクジデ」、「バネコリ・コパ」、「ドンゲレクソル」、

「ラシカズガン」、「アクショキ」などの瀝青（石油）砂からなる石油鉱床も大いに有望であ

る。 

カザフスタンには、石油埋蔵量のほか、有望なシェール・ガス鉱床もある。カザフスタン共

和国カリム・マシモフ首相は数年前にはもう、シェール・ガスに関する地質探査作業を行う必

要性に言及していた。有望な地域となりうるのは、アルマトィ州（カザフスタン南部）、その

「ケネゴ・テケス」鉱区と「ジャルケンツ」鉱区である。カラガンダ州（中央カザフスタン）

にもシェール・ガスの有望な大鉱床が発見される見込みがある。この地域には、「チュヤプレ

ート」、「サリスプレート」という２つの大プレートの接点があり、また石油・ガス鉱床を有

する「クムコリ」鉱床群がある。他方には「アマンゲルディ」ガス鉱床群がある。「プリドロ

ジノエ」鉱床もここにある。シェール・ガス鉱床の商業開発はこの地域にとって非常に重要な

社会的意味を持つ。 

こうしたなか投資家の中には、カスピ海の石油への興味を失いつつある者もいる。2009年

にはイギリスの石油生産巨大企業BPが、カザフスタンを見限る最初の企業の一つとなった。

この年、BPがカザフスタンから撤退するとの意図を表明した時、同社はカザフスタン国内の

自らの資産を20億ドルと計算していた。カズムナイガスを通じて同社に２億5,000万ドルを支

払うことで、カザフスタンは同社が「カスピ・パイプラインコンソーシアム」（CPC）に保

有していた1.75％の持ち分を買い取った。こうしてカザフスタンは、このプロジェクト、すな

わちノヴォロシースクまでの黒海沿岸1,850kmに及ぶパイプラインに対する自らのシェアを

20.75％にまで拡大したのである。この買収は、石油輸送に対するカザフスタンの権利拡張に

おける重要な成果と評価されている。 

次いでアメリカの企業「ConocoPhillips」が撤退を表明し、カシャガン油田に対する自らの

持ち分を売却した。最終的購入者となったのは中国のCNPCであった。カザフスタンはといえ

ば、カズムナイガスを通じてConocoPhillipsが「N（ヌルスルタン）プロジェクト」について

保有していた24.5％の持ち分を3,200万ドルで買い取り、同プロジェクトでの自らの持ち分を

75.5％に増やしたにとどまった。カズムナイガスはヌルスルタン・プロジェクトの持ち分増大

を、カスピ海カザフスタン領海におけるこの国営会社の役割強化へ向けた計画通りの一歩と呼

んでいる。 
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このほかにも、ノルウェー企業「Statoil」がカザフスタンでの事業を取り止めにした。同社

はおよそ３億8,700万ｔの石油埋蔵量を有する「アバイ」石油鉱床の開発について2005年から

７年間にわたってカズムナイガスと交渉を続けてきたが、この交渉は結局実らなかったのであ

る。 

 

 

 （２） 石油生産動向 

「ケンブリッジエネルギー研究所」（IHSCERA）の専門家は、20年後には石油生産分野に

おけるカザフスタンのシェアは23.5％増加すると考えている。彼らの考えでは、カザフスタン

はユーラシアで石油生産の増加をもたらしうる唯一の供給源となりうる。というのもヨーロッ

パの石油需要は既に数年前にピークに達しており、GDP成長率の低下やエネルギー効率の大

幅な向上、代替エネルギー源利用の拡大を受けて長期的には低下していくはずだからである。

一方、ヨーロッパとは違い、アジアでのエネルギー需要は増大していく。今後数十年の主たる

需要者となるのは急激に発展しつつある中国とインドであろう。 

政府の法案『2015～2017年の共和国予算に関わるカザフスタン共和国諸法規への変更と追

加について』によれば、カザフスタンの石油生産は2015年には約8,050万ｔ、2016年には

8,080万ｔ、2017年には8,600万ｔ、2018年には9,000万ｔ、2019年には9,300万ｔと予想されて

いる。 しかし全体として、過去数年にわたり、カザフスタンの石油生産量は国家機関が行っ

てきた楽観的な予想に合致してこなかった。    

例えば、カザフスタンの経済発展・貿易省（当時）は既に2013年初めに、同国は2017年に

は石油を１億200万ｔ生産できるはずだと宣言していた。しかしカザフスタン共和国エネルギ

ー省の計算によれば、石油の増産が可能なのは2017年に8,600万ｔ、2020年には１億400万ｔ

までということである。この増産分は主としてテンギス鉱床での生産拡大とカシャガン鉱床に

おける海洋石油生産の再開によってもたらされることになる。  

グラフ（第２図）に明らかなように、2013年には8,300万ｔ、2014年には8,500万ｔが生産

される計画であった。しかし2013年の総計ではカザフスタンの原油生産量は8,180万ｔであっ

た。 また、カザフスタン共和国国民経済省統計委員会のデータによれば、2014年１～12月に

生産された石油は、ガスコンデンセートを含め8,084万5,000ｔで、2013年より1.2％少なかっ

た。石油生産が減速したのは、テンギス油田での計画的大規模修理が、予定されていた27日
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ではなく37日を要したためである。その結果としてテンギスシェヴルオイルはテンギス鉱床

の操業停止期間を見込んで2014年の石油生産計画を2,710万ｔから2,670万ｔへと下方修正した。

また、カザフスタンでは2014年中に429億2,200万m3（1.6％増）の天然ガスが生産されている。

このうち気体状の天然ガスは212億7,200万m3（3.4％増）、石油随伴ガスは215億6,100万m3

（0.5％減）であった。 

 カザフスタン共和国内の石油生産をリードしているのはアティラウ州で、その合計石油生

産量は3,220万ｔである。マンギスタウ州（1,850万ｔ）、西カザフスタン州（1,310万ｔ）、

クィズィルオルダ州（990万ｔ）、アクチュビンスク州（710万ｔ）、ジャンブィル州（２万

700ｔ）、東カザフスタン州（700ｔ）がこれに続く。 

 

 

 

 

第２図 2002～2015年のカザフスタンの石油・ガスコンデンセート生産の推移 

 

 

 

石油生産、100万ｔ 

年間増加率 

予測 

出典：カザフスタン統計局、カザフスタン国立銀行、カザフスタン石油ガス省 
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第３図 1991年から2013年までのカザフスタンの石油生産および輸出 

 

 

 

2014年のデータによれば、カザフスタンの石油生産上位企業は以下のとおりである： 

 有限責任会社「テンギスシェヴルオイル」－2,670万ｔ 

 カラチャガナク・ペトロリアム・オペレーティングB.V.－1,220万ｔ 

 株式会社「RDカズムナイガス」－810万ｔ 

 株式会社「マンギスタウムナイガス」－630万ｔ 

 株式会社「CNPC－アクトベムナイガス」－500万ｔ 

石油生産 

石油輸出* 

出典： 

カザフスタン共和国 

エネルギー省 

出典：カザフスタン共和国エネルギー省 

*1991年から 2006年までの輸

出データは、アティラウ～サ

マラ、アクタウ港、アタス～

アラシャンコウコウ・ ルート

のもののみ 

*1991年から 2006年までの輸

出データは、アティラウ～

サマラ、アクタウ港、アタ

ス～アラシャンコウ ・ルー

トのもののみ 

自動車用ガソリンの

生産* 

出典：KMG PM（「カズムナイガ

ス 加工とマーケティング」） 

http://lsm.kz/wp-content/uploads/2014/12/Neft-i-benzin.jp
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 合弁企業 有限責任会社「カズゲルムナイ」－300万ｔ 

 株式会社「ペトロ・カザフスタン・クムコリ・レソルシズ」－220万ｔ 

 株式会社「カラジャンバスムナイ」－210万ｔ 

比較対照のため、以下にカザフスタンの2013年の企業別石油生産量の表を示す。  

 

第１表 カザフスタンの企業別石油生産量（2013年） 

No. 地下資源利用者 
生産量 

（t） 

シェア 

（％） 

１ 有限責任会社「テンギスシェヴルオイル」 27,105,645 33.1 

２ カラチャガナク・ペトロリアム・オペレーティング 11,657,730 14.3 

３ 株式会社「マンギスタウムナイガス」 6,076,840 7.4 

４ 株式会社「CNPC－アクトベムナイガス」 5,863,048 7.2 

５ 株式会社「ウゼニムナイガス」 5,207,653 6.4 

６ 有限責任会社 合弁企業「カズゲルムナイ」 3,107,002 3.8 

７ 株式会社「エムバムナイガス」 2,840,900 3.5 

８ 株式会社「ペトロ・カザフスタン・クムコリ・レソルシズ」 2,407,720 2.9 

９ 株式会社「カラジャンバスムナイ」 2,051,678 2.5 

10 ブザチ・オペレーティングltd. 1,990,762 2.4 

11 株式会社「トゥルガイ・ペトロリアム」 1,655,391 2.0 

12 有限責任会社「カザフオイル・アクトベ」 1,150,449 1.4 

13 有限責任会社「カラクドゥクムナイ」 959,472 1.2 

14 有限責任会社「ジャイクムナイ」 870,547 1.1 

15 有限責任会社 合弁企業「クアトアムロンムナイ」 812,948 1.0 

16 有限責任会社「サウツ－オイル」 810,022 1.0  

17 株式会社「カスピ石油」 705,298 0.9 

18 有限責任会社「コリジャン」 673,898 0.8 

19 株式会社「マテン・ペトロリアム」 547,032 0.7 

20 アルチエス・ペトロリアム・Int. B.V. 413,782 0.5 

21 その他 4,881,485 6.0 

合計 81,789,302 100 

出典：「Petroleum」誌 
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2015年２月、サウアト・ムィンバエフ・カズムナイガス会長は石油価格の下落に応じた同

社の事業予算縮小を発表した。彼は、それまでの予算が想定していた石油価格１bbl当たり80

ドルを、現在ではより低い価格、たとえば１bbl当たり50ドルとして計算し直さなければなら

なくなったと述べた。カズムナイガスは2014～2018年に198億ドルの支出を予定していたが、

そのうちの43億ドルが2014年分、48億ドルが2015年分とされていた。設備投資計画には

RDKMGの生産を維持するための費用（34億ドル）、カシャガン鉱床開発プロジェクトのた

めの投資（６億ドル）、「アティラウ製油所」の近代化（21億ドル）、「パヴロダル石油化

学工場」の改修（13億ドル）の費用が含まれている。 

既に述べたように、RDKMGはKMG傘下の企業である。そして、「エムバムナイガス」、

「オゼンムナイガス」はRDKMGの100％傘下にある。RDKMGの取締役会は、2015年の石油

生産計画量はオゼンムナイガス（OMG）が540万ｔ（10万9,000bbl／日）、エムバムナイガス

（EMG）が280万ｔ（５万7,000bbl／日）であると発表した。合弁企業における持ち分も含め

たRDKMGの確認および推定連結埋蔵量は約２億ｔ（15億bbl）となる。2015年にはOMG、

EMGを合わせて820万ｔ（16万6,000bbl／日）の石油が生産されることになるが、これは2014

年の計画生産量に比して1.0％の増加である。  

合弁企業「カズゲルムナイ」（KGM）、「CCEL」（株式会社「カラジャンバスムナ

イ」）、「ペトロカザフスタンInc.」（PKI）の2015年計画石油生産量のうちのRDKMGの持

ち分は400万ｔ（8万1,000bbl／日）で、2014年の計画より３％少ないという情報もあるが、こ

れはPKIの生産の自然減少によるものである。RDKMGの予測によれば、2015年のOMGと

EMGの国内市場への石油供給義務は300万ｔ（５万9,000bbl／日）で、これはアティラウ製油

所およびパヴロダル石油化学工場に供給される。さらに10万ｔ分がアティラウ製油所で

RDKMGの自己消費用として精製される。RDKMGが指摘しているように、同社は2015年に

総額６億2,100万ドルの設備投資を行う計画であるが、これは１年前に承認されたビジネスプ

ランによる2015年の計画支出額よりも14％少ない。2015年に予定されている支出削減は、主

として生産水準には影響を及ぼさない投資の削減、インフラプロジェクトに対する支出削減に

より、また近代化プログラムの中のいくつかの長期プロジェクトを先延ばしにすることによっ

て実現される。 

カザフスタンにおける石油生産量の長期的予測については、ソースとなる公的機関によって

その数値がまちまちである。カラバリン・カザフスタン共和国石油・ガス相（当時。現カザフ

スタン共和国エネルギー省第一次官）の言明によれば、将来的にカザフスタンは楽観的シナリ
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オでは１年間に１億5,000万ｔ、悲観的シナリオでは7,500万ｔの石油を生産する計画である。

カザフスタンの石油生産がピークに達するのは2024～2030年で、新規鉱床での生産が始めら

れない限り、2050年には3,000万～5,000万ｔの水準にまで低下することが予想される。ところ

が、カラバリン石油・ガス相の考えではカザフスタンにとっての最適石油生産量は年間１億

1,000万～１億1,500万ｔで、そのうちの2,500万ｔが国内３カ所の製油所で処理されることに

なる。また同氏はカザフスタンが少なくとも今後50年間は石油生産を続けられると考えてい

る。ただし彼はカザフスタンにとって生産が容易な石油の時代が終わりつつあることも認めて

いる。同様の意見を持っているのが「KazEnergy」執行委員会代表のアセト・マガウオフで、

彼は新たな油田の操業が開始されなければ2025年以降にはカザフスタンの石油生産レベルは

徐々に低下していくと考えている。  

一方、カザフスタン共和国エネルギー相ウラジミル・シコリニクは、2020年以降カザフス

タンの石油生産は年間１億ｔ、すなわち200万bbl／日を超えるだろうと確信している。 

さらに楽観的なカザフスタン石油技師・地質学者協会会長バルタベク・クアンディコフの予

想では2025年にはカザフスタンの石油生産は１億3,000万ｔ、同じくガス生産は725億m3に達

するという。ただし、20～25年後には、テンギス、カラチャガナク、カシャガンといった最

大級の鉱床における石油生産減少を覚悟しなければならないという意見には彼も同意している。

資源基盤を補充するには、さらに深い層準での探鉱を行うしかないのだ。 

ムィンバエフ・カズムナイガス会長が挙げる数値は上記より若干低く、2025年までのカザ

フスタンの石油、コンデンセートの年間生産量の増加は１億800万ｔまでとなっている。ただ

し彼はこの予測はテンギス拡張、カラチャガナク第３フェーズ、カシャガン第２フェーズをは

じめとする一連のプロジェクトの実現時期次第であることを認めている。これら戦略的プロジ

ェクト全てにカズムナイガスは直接関与する。たとえば、テンギスシェヴルオイルでの石油生

産は、主に「将来の拡張プロジェクト」の実施によって3,860万ｔまで増産される予定であり、

このプロジェクトに20％のシェアを有するカズムナイガスには770万ｔの石油が割り当てられ

ることになる。カシャガンでは2015年に石油生産が年間1,300万ｔになると予想されている。

将来的には、カシャガン・プロジェクトのその後の発展段階を考えれば、最盛期の石油生産量

は年間5,100万ｔにまで増大するだろう。 

2012年夏、カズムナイガスはカラチャガナク開発プロジェクトの正式な参加者となった。

その際の取引によって、同プロジェクトについてBGグループが29.25％（それ以前は32.5％）、
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Eniが29.25％（同32.5％）、シェヴロンが18％（同20％）、ルクオイルが13.5％（同15％）、

カズムナイガスが10％の持ち分を有することになった。 

カラチャガナクの開発プロジェクトは４段階（フェーズ）から成る。開発の第３段階では年

間生産量を液体炭化水素については1,500万ｔに、ガスについては380億m3にまで増大させる

計画である。カラチャガナクの開発を行っているコンソーシアム「カラチャガナク・ペテロリ

アム・オペレーティング」（KPO）は、生産物分与最終協定に定める通りに同鉱床開発の最

初の２段階を完了した。第２段階には既存の生産施設の近代化、新たなガス・石油精製工場、

ガス圧入施設、出力120MWの発電所の建設、100本以上の坑井の大規模修理、アティラウで

カスピ・パイプライン・コンソーシアム（CPC）の輸送系統に接続するための650kmのパイ

プラインの新設が含まれていた。事前の計算によれば、カザフスタンは2037年までの期間に、

カラチャガナク開発プロジェクトの持ち分から33億～50億ドルを獲得することになるはずで

ある。  

テンギス、カラチャガナク、カシャガンにおける生産拡大のために、全体として今後13～

15年に最大2,000億ドルの投資が必要となる。最も問題となる油田はカシャガンで、ここでは

修理作業の影響で商業的石油生産の開始が予定の2015年ではなく、2016年あるいは2017年と

なる可能性がある。Financial Timesの試算ではこのプロジェクトの費用はさらに40億ドル増

加するという。Reutersの計算によれば、カシャガンの停止による損失は40億ドルから120億

ドルに達する可能性がある。 

プロジェクトオペレーターのデータによれば、同鉱床における石油の総埋蔵量は380億bbl、

または48億ｔにのぼる。カシャガンには多量の天然ガス埋蔵量もある（１兆m3以上）。可採

埋蔵量は技術の改良につれて増える可能性がある。同鉱床の開発は国際共同オペレーション会

社「North Caspian Operating Company」（NCOC）が、北カスピ海生産物部分与協定によっ

て行っている。この協定の参加者KMG Kashagan B.V.（カズムナイガスの子会社）、Eni、

Total、 ExxonMobil、Royal Dutch Shellは16.81％ずつの持ち分を有し、CNPC カザフスタン

B.V.は  8.333％、INPEXは 7.56 ％を有する。  

2014年末、NCOCは、上記コンソーシアムは2015年にオペレーション・モデルを変更する

と発表した。９月初めには既に単一の合弁会社が設立されていた。新会社の名称「New 

company Joint venture」は、資金還元リスク評価に対する投資家側からの新たなアプローチを

示している。しかし、この新たな組織がより効率的に修理作業を管理できるかどうかは不明で

ある。  
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カシャガンにおける石油生産は2013年９月11日に開始された。しかし、D島から石油・ガス

総合前処理施設「ボラシャク」までの地上パイプラインからガス漏れが発見された後、同年９

月24日には油田の操業が中断された。程なく生産が再開されたが直後に新たな漏れが見つか

り、2013年10月９日には生産が再度中断された。損傷した接続部を修理した後、行われた水

圧試験の過程で他にも漏れが発生する恐れのある個所が発見されたのだ。事故のあった配管調

査の中間結果はパイプに亀裂が生じていることを示していた。この事故のためにカシャガン鉱

床のオペレーターには７億ドルを超える環境保護違反に係わる罰金が科せられた。2013年、

ガス漏れトラブルの後、同油田では「Sicim」社と「KCOI」（Kazakhstan Caspian Offshore 

Industries）社との共同による修理作業が開始された。ともにイタリア企業である両社は管の

切断、研磨、溶接作業に従事した。トルコの「Kazen」社はX線作業を行った。非公式の情報

によればカザフスタン下院の石油・ガス部門発展問題特別委員会拡大会議において、カシャガ

ン鉱床のパイプライン再生には、200km分のパイプの購入と敷設に対し16億～40億ドルが必

要となるとの報告がなされた。カシャガンの開発開始から既に500億ドルが費やされてきたの

だが、その上さらにこの金額が必要となるのである。ムィンバエフ・カズムナイガス会長は、

カシャガンのパイプ交換作業は2016年後半に完了させなければならないと言明した。同氏は

また、新たなパイプ敷設の費用をコンソーシアムが負担することにも言及した。  

しかし、カシャガンでの石油生産再開はおそらく2017年まで先延ばしにされるだろう。石

油価格の下落とロシアに対する経済制裁の影響という２つの理由が追い打ちをかけることが予

想される。カシャガン産石油の主要販売ルートがサマラ、ノヴォロシースクというロシアの都

市を経由するものであることを考えると、ロシアに対する経済制裁を受けて西側の石油・ガス

会社がカシャガンでの石油生産を急ぐとは考えにくい。少なくともフランス企業Totalの経営

者クリストフ・ドゥ・マルジェリは既に、2015年のカシャガンでの石油生産予測は230万bbl

／日にまで低下すると明言している。Totalは同社もかつて参加していたカシャガン・プロジ

ェクトの操業開始によって2015年までには石油生産を300万bbl／日にまで増産することを考

えていたにもかかわらず、である。 

こうした背景のもと、カザフスタンの指導部はカシャガン産石油の穴を埋めるべく、予想以

上の費用がかかることが予想されるにもかかわらず、国内最大の石油生産企業「テンギスシェ

ヴルオイル」（TCO）の生産を拡大しようとしている。TCO拡張プロジェクトの費用は380億

ドルと予測されている。2015年末までに、TCOの将来の拡大プロジェクトのための資金調達

に関する最終決定が下される予定である。このプロジェクトの実現により年間石油生産量が
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2,650万ｔから3,680万ｔに増大されることになる。プロジェクトでは、坑井への生産物回収新

システム、高圧用設備、インフラ補助施設の建設も計画されている。その他にも処理能力

1,300万ｔ／年の新たな製油所の建設、テンギス油田における能力940万m3／年の粗ガス圧入

施設も建設される予定である。しかし、TCO拡張プロジェクト資金調達に関する最終的決定

が下されるのは2015年末になる。2014年のテンギスシェヴルオイルの石油生産量は2,670万ｔ

（２億1,300万bbl）であった。 

このようにカザフスタン政府にとっては、カシャガンでの石油の商業生産の中断を受け、テ

ンギス油田での石油増産が重要なものとなっている。テンギス、コロリョフ両鉱床の可採埋蔵

量は７億5,000万～11億ｔ（60億～90億bbl）である。テンギス貯留岩の総確認埋蔵量は30億ｔ

（260億bbl）で、コロリョフ鉱床には１億9,000万ｔ（15億bbl）が埋蔵されている。 

大規模な石油・ガスプロジェクトの成功を脅かすもう一つの要因と言えば、石油・ガスの市

場価格である。現行の世界市場における石油価格の下落がさらに継続すれば、カシャガンまた

はテンギスで生産される石油は競争力を失い、減産どころか生産中止につながる可能性も否定

できない。価格低下はこれら油田の今後の開発計画フェーズの見直しにもつながる。ムィンバ

エフ・カズムナイガス会長が言明するところでは、カシャガンでの石油生産の採算が取れる限

界価格はかなり高く、１bbl当たり約100ドルにおよぶという。彼はテンギス、カラチャガナク

両鉱床における採算ラインはカシャガンよりもかなり低いと付け加えた。カザフスタン共和国

エネルギー省のデータによれば、（カシャガンを除く）カザフスタンにおける石油の平均生産

コストは50ドル／bblである。 

カザフスタンでは石油価格の下落によって、より小規模な石油・ガス会社数社が既に困難に

直面している。たとえば、オーストラリア登記の「Jupiter Energy」は「31鉱区」鉱床（マン

ギスタウ州）を保有しているのだが、2015年３月１日にカザフスタン国内市場での石油価格

下落により採算が取れなくなったとしてカザフスタンでの石油生産を中止した。同社は試験操

業ライセンスしか持っていないため、カザフスタン国内で生産した石油をもっぱら同国内で販

売していた。2013～2014年にJupiter Energyは24万7,500bblの石油を760万ドルで販売した。

2014年、国内市場における同社からの石油購入価格の平均は１bbl当たり33ドルだった。同社

は2015年には国内市場での石油販売価格が２分の１の15ドル／bblにまで下落すると予想した。

このような国内価格の水準では「31鉱区」での石油生産は赤字になる。このため同社はカザ

フスタン国内産石油の価格が上昇するまで、石油生産を中止する決定を下したのである。国内

市場価格が低下するようであれば、Jupiter Energyのように生産量の少ない会社は事業をやめ
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るか、生産量を削減することになるだろう。小規模企業の少ない生産量では、従来の石油価格

レベルでなければ採算の帳尻を合わせることはできないのだ。そうした企業は資金援助を受け、

輸出に活路を見出すことを望んでいる。しかし、現行の価格では彼らはまず資金を調達できず、

活動を停止せざるを得なくなるだろう。 

そのようななか、中国企業「CNPC」は石油とガスの増産を発表した。同社はマンギスタウ

州で生産される石油の73％、ガスの89％を生産している。現在 CNPC は、以下のカザフスタ

ン・中国大手合弁企業数社に持ち分を保有している： 株式会社「CNPC-アクトベムナイガス」

－ 94.4％、株式会社「マンギスタウムナイガス」－ 50％、 ブザチ・オペレーティング Ltd – 

50％、 ペトロ・カザフスタン・クムコリ・レソルシズ－67％。CNPCはカザフスタン領内で

石油・ガス投資、油田、ガス田での技術サービス等の業務を実施している。こうした作業には、

アクトベでの石油・ガスプロジェクトや北ブザチの石油プロジェクトが含まれる。2013年に

CNPCはパートナー企業数社と共同で、カザフスタンで3,000万ｔ以上の石油を生産した。 

 

 

第２表 カザフスタンの企業別ガス生産量（2013年の総計） 

No. 地下資源利用者 
生産量 

（1,000m3） 

シェア 

（％） 

１ カラチャガナク・ペトロリアム・オペレーティング 17,530,694 41.4 

２ 有限責任会社「テンギスシェヴルオイル」 14,550,857 34.4 

３ 株式会社「CNPC－アクトベムナイガス」 3,479,040 8.2 

４ 有限責任会社「ジャイクムナイ」 1,462,701 3.5 

５ 有限責任会社「カザフオイル・アクトベ」 565,474 1.3 

６ 株式会社「マンギスタウムナイガス」 524,834 1.2 

７ 有限責任会社 合弁企業「カズゲルムナイ」 519,588 1.2 

８ 株式会社「ペトロ・カザフスタン・クムコリ・レソルシズ」 417,508 1.0 

９ 株式会社「探鉱 採掘カズムナイガス」 405,426 1.0 

10 有限責任会社「カズGPZ（ガス精製工場）」 392,005 0.9 

11 その他 2, 446 618 5.8 

合計 42,294,745 100 

出典：「Petroleum」誌 

 

カザフスタンはまたガスの生産増強も続けている。2014年にはガス生産は432億 m3で、

2013年の102.2％となった。カザフスタンからのガス輸出量は110億m3で、昨年12カ月に同国

領土内を国際トランジット輸送されたガスは914億m3で、そのうちロシアのガスが494億m3、
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トルクメニスタンのガスが384億m3、ウズベキスタンのガスが36億m3だった。この他にも液

化炭化水素ガスが2013年比100.7％にあたる250万ｔ生産されている。 

シコリニク・カザフスタン共和国エネルギー相が明言したように、2015年にはカザフスタ

ンでのガス生産は424億m3となる。これは、例えば2013年と比べると、若干増加している。 

 

 

（３） 石油製品生産動向 

カザフスタンの石油・ガスセクターの弱点の一つとして、国内市場に高品質の燃料・潤滑油

製品（ガソリン、ディーゼル燃料、エンジンオイルなど）を供給すべき石油精製産業の規模が

小さいことが挙げられる。国家経済を多様化し、新しいハイテク産業を導入するために、『産

業イノベーション発展国家プログラム』には、石油とガスの一次加工および高度精製や新たな

石油化学産業を創出するための具体的なプロジェクトが定められている。 

ちなみにアジア開発銀行（ADB）は、カザフスタンに対し、まさに石油精製に力を集中す

るように勧告している。ADBの考えでは、技術移転によるイノベーション、炭化水素資源の

高付加価値石油製品への精製は、カザフスタンにとって、豊富な天然資源という自らの長所を

投資誘致に最も効果的に活用する方法となりうる。 

カザフスタン共和国の石油精製産業は大規模な３つの製油所から構成される： 

① アティラウ製油所（株式会社「国営会社カズムナイガス」）：精製能力年間500万ｔ、

製品得率60％。現時点でアティラウ製油所はカザフスタン西部の油田で生産される石

油品種に合わせて設計されている唯一の製油所である。 

② パヴロダル石油化学工場（株式会社「国営会社カズムナイガス」）：カザフスタン最

大かつ最も技術の進んだ製油所。設計精製能力は年間600万ｔ、製品得率は74％。この

工場はロシアの西シベリア産の石油を想定して設計されている。「オムスク～パヴロ

ダル」石油パイプラインに接続されており、100％ロシア産の石油を精製している。 

③ シムケント製油所（「ペトロカザフスタン・オイル・プロダクツ」。株式会社「国営

会社カズムナイガス」とCNPCとの共同所有）：精製能力は年間600万ｔ、製品得率

74％。持株会社「ペトロカザフスタン」の連結資産である「クムコリ」、「クズルキ

ヤ」、「マイブラク」各油田等の石油の精製用に設計されている。 
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2015年２月、カザフスタン共和国エネルギー相シコリニクは、カザフスタンは2016年以降、

燃料・潤滑油を完全に自給できるようになると宣言した。彼が挙げるデータによれば、国内の

全ての製油所の近代化が完了すれば、同国での年間石油精製量は1,450万ｔから29.4％増えて

1,800万ｔになり、製品得率も83％から90％へ大幅に上昇するはずである。その結果、国産の

高オクタンガソリンの生産量が増える。 2014年にはカザフスタンにおける石油精製量は1,400

万ｔ以上であった。そのうちガソリンの生産量は250万ｔ以上であったが、国内のガソリン消

費量は400万ｔ以上なのである。  

一方ムィンバエフKMG会長は、2016年には石油製品は100％国産化されるだろうと明言し

た。 ただしこれは、アティラウ、シムケント、パヴロダルの３製油所の改修次第である。改

修後、３製油所の年間精製能力は2022年までに2,100万ｔに、製品得率は90％にまで上昇する

計画である。  

しかしながらカザフスタンでは2014年、国内製油所の近代化完了期限が１年延期された。

この改修工期の延長は燃料・潤滑油市場における品不足やガソリン価格の不安定化につながり、

製油所改修プロジェクト実現の費用高騰を誘発する可能性がある。プロジェクトの実現が延期

されることになったのは、ユーラシア経済連合（EEU）の技術規則が採択されたためである。

燃料に関するこの技術規則の条項は、発売される製品がユーロ４（2016年１月１日から）ま

での規格に合致するべきことを定めている。これと同時に、ロシアとベラルーシは自らの国内

技術規則にしたがって既に2014年１月１日からユーロ５規格の製品発売を計画していた。ま

さにそれゆえに、2016年から石油製品の規格をEEUの技術規則に適合させ、カザフスタンの

製油所でユーロ４よびユーロ５規格のエンジン燃料を生産するために、既にカザフスタン製油

所近代化プロジェクトのF／S修正作業が開始されており、そのためにプロジェクト実施期限

が変更されることになったのである。  

カザフスタン国内への燃料・潤滑油の供給は、アティラウ製油所の近代化第１期工事が完了

する2016年には安定するものと思われる。この近代化工事には総額29億ドルの投資プロジェ

クト２件が含まれている。13年に及ぶこれらプロジェクトの資金の44.5％（13億ドル）はカザ

フスタン開発銀行が担う。第１のプロジェクトは芳香族炭化水素生産施設（KPA）で、その

建設工事は2010年に開始されている。KPAが正式に稼働を開始した現在では、アティラウ製

油所はガソリンを20％増産し、自動車用ガソリンの高オクタン成分のようなより高品質の製

品を生産することができ、またカザフスタンの石油化学産業の基礎となるベンゼンを13万

3,000ｔ／年、パラキシレンを49万6,000ｔ／年生産することができるようになっている。 
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アティラウ製油所関連のもう一つのプロジェクトである石油の高度精製施設は現在建設段階

にあり、18億ドルを要する。この施設が2016年に稼働開始するとアティラウ製油所での高オ

クタン石油の生産は年間160万ｔとこれまでの３倍に増える。アティラウ製油所でのこれら２

つのプロジェクトが実現すれば、石油精製の歩留まりは50％から87％に増大し、ユーロ４、

ユーロ５規格に適合した高オクタンガソリンの生産が可能になるのみならず、カザフスタン西

部で顕著なガソリン不足の問題を解消することもできる。石油高度精製施設建設のジェネラ

ル・コントラクター候補として、中国の「Sinopec Engineering」、日本の「丸紅」、カザフ

スタンの「カズ・ストロイ・セルヴィス」からなるコンソーシアムが承認されている。  

ロシアからの燃料・潤滑油製品の供給状況は不透明である。ムィンバエフ・カズムナイガス

会長は、カザフスタンはロシアからのガソリン供給を制限しない旨を明言した。彼によれば供

給量は年間 180万ｔ前後となる。しかし非公式の情報によれば、カザフスタン共和国エネルギ

ー省は『ロシアからの石油製品供給に関する諸問題についての省令』を策定、2014年３月か

らロシアからの燃料・潤滑油輸入に対する45日間の禁止措置を定めた。この措置は、ロシア

から輸入される石油製品の余剰によりカザフスタン国内の製油所が停止する可能性を考慮し、

国家エネルギー安全保障の保全を目的として導入される。もっとも、最大の問題はルーブル下

落により安価なロシア製ガソリンがカザフスタンに輸入されるリスクが生じたことにある。カ

ザフスタン・エネルギー省はロシア製石油製品のカザフスタンへの輸入制限についてロシア側

と合意に達することはできず、その結果、問題を強硬な方法で解決することを選んだのである。

ちなみに、カザフスタンには2014年、有限責任会社「カズムナイガス・オニムデリ」という

ロシアからの石油製品供給に携わる唯一のオペレーター企業が設立されている。 

一方、カザフスタン指導部は同国で４番目となる製油所を新たに建設する決定を下した。

2017年から2022年までの間は３つの製油所の近代化によりカザフスタンの燃料・潤滑油市場

を完全に安定させることができる。しかし2022年以降、同国ではガソリン需要の増加が予想

されるため、第４の製油所建設が計画されたというわけである。  

興味深いことに、自国の石油製品市場を充足させるのに苦労しているにもかかわらず、カザ

フスタンは中央アジアの隣国に石油だけではなく、若干の石油製品も輸出している。輸出先は

キルギスとタジキスタンである。タジキスタンに輸入される燃料総量のうち、ロシアのシェア

は50.4％、トルクメニスタンは18.1％、カザフスタンは4.1％となっている。 

しかしさらなる問題となるのは、カザフスタンは石油製品の増産と並行して、国内市場充足

のためには石油の生産も増大させる必要があるという点である。カズムナイガスの石油生産量



24 
 

だけでは、改修後のカザフスタン国内の各製油所に十分な原料を供給するには足りないかもし

れない。それにもかかわらず、カズムナイガスは2020年までにカザフスタンの燃料・潤滑油

市場における自らのシェアを18％から30％に増やすと宣言している。しかしカズムナイガス

において石油生産を担う子会社であるRDKMGの有する資源の大半は、既に述べたように、衰

えつつある油田のものであり、したがって同社の生産は年々減少していくことになる。製油所

への石油供給を補充できるのはテンギス、カラチャガナク、そして部分的にカシャガンの各鉱

床である。しかし、プロジェクトへの投資を正当化しなければならないカシャガンの外国人株

主が、カザフスタン国内市場に低価格で石油を供給することに同意するはずはない。法律によ

れば、石油生産会社が地元の需要のために供給しなければならないのは採掘された原料の

20％のみである。しかし生産物分与協定に基づいて活動している大手外国企業は法律の回避

を試みることができる。これに対抗し、政府は３つの製油所改修が完了するまでに、各企業が

どれくらい国内市場に石油を供給するべきかを政令によって規定する可能性がある。 

カザフスタン産の石油をトーリング方式により中国で精製する件について、先行きは不透明

である。2014年３月、ムィンバエフ・カズムナイガス会長は、トーリング方式によるカザフ

スタン石油の中国での精製はカザフスタンにとって得策ではないと唐突に発言した。前年、石

油・ガス相の地位にあった当時の同氏が、もしロシアからの石油製品余剰供給を拒否しても、

トーリング方式で中国において約50万ｔの石油精製を行うことにより埋め合わせられると明

言していたことを考えると、今回の発言は相当に奇妙なものとなる。 

カザフスタン産石油を国外の製油所へ送ってトーリング方式で精製するというアイデアその

ものは、2009年秋にはもう俎上に上っていた。現在、この点についての考え方が様変わりし

ているのは、おそらくそうした取引の損得を総合的に計算した結果である。中国製油所への石

油の輸送と精製、ガソリンの返送だけで、カザフスタンには6,000万ドルの出費となる。追加

費用も含めると、燃料価格が５～10％上がることになる。 

さらに、中国でトーリング・オペレーションを実施する場合、カザフスタンは製品を自国に

輸送する費用の他に、税収の面でも損失を被ることになる。採掘税や資源使用税の十全な徴収

ができなくなるためである。トーリング方式で精製された石油製品は国内市場に供給されるた

め、中国とのトーリング・オペレーションはカザフスタンの税法上はカザフスタン産石油を国

内製油所に供給する場合と同等とされる。現行の税率と軽減率を考慮すると、トーリングのた

めに中国に送られるカザフスタン産石油は、資源使用税と採掘税の支払いを免除されることに

なる。2012～2013年にトーリング用に中国に送られたカザフスタン石油について支払いが免
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除された額は、輸出に対する資源使用税については4,750万ドル、採掘税については970万ドル

であった。 

また、トーリング方式はカザフスタンの製油所の稼働率に悪影響を与え、この指標をさらに

低下させることにもつながる。カザフスタンが４つ目の製油所建設を既に決定していることを

考えればなおさらである。ただし、中国でのトーリングによる石油精製をやめた重要な理由の

ひとつには、カザフスタンとロシアとが両国領土内の石油トランジット相互非関税契約と、石

油製品供給契約を締結したことがあった。この契約は長期に及ぶ交渉を経て、2013年末に締

結された。 

一風変わったプロジェクトも誕生している。2013年にカザフスタンはアル・ファラビ記念

カザフスタン国立大学付属「新化学技術・材料科学研究所」をベースに、砂から石油を採取す

る技術の開発を始めた。カザフスタンでは石油、瀝青、砂の混合物である石油瀝青砂の鉱床が

50以上発見されている。この混合物から化学的方法により石油を採取する。カザフスタンで

は瀝青砂から石油を採取するための技術が1990年代には既に考案されていたが、投資の欠如

のために今日まで実用化されていない。国内の石油化学専門家によって策定された砂および粘

土からの石油採取に関するカザフスタン国家プログラムが国家機関による検討に付され、前向

きの評価を得ている。しかしこの技術を国のレベルで導入するという最終的な決定は下されて

いない。 

そのほか、カザフスタンの科学者たちは石炭から石油を採取する新技術も開発している。こ

の国産技術では、石炭に水素を加えることにより石油が合成される。このプロジェクトには国

営会社カズムナイガスとその西側パートナー企業も参加している。興味深いことに、KMGは、

カザフスタンではシェールからより石炭から石油を採取する方が安上がりだと考えている。

2015年４月にはエレイマンタウ付近の「サルィ・アダル」鉱床に褐炭からガソリンとディー

ゼル燃料を生産する試験的実験施設が建設される。石炭をディーゼル燃料およびガソリンに加

工する工程そのものは世界では既に開発済みであったのだが、カザフスタンではその技術を国

産の褐炭に適合させることに、またプロセスを加速し、より廉価にすることに成功した。この

プロジェクトは「化学・石炭・技術研究所」によって2013年から実施されてきた。施設の能

力は0.8ｔ／日、ガソリンの価格は１ℓ当たり42テンゲである。ディーゼル燃料およびガソリン

生産実験設備での作業が成功した場合、商業規模の工場建設に100万ドルを投資すると宣言し

ている投資家が既に見つかっているとのことである。しかしこの工場ができたとしてもカザフ
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スタンの燃料市場へこの種のガソリンが十分に供給されることにはおそらくならず、政府とし

てはやはり３つの国内製油所の近代化に重点をおくことになるだろう。 

KMG傘下企業を対象に「合理的・独創的活動についての政策」が承認された。現在KMGは、

生産、輸送、精製インフラの諸施設において一連のイノベーションプロジェクトを実施中であ

る。幹線石油パイプラインおよびタンクの最新清掃技術の導入、カラガンダ炭田での炭素メタ

ンの採掘、パイプラインの耐腐食性の向上方法および同技術の導入、製油所の保守頻度低減方

法の開発、製油所用の新触媒開発等の作業がこれに当たる。KMGの協力により『石油・ガス

機械製作発展プログラム』も実施されており、その開始以後、国内工場において400点以上の

石油・ガス機械製作分野の製品が生産できるようになった。しかもその大部分がこれまで国内

では生産されていなかったものなのである。 

現在、アクタウ市には、経済特区「アクタウ港」が置かれている。経済特区の期限は2028

年１月１日までである。競争力のあるハイテク産業の創出のための追加投資の誘致、技術、経

営経験の導入のほか、新製品の生産、社会的問題の解決により、この地域の発展を加速するこ

とが経済特区の目的である。経済特区「アクタウ港」開設後、この地域では以下の５つのプロ

ジェクトが実施されている：有限責任会社「Keppel Kazakhstan」－海洋金属構造物プロジェ

クト；有限責任会社「AZST」－高圧グラスファイバーパイプ・プロジェクト；株式会社

「Arcelor Mittal Tubular Products Aktau」－石油用パイプ製造工場プロジェクト；有限責任会

社「アクタウポリマー」－アクタウ市での予備絶縁パイプ製造プロジェクトおよび有限責任会

社「Caspiy Electronics」。 

しかし、カザフスタン石油・ガス関連設備の生産の中心となるのは「ペトロパヴロフスク重

機械工場」、株式会社「ムナイマシ」、株式会社「ウスチ・カメノゴルスクバルブ工場」、株

式会社「カスピ海沿岸機械製作施設」、シームレスパイプ工場「KSP Steel」、「西カザフス

タン機械製作会社」等である。これらの工場は、坑井修理用の特殊装置や地下設備、サッカー

ロッドポンプ、ポンプ・コンプレッサー用パイプ、石油プレヒーター、坑口装置、圧力バルブ、

ガスセパレーターなどの生産体制を整備している。「カザフスタン機械製作連盟」の執行理事

ティムルラン・アルタエフは先頃、カザフスタンは石油・ガス機械製作分野で新製品を40点

ほど生産する計画であると発表した。カザフスタン機械製作連盟は外国の石油・ガス会社数社

と、パイプ、掘削装置など石油・ガス機械製作分野の製品を生産する合弁企業の設立について

協議中である。 
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既に2012年にカザフスタン大統領付属外国投資家会議の第25回会合で、新たな鉱床の提供

や地下資源利用契約の延長の可否は、カザフスタンの工業化に対する投資次第であると大統領

が明言していたことは注目に値する。「我が国の、金属資源を含む戦略的資源に関わって活動

する全ての投資家に、代替経済の発展、すなわち工業化に資金を投じてくれるようお願いする」

と大統領は語った。その際、大統領は彼の依頼に応じて新たに管製造工場を建設した「Shell」

を例に挙げた。 
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２．石油需給動向と石油輸出関連政策 

 

（１） 石油需給の現状と展望 

2014年に採択された『2030年までのカザフスタン共和国燃料エネルギー部門発展コンセプ

ト』では、同部門における重要な問題として、経済や国民の側からのエネルギーと燃料に対す

る需要の増加をカバーするための生産能力が不足していることが挙げられている。燃料市場で

は今日既に不足が表面化している。既存の製油所の近代化とフル稼働によっても2030年まで

の国内市場を充足させることはできない。なぜなら、国内での石油精製を促進する対策が講じ

られない限り、中期的展望においてカザフスタンは国内の製油所で必要とする石油の不足に直

面するからである。また、石油・ガス分野における資源基盤の補充の停滞やその質的低下は、

有用鉱物採掘量の大幅な減少や国家の輸出収入の低下につながりかねない。資源の大部分は塩

層下に存在しているため、投資家の設備投資金額が１桁増えることになる。財政上その他の相

当の経済的刺激策がなければ、プロジェクトには高い投資上のリスクが伴うことになる。 

 探鉱および生産部門においてカザフスタンの石油産業は今後15～20年間は十分な埋蔵量が

あるが、それはカシャガン、テンギス、カラチャガナクの「ビッグ・スリー」プロジェクトの

発展を前提にしてのことである。現在、カザフスタンの石油・ガス部門では、テンギスシェヴ

ルオイル社の第三世代工場建設（工費およそ400億ドル）、カラチャガナクの拡張第１フェー

ズ（工費100億ドル以上）、「マエルスク・オイル・カザフスタン」社の「ドゥンガ」鉱床、

「Nostrum Oil Gas plc」社等の「チェナレヴォ」鉱床における新規施設群建設（約10億ドル）

といった、複数の巨大プロジェクトの実施が開始されている。そのうちのいくつかでは、世界

市場への石油・ガスの供給増大が想定されている。 

 国営会社カズムナイガス（KMG）は、炭化水素原料埋蔵量の増加、石油精製および石油化

学の近代化と発展、石油とガスの供給の多様化を可能にする輸送インフラの発展等、カザフス

タン経済にとって最も重要と考えられるプロジェクトに焦点を合わせている。KMGにとって、

発展のための戦略的優先事項のひとつは、輸出ルートの多様化と増強である。 
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第３表 2014～2018年の石油・ガス部門発展の総合計画 

№ 事業名称 
完了

形態 
実施担当者 地域 

実施 

期限 

予想費用、100万テンゲ 
資金源 

2014 2015 2016 2017 2018 

カザフスタン共和国石油・ガス産業の発展 

１ 

安定的操業の実現、カ

シャガン油田での商業

生産開始、第１段階での

増産 

  アティラウ州 
2015 ～ 

2016 年 
     必要なし 

２ 

カラチャガナク油田の将

来的拡張プロジェクト準

備 

  
西カザフス

タン州 

2014 ～ 

2018年 
9,435 9,623.7 44,265 241,231 398,539 

BGグルー

プ、エニ

SpA、シェヴ

ロン、ルクオ

イル、株式会

社「国営会社

カズムナイガ

ス」自己資金 

３ 

国益を考慮して、カラチ

ャガナク・ペトロリアム・オ

ペレーティングと有限責

任会社「カズロスガス」と

の2007年５月31日付協

定の2037年までの追加

協定の調印 

協定

書調

印 

株式会社「国営

会社カズムナイ

ガス」（合意によ

る） 

 
2014 年

末まで 
     必要なし 

４ 

坑井圧力制御プロジェク

ト／テンギスシェヴルオ

イルの将来の拡張プロ

ジェクトを実施し、2020年

までに年間産油量を

3500万tに増産 

 

株式会社「国営

会社カズムナイ

ガス」（合意によ

る） 

アティラウ州 
2014 ～ 

2018 年 
555,000 787,730 885,965 850,260 740,000 

株式会社「国

営会社カズ

ムナイガス」

のための国

際的機関か

らの借款 

５ 

「ユーラシア」プロジェクト

実施の検討：カスピ海沿

岸低地の石油・ガス含有

有望性の調査、以下の４

段階を実施： 

１） プロジェクトを実施す

る国際コンソーシアムの

設立； 

２）過去の地質・地球物

理資料の処理； 

３） 大規模な地球物理調

査を含む、地域的地質・

地球物理調査； 

４） 層序試錐井カスピ-１

の掘削 

 

投資および技

術発展省、国

家経済省、財

務省、株式会

社「国家福祉基

金「サムルク・カ

ズィナ」」（合意

による）、株式

会社「国営会社

カズムナイガ

ス」（合意によ

る） 

アティラウ、

マンギスタ

ウ州 

2014 ～ 

2018 年 
     必要なし 

輸送プロジェクトの円滑な実施 

６ 

カザフスタン～－中国石

油パイプライン・プロジェ

クトの実施 

 

株式会社「国営

会社カズムナイ

ガス」（合意によ

る） 

アティラウ、

アクチュビン

スク、クィズ

ィルオルダ、

南カザフス

タン、カラガ

ンダ、アルマ

トィ州 

2018 年      必要なし 
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７ 

カスピ・パイプラインコン

ソーシアム拡張プロジェ

クトの実施 

 

株式会社「国営

会社カズムナイ

ガス」（合意によ

る） 

アティラウ州 2015年      必要なし 

８ 

「ベイネウ～ボゾイ～シ

ムケント」パイプラインの

建設 

稼働

開始 

株式会社「国家

福祉基金「サム

ルク・カズィナ」」

（合意による）、 

株式会社「国営

会社「カズトラン

スガス」」（合意

による） 

マンギスタ

ウ、アクチュ

ビンスク、ク

ィズィルオル

ダ、南カザフ

スタン州 

2015年12

月 
128,328 38,530    

中国開発銀

行からの借

款 

９ 
幹線パイプライン「カザフ

スタン～中国」能力拡張 
 

株式会社「国営

会社カズムナイ

ガス」（合意によ

る） 

南カザフス

タン、ジャン

ブィル、アテ

ィラウ州 

 2015年

12月 

253,612 

 

110,397 

 
   

有限責任会

社「アジアガ

スパイプライ

ン」の自己資

金と、中国開

発銀行から

の借款 

石油精製産業の発展 

10 
アティラウ製油所での石

油高度精製施設の建設 

稼働

開始 

株式会社「国家

福祉基金「サム

ルク・カズィナ」」

（合意による）、

株式会社カズ

ムナイガス－精

製およびマーケ

ティング」（合意

による） 

アティラウ州 
2014 ～ 

2016 年 
124,428 171,991 25,145   

有限責任会

社「ANPZ（ア

ティラウ製油

所）」の自己

資金と、株式

会社「BRK（カ

ザフスタン開

発銀行）」、 

China EXIM 

Bank、 JBIC

からの借款 

11 
シムケント製油所の改修

と近代化 

稼働

開始 

株式会社「国家

福祉基金「サム

ルク・カズィナ」」

（合意による）、

株式会社カズ

ムナイガス－精

製およびマーケ

ティング」（合意

による） 

南カザフス

タン州 

2014 ～ 

2016 年 
33,663 110,192 106,046 28,726  

有限責任会

社「PKOP（ペ

トロカザフス

タン・オイル・

プロダクツ）

の自己資金

と、株式会社

「BRK（カザフ

スタン開発銀

行）」、 China 

EXIM Bankか

らの借款 

12 
パヴロダル石油化学工

場の改修と近代化 

稼働

開始 

株式会社「国家

福祉基金「サム

ルク・カズィナ」」

（合意による）、

株式会社カズ

ムナイガス－精

製およびマーケ

ティング」（合意

による） 

パヴロダル

州 

2014 ～ 

2016 年 
10,332.9 154,449.5 67,150.9   

有限責任会

社「PNKhZ

（パヴロダル

石油化学工

場）」の自己

資金と、株式

会社「国営会

社カズムナイ

ガス」からの

借款 
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石油化学工業の新たな生産セクターの形成 

13 

アティラウ製油所での芳

香族化合物（ベンゼン、

パラキシレン）の生産 

稼働

開始 

株式会社「国家

福祉基金「サム

ルク・カズィナ」」

（合意による）、

株式会社カズ

ムナイガス－精

製およびマーケ

ティング」（合意

による） 

アティラウ州 

 2014年 

第IV四半

期 

52,487     

有限責任会

社「ANPZ」の

自己資金と、

株式会社「カ

ザフスタン開

発銀行」およ

び中国輸出

入銀行から

の借款 

14 

統合ガス化学施設の建

設（第１フェーズ－ポリプ

ロピレン） 

稼働

開始 

株式会社「国家

福祉基金「サム

ルク・カズィナ」」

（合意による）、

有限責任会社

「合同化学会

社」（合意によ

る） 

アティラウ州 

2017年 

第IV四半

期 

 28,560 58,799 155,971  

有限会社「ア

ルメクス・プラ

ス社」、有限

会社「合同化

学会社」の自

己資金と、中

国輸出入銀

行からの借

款 

15 

統合ガス化学施設の建

設（第２フェーズ－ポリエ

チレン） 

稼働

開始 

株式会社「国家

福祉基金「サム

ルク・カズィナ」」

（合意による）、

有限責任会社

「合同化学会

社」（合意によ

る） 

アティラウ州 

2018年 

第IV四半

期 

 14,332 77,464.79 309,526.13 159,872.39 

有限責任会

社「KLPE」の

自己資金と、

韓国輸出入

銀行からの

借款 

16 
アティラウ州でのポリマ

ー製品の生産 
 

株式会社「国家

福祉基金「サム

ルク・カズィナ」」

（合意による）、

有限責任会社

「合同化学会

社」（合意によ

る） 

アティラウ州 

2015年 

第IV四半

期 

9,148.36 543.18    

有限会社「合

同化学会社」

の自己資金 

出展； Risks Assessment Group作成。 

 

 

カラバリン・カザフスタン共和国エネルギー省第一次官はかつて、2015年にはカザフスタ

ンからの石油輸出が6,000万ｔに達するだろうと述べた。石油の精製は1,430万ｔレベルになる

と予想されている。一方、KazEnergyの予測によると、新たな油田の開発開始やカシャガン鉱

床のさらなる拡張がなければ、2022年から石油生産の低下が始まるリスクがある。テンギス

シェヴルオイルの今後の発展、カシャガン油田の第２フェーズ、カラチャガナク・ペトロリア

ム・オペレーティングの第３フェーズが実施されなければ、生産低下は早くも2015年に始ま

る可能性もある。その主な原因として挙げられているのは、石油分野の投資が主として発見済
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みの鉱床開発に向けられているために、地質探査作業の投資上の魅力が低下しているというこ

とである。このように、埋蔵量の開発と地質探査部門での活動が現行の計画通りだとすると、

2050年までのより長期的な展望においては、石油の生産量は年間5,500万ｔにまで大きく低下

する可能性がある。  

この点で国は以下の２つの課題に直面している： 

１） 地質部門と地球物理探査の活動を積極的に発展させる、地質探査へ投資を誘致する、

短期間の国家鉱量ストックを創出する。 

２） 開発強化、石油生産向上技術強化のための経済的・財政的方策の促進策を講じて、課

税条件、規制、技術レベルが現状のままでは採算の取れない資源を開発対象に加える。 

2014年６月21日には「カラジャンバス」鉱床（マンギスタウ州）を高粘度油リストに加え

る旨のカザフスタン政府の決定が発表され、これに対する採掘税税率が0.5％にまで引き下げ

られた。この決定にはそれ以前の採掘税税率は示されていないが、現行の税法典によると、ガ

スコンデンセートを含めた原油に対する採掘税率は、年間生産量に応じて５～18％の間とな

る。「カラジャンバスムナイ」社はマンギスタウ州内ブザチ半島北西部に位置するカラジャン

バスで石油の生産を行っている。カラジャンバスムナイの所有者はRDKMGと中国国営企業

「CITIC Group」である。 

2014年７月、カザフスタン大統領は『産業イノベーション発展促進国家プログラム』の実

施に関する会議の席上、カザフスタンの有用鉱物の実際の原始埋蔵量は、現在の数値の数倍に

なるかもしれないと宣言した。もっとも国家元首はこう宣言することで、カシャガンで問題が

生じた後のカザフスタンの資源生産分野の投資上の魅力を維持しようと試みたのだとも考えら

れる。この会議において、大統領はこの他にも石油・ガス分野での発議を行った。大統領が提

起した具体的な課題に、2018年までに石油精製量を1,750万ｔ／年に引き上げ、石油の輸送量

を9,800万ｔ／年、ガスの輸送を350億m3／年に増大させることがあった。  

一方で、アメリカのエネルギー情報局（EIA）は、カザフスタンは石油生産に関する自らの

予測を見直さなければならなくなるだろうと指摘している。「カシャガンでの商業生産が

2015年以降も回復されなければ、その後２年間の増産予測を見直す必要が生じるだろう。な

ぜなら同国の増産は主にカシャガン次第だからである」とEIAの短期予測は記している。 

こうしたなか、「ExxonMobil」および「Shell」の両社は北カスピ海プロジェクトの契約を

さらに20年間延長しようとしている。カザフスタン政府と両社との間ではカシャガン開発契
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約を20年（すなわち生産物分与協定が終了する2041年から2061年まで）延長するための難し

い交渉が既に進められている。カザフスタン政府はこの契約の期限延長の見返りとして、コン

ソーシアムの株主である両社にカザフスタンの産業・イノベーション発展国家プログラムの実

現に協力するよう要求しているという情報もある。  

カザフスタン政府はテンギス、カシャガン、カラチャガナクに関する契約を延長するかわり

に、投資家に「ゲームの新しい規則」を受け入れさせようと図っている。その規則の趣旨は、

役務、商品、設備の購入においてカザフスタン・コンテンツを増やすことと、国内市場への原

料供給を拡大することにある。こうしたプロジェクト全てに共通しているのは、これらの油田

での生産が困難かつ高コストで、カザフスタンは大手多国籍企業の参加なしに、独力でその開

発を行うことができないという事実である。まさにそれゆえに、投資家と国家権力との間に摩

擦や軋轢が生じているのにもかかわらず、カザフスタン政府はこれら油田の開発を現有の企業

の参加を得たままで継続したいと考えているのである。 

しかし全ての問題は、これまでの契約に変更を加えることがテンギス、カシャガン、カラチ

ャガナクについての契約を延長する条件の一つとされていることにある。政府が特に積極的に

根回ししているのは、カザフスタン・コンテンツを増やすことである。公式のデータによれば、

カザフスタン石油市場の規模は1,600億ドルと評価されている。政府の試算ではこの金額の

50％はサービスとインフラの発展に費やされる。つまり、カザフスタン企業は、サービスと

インフラ部門を獲得できれば、およそ800億ドルを得られるということになる。こうした目的

のために、政府はカザフスタン・コンテンツ増大政策を進める上で、外国投資家に対する要求

を厳格化するなどして、地元のサービス企業の支援に重点を置いているのである。  

 

 

（２） 石油開発政策および石油輸出政策の概要 

『2010～2014年の石油・ガス部門発展国家プログラム』が2014年に完了した。このプログ

ラムは2010年３月19日付のカザフスタン共和国大統領令『2010～2014年の産業イノベーショ

ン発展促進国家プログラム』 に基づいて採択されたものである。プログラムの主たる目的は

国内市場の石油製品およびガスに対する需要の充足、確認埋蔵量の増加、安定した高い生産レ

ベルの実現、石油およびガスの輸出輸送ルートの多様化、付加価値の高い石油化学製品の輸出
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量拡大である。これらの目的のうち、特に原料輸出ルートの多様化については部分的に達成さ

れているが、石油製品国内市場の充足や石油の増産についての課題は実現されていない。  

ただし、他の国家文書の場合と異なり、このプログラムに掲げられた目的と課題の多くは、

全体としては実現されている。それは、『地下資源と地下資源利用について』、『産業イノベ

ーション活動の国家支援について』、『ガスおよびガス供給について』、『省エネルギーおよ

びエネルギー効率の向上について』、『幹線パイプラインについて』等の新しい法律の採択に

よるところが大きい。  

 2014年末、カザフスタン大統領は法律『地下資源利用問題に関するカザフスタン共和国の

諸法規に対する変更および追加について』に署名した。地下資源利用権交付制度全体が根本的

に変更され、簡素化された。さらにノルウェーの経験に基づいた権利供与簡素化手順のような

修正も加えられた。オークションが地下資源利用権取得入札の新たな勝者決定方法となった。

契約に関する必須鑑定が60％まで減らされ、必須プロジェクト文書リストからF／Sが除かれ、

契約履行に関する地下資源利用者側の違反解消期限が定められた。カザフスタンの公的機関は

既に39の異なる石油・ガスプロジェクトに関して外国および国内の会社から39のプロポーザ

ルを得ている。この法律が2015年にその効果を発揮すれば、カザフスタンの地質探査市場は

急速に成長するだろう。 

大統領教書『カザフスタン2050』、国家計画および「グリーン・エコノミー」の発展に関

するものをはじめとするその他の採択済みの諸文書にしたがって、カザフスタン共和国政府は

天然資源の効果的管理・原料セクターからの収入活用コンセプト草案を採択した。この文書に

は８つの優先目標が掲げられている。天然資源のさらなる調査、新たな鉱床の探索と登録、世

界的な需要増を基盤とした天然資源の生産と世界市場への供給の加速、国産燃料による国内市

場の充足などがこの草案に含まれている。この他にも、最新の生産技術および精製技術の利用

を必須条件とする外国投資誘致環境の創出や最新の生産施設の建設などが計画されている。代

替エネルギー生産の整備、環境に害を及ぼさない設備の採掘企業への導入、炭化水素の戦略的

「備蓄」、原料セクターからの収入の管理の最適化が重要な優先事項となる。エネルギー省は

また、石油ガス部門にとって厳しい状勢下で国内の生産を維持するために、石油ガス会社に対

する税負担の軽減も検討している。 

カザフスタン大統領は2014年１月17日の国民向けの年次教書演説において、カザフスタン

の輸出能力中の非原料製品の比率を70％に上昇させる新しい経済を形成することをあらため

て強調した。石油・ガス分野については、大統領は、伝統的な石油生産業は国の天与の競争優
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位性の源なのだから、その効率を改善しなければならないと宣言した。「我々は、石油・ガス

セクターの輸出ポテンシャルを維持したまま、炭化水素の管理、生産、精製に対する新しいア

プローチを採用しなければならない。石油とガス生産の想定しうるシナリオを最終的に決める

必要がある」と大統領は主張した。加えて、カザフスタンは地質探査分野においても世界市場

に進出しなければならず、大統領は、法令を簡素化してこの分野に外国のエンジニアリング会

社の投資を誘致するべきだと考えている。既にカザフスタンで活動している採掘企業について

は、ナザルバエフ大統領は外国企業と共同で設計・エンジニアリング拠点を創設し、石油・ガ

ス関連装置を外国から輸入しなくてもよいようにすることを求めている。 

大統領はまた、大規模な石油・ガス鉱床、石油・ガス施設の周りに生産クラスターを創出す

る必要性にも特に注意を促した。今後の国の発展を支える原則として、原料採掘から原料精製

分野における協力への移行や最新技術の導入が挙げられた。投資家の原料精製（石油精製およ

び石油化学）施設建設への参加も石油・ガス部門での既存の契約を延長するための条件になり

うる。 

こうして、カザフスタンの石油産業発展においては以下の項目が戦略的課題となる： 

１） 地質探査および石油生産技術の効果的発展のための投資誘致； 

２） 最重要石油製品に関するエネルギー安全保障、エンジン燃料および潤滑油に対する国

内需要の充足； 

３） 石油精製および石油製品市場の順序立った自由化； 

４） 石油・ガスセクターの人材ポテンシャル強化。 

上記各項目は、石油・ガス産業が客観的に見て今後10～20年はカザフスタンの国家経済の

土台、経済発展の牽引車であり続けることを示している。それゆえ、国家の努力は石油生産量

の増大や、石油・ガス産業を国の経済をリードするハイテクセクターへと転換することに傾注

されることになる。これにはカザフスタン石油・ガスセクターにおける国家の影響力の増大が

伴うだろう。主要鉱床の開発に成功すれば、肯定的な変化がもたらされることになる。その一

方、国の石油・ガスポテンシャルが今後増大するか否かは、パイプラインの有無に大いに左右

される。 

国家経済の構造を念頭におき、カザフスタン政府は、原料セクターに立脚しつつ原料生産を

より高度な精製に移行させるという、いわゆる「伝統的特化戦略」に重点をおくことを決断し

た。政府はまた、石油・ガス分野の近代化によって、関連部門がいくつも形成されるであろう

ことも期待している。ここで手本とされているのはおそらくノルウェーの例だろう。マイナス
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要因として挙げられるのは、非効率的なマネージメント、貧弱な人的資源、不安定な財政、そ

してこのプログラムを実現する上で主要な役割を与えられている、カズムナイガスをはじめと

する国営石油会社の技術的後進性である。 

2014年11月、エネルギー憲章に関する国際会議で.マシモフ・カザフスタン共和国首相は、

カザフスタンはエネルギー資源の主要生産国の一つにならなければならないと発言した。首相

の考えでは、エネルギー安全保障は現代における重要な課題の一つである。「経済成長はエネ

ルギー資源に対する需要も増大させる。また我々は、新たな再生可能エネルギー源探求の重要

性が、今後数年にわたり増していくだろうと考えている。いかなる会社、いかなる国も、単独

でこの問題を解決することはできない。我々はこの試練に共同で立ち向かわなければならない。

（中略）我々はエネルギー供給ルート、地理的活動範囲を多様化することを目指す」。 

『2030年までのカザフスタン共和国燃料エネルギー産業発展コンセプト』によれば、原油

輸出の長期的展望においては、中国の比重が増すことを除けば、カザフスタンの外国貿易パー

トナーの構成は変わらない。原油の欧州市場は停滞する（需要が年0.8％ずつ緩やかに減少）

だろうが、現時点ではカザフスタン産石油に対する需要の低下は予想されていない。長期的展

望における需要推移の主役となるのはアジア太平洋地域（2030年まで毎年2.1％の需要増）、

特にインドと中国であろう。 

この他、カザフスタンでは幹線パイプラインに関する法律が採択されている。この法律の採

択により、共和国内のパイプラインルートに対する監督が強化される。新たに実施される幹線

パイプライン敷設プロジェクトに対する国家の優先的参加権が強化される。その際、パイプラ

インそのものの所有者は国家でも、民間でもよいが、幹線石油パイプラインの国家オペレータ

ーには公開型株式会社「カズトランスオイル」がなるものと定められている。同社は現在、国

内で生産される石油総量のおよそ60％を輸出および国内市場向けに輸送している。  

この国家オペレーターの課題には、幹線石油パイプラインで製品を国内外に輸送する際にカ

ザフスタン共和国および他の権利関係当事者の利益を確保すること、幹線パイプラインシステ

ムのイノベーション発展とその国際エネルギーシステムへの統合を実現すること、石油・ガス

セクター発展国家・国民プログラムの幹線パイプラインによる石油輸出に関する部分の策定と

実施に参加すること、幹線パイプラインに関するカザフスタン共和国法制の改善に向けた法規

案を作成し、これを審査に向けて管轄機関に提出すること、幹線パイプラインによる石油輸出

に関する国際協定の策定と実施に参加すること、が含まれる。 



37 
 

幹線パイプラインに関する法律にしたがって、カザフスタンでは既存のガス輸送ルートに対

する監督も強化され、新しいガス輸送資産については国家がその50％以上のシェアを保有す

ることになる。2016年までに幹線ガスパイプラインの合計輸送能力は、需要に合わせ2,020億

m3／年に到達していなければならない。ガス輸送システムによるガス輸送分野における自然

独占主体のサービスへのアクセス規則に関するカザフスタン、ベラルーシ、ロシア三国間協定

にしたがい、2015年から均等ネットバック価格への移行が実現する。 

政府は国内諸地域のガス化も目標としている。2012年１月には法律『ガスおよびガス供給

について』が採択された。同法採択から６カ月後、政府は公開型株式会社「カズトランスガス」

をガスおよびガス供給分野の国家オペレーターとして承認した。まず問題となるのはアスタナ

とカザフスタン中央地域のガス化である。また、ガス消費が国の北部地域ではロシア産ガスに、

南部地域およびアルマトィではウズベキスタン産ガスにそれぞれ強く依存していることから、

経済的安全保障と安定的ガス供給のためにカザフスタンと中国との合弁企業がガスパイプライ

ン「ベイネウ～ボゾイ～シムケント」の建設作業を活発化させた。このパイプラインを建設し

操業開始することでカザフスタンは技術的に統合されたガス輸送システムを完成させようとし

ている。2016年までにガスパイプライン建設に関する合計29件の投資プロジェクトが実施さ

れる計画である。 

カザフスタン産石油の輸出先の多様化と石油・ガス輸送システムの輸送能力拡大は、カザフ

スタンの独立時から優先課題とされてきた。この点におけるカザフスタンのスタンスは明確で

ある。すなわち、パイプラインの数が増えるほど、国の利益も増す、ということである。  

現時点での石油輸送能力は、輸出の必要をほぼ完全に満たすに足るものである。しかし将来、

石油生産量が増大したならば、既存パイプラインの拡張や新規パイプラインの建設の必要が生

じるだろう。輸出用石油パイプライン系統の合計輸送能力を2020年までに１億ｔ／年にまで

増加させることが計画されている。そのために、2001年の稼動開始以来、カザフスタン産の

２億3,270万ｔを含む２億7,620万ｔの石油を輸送してきたカスピ・パイプラインコンソーシア

ム（CPC）の輸送能力が拡張される。2011年の輸送量は3,180万ｔで、カザフスタン産はその

うち2,820万ｔであった。拡張プロジェクトが完了する2015年には年間輸送能力は6,700万ｔに

まで増えることになり、うちのカザフスタン領域分は5,250万ｔ／年となる。テンギス、カラ

チャガナクにおける石油増産とカシャガンの操業開始を考慮すれば、石油パイプライン「テン

ギス～ノヴォロシースク」の輸送能力拡大は焦眉の問題の一つである。 
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そのカシャガン産の石油については、カザフスタンの他の油田で既に活動している

「Vitol」、「Glencore」という２つの石油トレーダー間でその争奪戦が始まる可能性がある。

現在、カザフスタン産石油輸送の主役であるVitolは30万bbl／年以上の石油をCPCパイプライ

ンで輸送している。しかし同社が採用しているスキームはカシャガン・プロジェクト参加者の

意にそぐわないものである。Vitolはまずカザフスタン産石油を小ロット集め、それをタンカ

ーの積載量に見合う量にまで増やしていく方針なのだ。 今後期待通りに生産量が増加した場

合、大手生産者は時間的ロスが生じるVitol方式をよしとしないだろう。おそらくコンソーシ

アム参加者は、当初から大きな埋蔵量を扱うことに慣れている会社に乗り換えようとするはず

だ。実際、カラチャガナクでテンダーに勝利を収めたのは世界第２位の石油トレーダーである

Glencoreだったのである。同社はロシアのウスチ・ルガ港で受け取った荷を積み換える方式で

ある。  

カラチャガナク・コンソーシアムの参加者は、カザフスタン産の石油が著しく増産される場

合、その出荷についても上記のようなテンダーを実施しようと考えている。現状では、ロシア

のプリモルスク港、ウスチ・ルガ港経由で660万bbl、総額７億ドル分の石油のタンカー輸送を

含め、年間出荷総額80億ドルを達成しているVitolが依然としてカザフスタン産石油の最大手

輸送業者である。しかし、VitolとGlencoreの他にもカザフスタンでは「Trafigura」というも

うひとつの大手石油トレーダーが活動している。この会社は既にCPC経由でカザフスタン産

原油を６カ月間、総額７億5,000万ドル分供給するというイタリアのEniのテンダーに勝利して

いる。他方、カシャガン・プロジェクトの参加者は、現状カザフスタン産石油の大半の輸出経

路となっているロシアへの直接依存を避けるために、ルートの多様化を望んでいる。  

 

 

（３） 輸送ルート開発の展望： カザフスタンによる市場の選択 

３-１） カザフスタン産原油パイプライン整備の現状 

中国向け 

 中国向けパイプラインはユジノ・トゥルガイ石油・ガス地域の「ジャナジョル」、「ケンキ

ヤク」等の鉱床の石油を輸送するために計画されたものである。パイプラインシステムは西カ

ザフスタンのアティラウを起点として、中央カザフスタンのアタスを経由し、中国の国内石油

ネットワークに接続する新彊の阿拉山口（アラシャンコウ）に到達する。したがって、石油・
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ガス部門における中国との協力事業に最大限に投資できるようにするには、カザフスタン～中

国パイプラインを沿カスピ海石油・ガス地域の油田に接続させることを、現段階から計画して

おかねばならない。カザフスタン産原油は主に中国西部の新彊の独山子（ドゥシャンズ）にあ

る、CNPCの子会社である「PetroChina」傘下の製油所に送られる。 

 2005年12月、カザフスタン～中国石油パイプライン「アタス～アラシャンコウ」の第１期

工事が完了した。アタス～アラシャンコウ石油パイプラインを経由してカザフスタン産原油が

中国に本格的に供給されるようになったのは2006年７月後半からである。石油パイプライン

の総延長距離は962.2kmで、輸送能力は第一段階では1,000万ｔ／年であった。「ケンキヤク

～クムコリ」石油パイプラインはカザフスタン～中国石油輸出パイプライン建設第２段階の第

１期工事区間で、2009年10月に稼働が開始された。2011年にはアタス～アラシャンコウ石油

パイプラインの第11ポンプステーションが稼動を開始した。これにより輸送能力を1,200万t／

年まで増強することが可能となり、将来的には2,000万ｔ／年まで拡大することを見込んでい

る。 

 2013年、ナザルバエフ・カザフスタン大統領は法律『カザフスタン～中国石油パイプライ

ンの開発および操業における協力の諸問題に関するカザフスタン共和国政府と中華人民共和国

政府との協定の批准について』に署名した。この協定に基づき、カザフスタン～中国石油パイ

プラインの開発および操業プロジェクトの実施に当たる全権代表機関としてカザフスタン政府

を代表して株式会社「国営会社カズムナイガス」、中国政府を代表して「中国石油天然気集団

公司」（CNPC）が選任された。カザフスタン産原油をカザフスタン～中国石油パイプライン

で輸出する際の輸送料金は原油がパイプラインに投入される地点に関わりなく、すなわち輸送

ルートの距離に関係なく一定に設定される。カザフスタン国内市場で資源不足に陥るような事

態が発生した場合には、管轄機関は中国政府の代表機関に通告した上で輸出向け石油の月間輸

送スケジュールを変更することができる。 

 アティラウ～ケンキヤクおよびケンキヤク～クムコリ区間でカザフスタン～中国石油パイプ

ライン建設第２段階の第２期工事が始まった。プロジェクトの骨子は石油パイプラインの管路

に新たに６カ所のポンプステーションを設置することである。そのうち、２カ所をアティラウ

州に、２カ所をアクチュビンスク州に、２カ所をクィズィルオルダ州に設置する。アティラウ

～ケンキヤク区間の輸送能力は1,200万ｔ／年、ケンキヤク～クムコリ区間の輸送能力は2,000

万ｔ／年に達するであろう。しかし、最重要課題はいかにしてパイプラインに必要量の石油を

供給するかということである。当初の段階においてはパイプを流れる原油のうち、300万～
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400万ｔは株式会社「マンギスタウムナイガス」が生産する「マンギシラク」・「ブザチ」の

混合油となる。ただし、マンギスタウムナイガスの石油生産は2017～2018年にピークに達し

て400万ｔ／年を超えた後は380万ｔ／年に低下し、石油不足が深刻化する。少量の石油はア

ティラウ州の「マカト」鉱床でも採掘できるが、中国のパイプラインに供給するマカト原油は

2015年の120万ｔでピークに達し、2020年には95万6,000ｔに低下する。いずれにしろ、アテ

ィラウ～ケンキヤク区間の500万～600万ｔ／年の石油不足に対処するために、政府およびプ

ロジェクト開発会社はテンギスおよびカシャガンからの供給を計画している。ケンキヤク～ク

ムコリ区間でもそれ以上の石油不足が発生すると見られ、不足量は800万～900万ｔ／年に達

する。中国系企業が開発する「アクトベ」鉱床産の石油はせいぜい800万ｔ／年をわずかに上

回る程度であり、2016年以降は700万ｔ強／年に低下する。以降はアクトベでの生産量は低下

の一途をたどる見込みである。この大幅な石油不足をカザフスタン政府はロシア産石油で補填

しようと考えている。 

 シコリニク・カザフスタン共和国エネルギー相が表明したように、2015年にはカザフスタ

ン～中国ガスパイプラインの第３ラインの稼動開始も計画されている。それによって550億m3

／年のガスを輸送することが可能となる。現時点でこの数字は300億m3／年にとどまっている。 

2007年８月18日、カザフスタン共和国政府と中華人民共和国政府は、『カザフスタン～中

国ガスパイプラインの建設および操業における協力に関する協定』に調印した。パイプライン

はトルクメン産ガスおよびカザフスタン産ガスの輸送に用いられる。2009年末にはカザフス

タン～中国ガスパイプラインの第１区間の第１ラインが、2010年10月には同第２ラインが稼

動を開始した。カザフスタン～中国ルートは、トルクメニスタンを起点としウズベキスタンお

よびカザフスタンを経由して中国西部の新彊に至る中央アジア～中国ガスパイプラインの一部

である。 

 その他、2015年にはカザフスタン～中国ガスプロジェクトの第２段階の一部である「ベイ

ネウ～ボゾイ」ラインに、輸送能力60億m3／年のボゾイ～シムケント・パイプラインが接続

される。コンプレッサー･ステーションが新たに建設されれば、ベイネウ～ボゾイ～シムケン

ト間の総輸送能力は計画通り100億m3／年に増強される。ボゾイ～シムケント・パイプライン

はカザフスタン南部で中央アジア～中国ガスルートに接続される。ガスパイプラインのナショ

ナル・オペレーターであるカズトランスガスのデータによれば、ベイネウ～ボゾイ～シムケン

ト間の輸送能力は150億m3／年に増強される。カズムナイガスのムィンバエフ会長もベイネウ
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～ボゾイ～シムケント間のガスパイプラインの一部の建設が完了する2015年以降、カラチャ

ガナク産のガスを中国に供給する可能性について否定しなかったことは興味深い。ベイネウ～

シムケント・ガスパイプラインが建設されることによって西部のガス生産地域から南部にガス

を輸送できるようになり、それによってウズベキスタン産ガスへの依存度を下げることができ

るようになるので、カザフスタンのエネルギー安全保障が強化される。ガスパイプラインのル

ートはマンギスタウ、アクチュビンスク、クィズィルオルダ、南カザフスタンの各州を通る。

このように、ベイネウ～シムケント・ガスパイプラインは中央アジア～中央、ブハラ～ウラル、

ブハラ・ガス生産地域～タシケント～ビシケク～アルマトィ、カザフスタン～中国等、主要な

ガス幹線パイプライン全てを接続することになる。 

 

カスピ・パイプラインコンソーシアム（CPC） 

 カスピ・パイプラインコンソーシアム（CPC）はパイプラインを建設し、カザフスタン産

の原油をロシア領経由で輸出するために設立された。同コンソーシアムはカザフスタン西部の

石油鉱床とロシアの黒海沿岸を結ぶ総延長距離1,580kmの「テンギス～ノヴォロシースク」石

油パイプラインを保有している。CPCの株主はロシア（「トランスネフチ」－24％、「CPC

カンパニー」－7％）－31％、カザフスタン（国営会社「カズムナイガス」－19％、

「Kazakhstan Pipeline Ventures LLC」－1.75％）－20.75％、「Chevron Caspian Pipeline 

Consortium Company」－15％、「LUKARCO B.V.」－12.5％、「Mobil Caspian Pipeline 

Company」－7.5％、「Rosneft-Shell Caspian Ventures Limited」－7.5％、「BG Overseas 

Holding Limite」－２％、「Eni International N.A. N.V.」－２％、「Oryx Caspian Pipeline 

LLC」－1.75％である。 

 2010年12月15日、CPCの株主はCPC拡大プロジェクトへの投資に関する最終決定を満場一

致で可決した。上述のように、プロジェクトはCPCの石油パイプラインの輸送能力を2,820万

ｔ／年から6,700万ｔ／年（うち、カザフスタン産石油5,250万ｔ／年）に増強することを目指

すものである。 

 パイプラインの輸送能力の増強は以下の３段階で行なうことを計画している。 

 －第１段階（2015年。カザフスタン産石油3,350万ｔ／年を含め、4,060万ｔ／年）：既存の

ポンプステーションの改修、タンク３基の建設、石油パイプライン88kmの交換、監視モニタ

リング・システム（SCADA）、一点係留ブイの建設。 
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 －第２段階（2016年。カザフスタン産石油4,930万ｔ／年を含め、6,120万ｔ／年）：ポンプ

ステーション５カ所および外部電源の新設。 

 －第３段階（2016年。カザフスタン産石油5,250万ｔ／年を含め、6,700万ｔ／年）：ポンプ

ステーション５カ所およびタンク３基の新設。 

 ちなみに、テンギスシェヴルオイル（TCO）は、カシャガンから将来供給されるであろう

石油と競争する姿勢を早くも見せている。現在、TCOは様々な輸送ルートで原油を輸出して

いる。特に、ノヴォロシースクにはCPCで、オデッサ、タマニ、アクタウ、さらにバトゥミ、

クレヴィには鉄道で原油を供給している。その際、TCOは購入者候補に割引販売する用意が

あると持ちかけている。テンギスシェヴルオイルは2013年からCPCの利用を開始し、「CPC

ブレンド」銘柄による石油の第１ロットをアジアの消費者に供給している。この事業では、石

油の輸送料が約72万bbl／日のレベルで設定されている。最初の購入者はインドネシアの

「Pertamina」社およびインドの「Reliance」社であった。たとえば、Pertamina社は品質的

に「CPCブレンド」と類似しているテンギスのカザフ産石油を60万bbl購入している。CPCの

株主であるイタリアのEniも最近「CPCブレンド」石油をアジアに販売した。「CPCブレンド」

銘柄の石油の輸出は、今後数年間で130万bbl／日にのぼるものと予想される。 

 

カザフスタン･カスピ海輸送システム（KCTS） 

 カザフスタンは数年前、カザフスタン･カスピ海輸送システム（KCTS）の建設を表明した。

このプロジェクトではカザフスタン側カスピ海沿岸における石油輸送インフラの新設、「エス

ケネ～クルィク」石油パイプラインの建設、カスピ海横断輸送システム（クルィクと対岸のバ

クーを結ぶ）の整備が想定され、その後、「バクー～トビリシ～ジェイハン」石油パイプライ

ン（BTC）および黒海の諸港を経由してトルコに石油を輸送する計画である。KCTSシステム

では当初の段階で2,300万ｔ／年の輸送を行い、その後、5,600万ｔ／年に増強するはずで、カ

ズムナイガスの試算ではKCTSの建設費総額は40億ドルに達する見込みであった。しかし、

KCTSにとっての資源ベースがカシャガン鉱床であったことがネックとなった。カシャガンで

は2013年の事故の後、石油の商業生産の開始が再び延期されたからである。そのため、2015

年にKCTSと競合するCPCが全面的に拡大すること、およびカシャガン油田の開発時期が変更

されたことを考慮し、KCTSプロジェクトが必要とされる時期は2020年までずれ込んでいる。

このように、同プロジェクトの実施スケジュールはカシャガンで石油が大量に生産され始める

時期に合わせて調整されることになるだろう。 
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３-２） 鉄道を含むその他石油輸出手段の展望 

 カザフスタン共和国で生産される石油の現時点での主たる輸送方法は以下の３つである： 

① 石油パイプライン輸送－主要輸送ルート； 

② 海上輸送－アクタウ港から国営会社「カズモルトランスフロート」によりバクー港（ア

ゼルバイジャン）およびマハチカラ港（ロシア）に向け輸送； 

③ 鉄道輸送－主として東欧および黒海沿岸向けに輸送。 

 このように、カザフスタンからの石油輸出の多くは石油パイプラインによって行なわれてい

る。鉄道による石油輸送量は現在、800万ｔ／年にのぼるとは言え、どちらかと言えば補助的

な役割を果たしているに過ぎない。 

 2014年10月、カザフスタン国家経済省は、カザフスタンはロシアに対するさらなる制裁に

備え、ロシア方面への石油輸出の代替案を検討していると発表した。同省のデータによれば、

アクタウ港およびカスピ海を経由してアゼルバイジャンに輸送する案が検討されている。同じ

くカザフスタンでは中国およびイラン経由で石油を輸出する案も検討されている。 

 現時点でカザフスタン産原油の総輸出量の約30％がロシアのパイプラインおよび港湾イン

フラによって輸送されている事実が示すとおり、カザフスタンは石油の輸出ルートについては

大いにロシアに依存している。たとえば、カザフスタンはロシアのパイプライン独占企業トラ

ンスネフチが保有する「アティラウ～サマラ」パイプラインを使って石油を輸出しているほか、

約630万ｔ／年の原油をテンギスからロシア黒海沿岸のタマニ港に鉄道で輸送している。将来

的にアティラウ～サマラ・パイプラインを拡大するプロジェクトも検討されている。また、テ

ンギスからのカザフスタン産石油はCPC経由でも輸出されている。ロシア側黒海沿岸のノヴ

ォロシースク港を経由するルートは国際パイプラインの地位を付与されているが、ロシア産石

油の輸送にも使われているということで制裁の対象となれば、問題が起きるであろう。 

 ロシアのロスネフチ、ガスプロム・ネフチおよびルクオイルもカザフスタン産石油を販売し

ようとしている。ロシアおよびカザフスタンは2014年５月29日、2010年に結ばれた政府間協

定『石油および石油製品供給分野における貿易経済協力について』への追加議定書に調印した。

同議定書によれば、双方は、2012～2013年にロシアの石油製品を供給した際の関税差損の補

填のために216万ｔ／年（18万ｔ／月）のカザフスタン産石油を見返り供給することで合意し、
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同協定は2019年１月１日まで延長された。しかし、同議定書にはロシアのどの会社が納入に

関与するのかは記載されていなかった。結局、上記の量の石油は東シベリア～太平洋パイプラ

インシステムの枠を含め、ロスネフチ、ガスプロム・ネフチおよびルクオイルがスワップ取引

用として入手することとなった。これらの会社は、かつてカザフスタンのパヴロダル製油所に

原料を納入したことがあったために選定されたものである。ルクオイルはカザフスタン産石油

６万ｔ／月をベラルーシに供給する意図があると見られている。 

 カザフスタン共和国の石油・ガス省（当時）が2014年春にカザフスタン産石油の代替輸出

ルートとして、バトゥミ港経由、中国石油パイプライン、イラン経由（ただし、イランに対す

る制裁が解除された場合）の３ルートを挙げていたことは興味深い。輸出については、カザフ

スタンには、アクタウを経由してイランのネカ港に至る使い慣れたルートが存在する。また、

2014年９月のカザフスタンにおける二国間協議においてイランのハサン・ロウハニ大統領は、

カザフスタンとイランが、カザフスタン産石油をイラン北方地域に輸送し、同量のイラン産石

油をカザフスタン産石油としてペルシャ湾を経由して輸出するという石油スワップ取引を再開

する可能性があると発表した。イランはカザフスタン以外に、イランとの石油取引を再開する

用意があると表明したトルクメニスタンとも同様の協議を行なった。スワップ取引においてイ

ランが優先事項として掲げているのは、イラン南部で生産された石油製品を北部に輸送する経

費を節約することであり、その輸送に使用される輸送手段を空けることであった。スワップ取

引の枠内で、隣国で生産された原油をイラン北部に供給し、同量の石油をイラン南部の港から

外国消費者に輸出するのはまさにそのためである。こうすればイラン北部地域の石油製品需要

を隣国の石油でよりシンプルに満たすことができる。カザフスタンも、自国の石油をカザフス

タン～トルクメニスタン～イラン間の鉄道でペルシャ湾に輸送する可能性を否定していない。

いずれにしても、この解決法は石油およびガスの輸送における多角化政策の一環として実施さ

れるものである。輸送割当量に制約のあるロシア領を通過する２つの石油パイプライン経由で

資源の大半を輸出することは、カザフスタンにとって望ましいとは言えないからだ。 

 バトゥミについては、政府の計画実現にはひとつ課題がある。いわゆるコーカサス回廊を通

って世界市場に流れるカザフスタン産石油の70％以上を「Batumi Industrial Holdings Ltd.」

の傘下にある黒海沿岸のバトゥミ港を経由させるというものである。この会社はカズトランス

オイルの100％子会社である。同社の傘下には「バトゥミ石油ターミナル」もあり、22種類の

石油および石油製品の積み替えを行なうことができ、それが他の黒海沿岸ターミナルに対する
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競争優位性となっている。その他、現在、バトゥミ石油ターミナルはカシャガン鉱床からの石

油を輸出する案件を真剣に検討している。バトゥミ石油ターミナルの面積は約85haあり、そ

こには５基の石油貯蔵施設、注油設備、同時に194両のタンク車への積み替えを行うことがで

きる６基の鉄道用注入施設が配備されている。この構内には、アゼルバイジャン、カザフスタ

ンおよびトルクメニスタンからの液化ガスの保管、積み替え、輸出用のターミナルもある。 

 コーカサス回廊を通る残りの30％のカザフスタン産石油は「アゼルバイジャン国営石油会

社」（SOCAR）が保有するジョージア黒海沿岸のクレヴィ港から輸出することができる。コ

ーカサス回廊を経由するカザフスタン産石油の輸出ルートはカザフスタン西部を起点とする。

そこで生産された石油はアクタウ港でタンカーに積まれて海路バクー港に運ばれ、タンク車に

積み替えられてアゼルバイジャン～ジョージア鉄道で黒海沿岸のクレヴィ港かバトゥミ港に輸

送され、そこから国際市場に送られている。しかし、SOCARはアゼルバイジャン領を通過す

るカザフスタン産石油をバトゥミではなく、ジョージアのクレヴィ港から搬出したいと考えて

いる。一方、カザフスタンはバトゥミ石油ターミナルを使用することを望んでいる。コーカサ

ス回廊を通って輸送されるカザフスタン産石油の経由港は、かつてはクレヴィ港とバトゥミ港

で50％ずつの比率で二分されていた。しかし、現在はバトゥミ港経由70％、クレヴィ港経由

30％というカザフスタンに都合のよい比率となっている。 

 バクー～トビリシ～ジェイハン・パイプライン（BTC）経由によるカザフスタン産石油の

輸出量の増加について言えば、2014年、カザフスタンは自国産石油約400万ｔをアゼルバイジ

ャン経由で輸送した。アゼルバイジャンは自国産石油だけではBTCパイプラインを十分に活

用できないため、石油パイプラインの採算性は低い。テンギスからBTCで石油を輸送する際

の料金について、アゼルバイジャンとカザフスタンは2012年のほぼ１年をかけて協議したが

合意に至らなかった。バクー側が石油1bbl当たり４ドルであった旧来の料金を5.5ドルに引き

上げることを提案したためである。しかしその後、2013年に双方の交渉は妥結した。アゼル

バイジャン政権はBTCの活用を望んだのである。カザフスタン側は輸送量の500万ｔ／年への

増加を検討、アゼルバイジャン側も、カシャガンでの石油の商業生産開始により、カシャガン

産原油の一部がBTCを経由することに期待をかけている。この点についてはアゼルバイジャ

ンのナチグ・アリエフ・エネルギー相も期待を表明している。しかしBTCには5,000万ｔ／年

以上の輸送能力があり、現在想定されるカザフスタンからの原油供給量ではその60％を満た

すにすぎない。アゼルバイジャンはテンギス、カシャガン双方からの石油輸送増強にBTCパ
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イプラインを提供する用意があるのだ。バクー側としてはカシャガン産石油がアタス～アラシ

ャンコウ経由で中国に、また、CPCおよびアティラウ～サマラ･パイプラインによりロシア経

由で輸送されることを懸念している。 

 さらに、「バクー～ノヴォロシースク」パイプラインを巡るロシアのトランスネフチとアゼ

ルバイジャン国営石油会社（SOCAR）との間の対立が、カザフスタン産石油をめぐるロシア

とアゼルバイジャンとの競争を激化させるかもしれない。2009年まではアゼルバイジャンは

バクー～ノヴォロシースク・パイプラインを使って500万ｔ／年の石油を輸送してきたが、

2009年以降、輸送量は激減した。2010年、2011年に半減し、2012年も減少傾向は続き、2013

年の石油輸送量はついに180万ｔという最低記録となった。トランスネフチはアゼルバイジャ

ン側に石油輸送料の値上げを提案したが、当然、アゼルバイジャンには不利であるため、同国

はBTCに重点を移すことに決めた。 

しかし、石油パイプラインの採算をとるためにはトランスネフチは最低でも500万ｔ／年の

石油を輸送しなければならない。ロシアとカザフスタンとの間にはこのパイプラインによる石

油輸送量を400万ｔ／年まで増加させるとの合意があるものの、カザフスタンが輸送している

石油の量は250万～300万ｔ／年にとどまっている。しかし、カザフスタンはロシア領内の輸

送料金として３ドル／ｔ･kmを支払っており、トランスネフチの高い輸送料金には不満である。

この輸送料金はベラルーシ、スロバキア、チェコ、ウクライナ経由の輸送料金の２倍であり、

BTCパイプラインによる輸送料金よりも高い。このように、カシャガン産石油の商業生産が

始まれば、バクー～ノヴォロシースク・パイプラインとBTCとの間でカザフスタン産石油の

輸出を巡る競争が生じるであろう。トランスネフチが料金政策を変えなければ、カザフスタン

にとってより魅力的なのはBTCだということになるだろう。 

 他方、石油全量をBTCあるいは、たとえば、アタス～アラシャンコウ・パイプラインに切

り替えることはカザフスタンにとっては現実的ではない。現状、アタス～アラシャンコウ・パ

イプラインでは1,200万～1,400万ｔ／年が輸送可能であるが、設計能力である2,000万ｔ／年

には未だ達していない。カシャガンが稼動開始とともに5,000万ｔ／年（第１段階では2,300万

ｔ／年）以上の石油生産を計画していることを考慮すれば、中国ルートの輸送能力不足は歴然

としている。 

 かくして目下のところカザフスタンが自国産の石油を大量に輸出できるのは、唯一それに足

る輸送能力を擁しているロシアのパイプラインによって、ということになるだろう。カザフス
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タン産石油を外国市場に輸送する代替案のどれ一つとして、ロシア経由の輸送量をカバーでき

るものはないのである。カザフスタン産石油の輸送量においてアティラウ～サマラ・パイプラ

インおよびCPCはそれぞれ第１位と第２位を占めている。これらの輸送ルートは何年もかけ

て整備されてきたものであり、カザフスタンはCPCの近代化に積極的に取り組んでいる。 

 カザフスタンの石油輸送についてはエキゾチックな構想も浮上している。カザフスタンにお

ける石油・ガス部門において自らの立場を強化したいインドが、中国に張り合うように

1,500kmにも及ぶ新規パイプライン建設プロジェクトを検討するよう提案したのである。イン

ド側の説明によれば、同パイプラインはカザフスタン南部のシムケント市を起点として、ウズ

ベキスタンを経由、アフガニスタンへと向かう。その後、トルクメニスタン～アフガニスタン

～パキスタン～インド（TAPI）と同じルートでインドに至る。デリー側の考えでは、中央ア

ジアからのパイプラインの多くが東西の軸に沿って敷設されているが、ここで提案されている

パイプラインはTAPIと同じく、南北の軸に沿って敷設されるもので、中央アジアからの炭化

水素を南アジアに輸送する新しいルートを提供するものとなる。しかし、カザフスタンは自国

産の石油を輸送するにはより優先的かつ安全なルートがあるとして、このプロジェクトに対し

ては懐疑的な態度をとっている。 

 カザフスタンのガス輸出のための代替ルートについて言えば、ロシアのガスプロムにはカザ

フスタン産ガスを輸入して、トルコに輸出する計画があった。トルコに対して供給義務を負っ

ているガスプロムとしては、カザフスタン産ガスの購入は、安い中央アジアのガスによる自国

産ガスの節約につながるからである。トルコ・ロシア合弁会社「Bosphorus Gas」（ロシアの

ガスプロム、トルコの「Botas」の傘下にある）はカザフスタンからトルコに西ルートでガス

を輸入しようと計画した。同社は10年間にわたり毎年７億5,000万m3のガスを購入するものと

見られている。この場合、カザフスタンからのガス輸入量はトルコでのガス総消費量の1.8％

となる。カザフスタンもかねてよりトルコへのガス輸出に関心を示しており、たとえば2004

年のカザフスタンのガス産業発展プログラムには、トルコはカザフスタンにとってガス輸出の

面でも、第三国向けのガスの通過輸送（トランジット）の面でも魅力的であると明記されてい

る。 

また、カザフスタンとモンゴルの間でもロシア産ガスの輸送をめぐって競争が生じる可能

性がある。2014年５月に、ロシアと中国は30年間にわたるガス供給契約に調印した。供給量

は380億m3／年で、600億m3／年に増加することも想定される。これを受けてカザフスタンは、
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ロシア産ガスを中国に輸送することで利益が得られるものと期待した。モンゴルも自国領内を

経由して中国に至るトランジット・パイプラインを敷設することをロシアのガスプロムに提案

した。モンゴル側の提案についてはモンゴルのエルベグドルジ大統領が、ロシアのプーチン大

統領とのウランバートルにおける会談後に明らかにした。ロシア産ガスをモンゴル経由で直接

中国に供給することは可能である。モンゴルの強みは、中国までガスパイプラインを効率的に

敷設できるという有利な地理的立地にある。その他、モンゴルが草原国であることもガス・イ

ンフラを敷設するための良好な条件となっている。 

ただし、カザフスタンにも同様の地理的優位性がある。しかも、モンゴルとは異なり、カ

ザフスタンには既に自国の南部地域を経由してこのプロジェクトを実現するための既存の物質

的・技術的基盤がある。2014年８月、カザフスタンのカラバリン・エネルギー省第一次官は、

カザフスタンとロシアはカザフスタン領を経由して中国に至るガスパイプライン建設の可能性

を検討していると発表した。ガスパイプラインはアスタナを経由してホルゴス地域に出るか、

もしくは阿拉山口（アラシャンコウ）に出て中国に至るルートで敷設する案が浮上している。

カラバリン第一次官は「現在、我々は本件についてさらに詳細に検討するためにワーキンググ

ループを準備中である」と語った。第一次官によれば、現時点ではまだ建設のための正確な設

計試算や工期はできておらず、プロジェクトそのものの是非についての議論を行なっていると

のことである。「今はアイデアの段階で、もちろん、我々は良いアイデアだと思っている。ロ

シア側もこのアイデアに興味を示している。これは良い兆候だ。今後はこのプロジェクトの経

済面と、こういう形でパイプラインをつなげたいというロシア側、中国側の意欲が焦点となる」

と第一次官は締めくくっている。 

この計画によって、カザフスタンがロシアのトランジット・パイプラインの一部を自国に

引き寄せるチャンスは極めて高い。2014年11月からガスプロムがブハラ～ウラル・パイプラ

イン、さらにボゾイ～シムケント・パイプラインを使って中国にガスを供給するパイロット・

プロジェクトを実施していることを考えればなおさらである。プロジェクトの骨子は以下のと

おりである。ガスプロムはドムバロフカ・ガス配送ステーション（ロシア・カザフスタン国境）

からガスをブハラ～ウラル・パイプラインに送り込み、ブハラ～ウラル・パイプラインは逆流

モードでボゾイ・ガス配送ステーションに輸送する。その後、ガスは既設のボゾイ～シムケン

ト・パイプラインを通ってタシケント～中国パイプラインに送られる。 

ガスプロムが自社ガスのカザフスタン経由によるトランジット輸送開始を決定した背景に

は、建設中の「シーラ・シビーリ」（シベリアの力）ガスパイプラインが稼動するのが2017
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年になること、アルタイ・ガスパイプラインについて、すべての当事者から合意が取り付けら

れているにもかかわらず、その建設期間が現在のところ未定である、等の事情がある。供給量

の見通しは、将来的には200億m3／年にのぼるものと見られるが、供給能力はもう一つの要因

によって制約されている。ボゾイからシムケントまでの1,100kmの全区間にコンプレッサース

テーションが１カ所もなく、ガスは重力でパイプ内を流れているだけなのである。 

このプロジェクトの重要性は、ガス需要が急増しているカザフスタン南部に対するガス供

給を安定化させることにある。ガス需要は最近の５年間で30億m3／年から10億m3増えて40億

m3／年になった。上述したように、カザフスタン南部はウズベク産ガスに極度に依存してい

るが、ウズベク産ガスの供給が安定しているとは以前も今も言い難い。通常、冬になるとウズ

ベキスタンはガスの供給を制限するため、不足分はトルクメニスタン～中国ガスパイプライン

から借用せざるを得なかった。もう既にウズベキスタンはカザフスタン経由のガストランジッ

ト輸送量を極度に削減している。以前のトランジット輸送量が100億m3／年だったのに対して、

2014年には40億m3／年強にまで削減された。ウズベキスタンのガス生産量の低下がその理由

であった。また、ウズベキスタンは自国のガス田からトルクメニスタン～中国ガスパイプライ

ンに至る輸送能力100億m3／年の３本目のラインを敷設した。現在、このラインは試験運転中

であるが、これが稼動すれば、ガスをどこから調達すべきかという問題が生じる。現時点で唯

一の案はロシアおよびカザフスタン南部への供給を減らすことである。 

こうした状況において、もしロシアからガスが供給されれば、域内供給の安定につながる。

ウズベク・ファクターの影響力をゼロにすることができれば、ガスプロムは理論的には中国に

150億m3／年、カザフスタン南部に50億m3／年のガスを供給することができるようになる。 

 一方、沿カスピ・ガスパイプライン・プロジェクトを巡る状況は不透明である。2007年12

月20日、モスクワで沿カスピ・ガスパイプライン建設における協力に関する協定がカザフス

タン、ロシア、トルクメニスタンの間で調印され、2009年５月14日付カザフスタン共和国の

法律により批准された。このガスパイプラインは、カザフスタン産ガス100億m3、トルクメニ

スタン産ガス100億m3を含め、200億m3のガスを毎年外国市場に輸出するために使用される。

しかし、ロシアとトルクメニスタンとの意見が対立したため、プロジェクトの実施は事実上、

無期延期となっている。 
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３-３）  カザフ産石油輸出のルート・輸送手段の現状、および石油市場選択の展望 

 現在、カザフスタン産石油の輸出には４つの主要なルートがある。そのうちのいくつかは稼

働中だが、その他は延期された状態にある。第１のルートはアティラウ～サマラ・パイプライ

ンによりロシアを経由して東欧市場に向かう輸送量1,550万ｔ／年レベルのものであるが、こ

れについては輸出量を拡大する計画はない。第２はカスピ・パイプラインコンソーシアム

（CPC）経由、黒海に出るルートである。第３のルートはアティラウ～ケンキヤク、クムコ

リ～アタス～アラシャンコウ・パイプラインによる中国向けのものである。第４のルートはア

クタウ港を経由してマハチカラ、バクー、ネカに向かい、その後、バクー～トビリシ～ジェイ

ハン・パイプライン（BTC）で地中海、または、イランとのスワップ取引によりペルシャ湾

に至る。 

RDKMG社は主にウゼニ～アティラウ～サマラ・パイプライン（UAS）およびCPCを使っ

て自社の石油を輸出している。2013年にはUASにより１bbl当たりの平均価格106.7ドルで

2,936万bblが販売された。同じ年、CPC経由では１bbl当たりの平均価格109.57ドルで1,414万

bblが販売された。 

カザフスタン共和国エネルギー省は株式会社「国営会社カズムナイガス」と協力して、競

争力向上、既存輸送能力の信頼性向上、新輸送・石油積替施設建設に向けた幹線石油パイプラ

インシステム増強、および他国領土での石油トランジットのための契約基盤形成のための作業

を大々的に実施している。 

 カザフスタン国内では石油供給用として総延長距離8,349.93kmに及ぶ石油パイプライン幹

線網が稼働している。独立後に、CPC、ケンキヤク～アティラウ・パイプライン、アタス～

アラシャンコウ・パイプライン、ケンキヤク～クムコリ・パイプラインなど約6,000kmのパイ

プラインが新設された。 

 カザフスタンはロシアに対するカラチャガナク・ガス鉱床産のガス輸出を拡大しようとして

いる。原料はロシアに送られ、オレンブルグの合弁企業で精製される。ロシアのガスプロムと

カザフスタンのカズムナイガスは2007年にオレンブルグ工場を基盤とした合弁企業設立に関

する協定に調印しており、生産されたガスの輸送および精製は両社の協力分野の一つである。 

 カズムナイガスのムィンバエフ会長は、2020年以降、カザフスタンの石油生産量が増加す

ることから、輸出に対応する能力に不足が生じるもしれないと語っている。しかし、カザフス

タンは様々な分野で輸出への対応能力を増強しようとしており、不足はそれほど長く続くこと
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はないだろう。増強が行われる可能性が高いのは、中国、またはカスピ海横断ルート、鉄道輸

送である。ムィンバエフ会長の見解によれば、カザフスタンは欧州連合（EU）および中国と

いった主要な石油消費市場の中心に位置しており、アフガニスタンやウズベキスタン市場につ

いては言うまでもなく、黒海経由や、BTCによって他の市場に石油を供給することも可能で

ある。同氏は、それでもやはり、量的観点からカザフスタンにとって主な市場となるのはEU

あるいは中国であると考えている。 

 カザフスタン産石油のヨーロッパにおける大口購入国の一つがイタリアで、総輸出量の約

30％が同国向けである。イタリア、オランダ、フランス、スイス、オーストリア、ルーマニ

アといった国々がカザフスタン産石油のヨーロッパの大口購入国ということになる。 

 

第４表 2013年のカザフスタンの相手国別石油輸出 

No. 輸出相手国 輸出量 （ｔ） 割合 （％） 金額 （1,000$） 価格 （$／ｔ） 

１ イタリア 18,183,502 27 14,916,765 820 

２ 中国 11,167,961 16 8,690,390 778 

３ オランダ 9,100,386 13 7,509,906 825 

４ フランス 5,943,611 9 5,009,332 843 

５ オーストリア 4,700,374 7 3,571,994 760 

６ スイス 3,988,283 6 3,134,125 786 

７ ルーマニア 2,823,244 4 2,208,913 782 

８ カナダ 2,763,105 4 2,422,580 877 

９ スペイン 2,175,411 3 1,752,894 806 

10 トルコ 1,353,165 2 1,129,439 835 

11 ポルトガル 1,137,807 2 933,428 820 

12 イスラエル 957,561 1 798,934 834 

13 ギリシャ 790,940 1 665,609 842 

14 英国 676,591 1 548,841 811 

15 クロアチア 422,003 1 350,270 830 

16 その他の諸国 1,910,605 3 1,548,281  

総計 68,094,551 100 55,191,702 811 

出典：customs.kz 
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 中国向けでは、将来的には「CPCブレンド」タイプの石油をカシャガン～カラチャガナク

～テンギス・ルートで東方に中国に向けて送ることも可能である。少なくとも、カシャガン開

発の関係者は既にアラシャンコウを経由して中国に至るルートを検討している。情報によれば、

Royal Dutch Shell、Eniの西側２社がカシャガン産石油をアラシャンコウ経由で四川の製油所

に送り、中国市場に供給する案を検討していたと言われる。現在、このルートでは西カザフス

タンからアタスを経由して中国に至る既存パイプラインの輸送能力を増強する作業が行なわれ

ている。カラバリン・エネルギー省第一次官が語ったように、「もし中国側がノヴォロシース

クルートと同程度の金額を提示するなら、コンソーシアムのメンバーは石油の一部を喜んで中

国に売りたがるだろう」。同氏は、協定に基づいてカシャガン産石油を売却する場合には、コ

ンソーシアムの各メンバーは自らの選択により石油を売る権利があることを改めて表明した。

「ルートの選択、どこに、いくらで売るかということはカシャガン開発に参加しているコンソ

ーシアムのメンバー自身が決めることだ」と第一次官は語っている。「中国は有望な方面の一

つだ。現在、CPCの能力は、ノヴォロシースクに石油を輸送したいと考える全ての関係者を

満足させるにはまだ不十分である。その一方で、中国向けは、その大市場に輸送する能力を着

実に増強しつつあるからだ」。2014年５月、ナザルバエフ大統領は中国のインターネット・

ユーザーとオンライン討論を行なった際、カザフスタンはカシャガンからの中国向け石油供給

量を4,000万ｔ／年まで伸ばすことができるだろうと公言した。 

 中国がカシャガン・プロジェクトに参加したのは、中国向けパイプラインの稼働率が低下す

るリスクを懸念したためである。一方、カザフスタン側も輸出ルート多様化の必要に迫られて

おり、カシャガン・プロジェクトへの中国の参入を避けるなら、中国向けパイプラインではロ

シアの石油のみを輸送する羽目になる可能性があった。現在では、同パイプラインによりカザ

フスタン産、ロシア産両方の石油が輸送されている。 

 2015年２月９日、ムィンバエフ・カズムナイガス会長は、カザフスタンは中国向けの石油

供給量を削減することはないと述べた。現在のカザフスタン産石油の中国向け輸出量は500万

ｔ／年である。さらに、カザフスタンは700万ｔ／年のロシア産石油をトランジット輸送して

おり、つまり中国側には1,200万ｔ／年の石油が輸送されていることになる。ロシア産石油の

供給量は2018年までに3,000万ｔ／年に達するものと予測されている。 

中国はロシア産石油をカザフスタン経由で輸入することに関心を示している。これは当該パ

イプラインが、中国企業がカザフスタンで開発ライセンスを取得している鉱床を起点としてい

ることと関連している。しかし、これらの鉱床の石油の品質は劣悪であるため、中国国内の製
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油所の関心は薄い。製油所はより品質の高い石油を望んでおり、品質を向上させる方法の一つ

はカザフスタン産石油と西シベリア産石油を混合することである。しかし、現時点ではカザフ

スタンは石油をスワップ供給する権利を取得しただけで、その結果、ロシア産の石油がパヴロ

ダル製油所に送られ、それと同量のカザフスタン産石油をロシアの輸出業者がアラシャンコウ

で受け取っている。 

一方、カズムナイガス（KMG）はかねてより自社の国外資産を用い、ルーマニアを手始め

にヨーロッパ市場への進出を試みてきた。2007年、カズムナイガスは「Rompetrol Group」の

株式の75％を取得した。この取引によってKMGは２つの製油所を獲得し、大手石油製品販売

網に参入することができた。 

2008年秋、Rompetrolおよびカズムナイガスは黒海のミディア港に海洋原油ターミナルを開

設した。石油積降用フロート式海洋ターミナルはペトロミディア製油所付近の黒海海岸線から

8.7kmに位置する。このターミナルは最大積載量16万ｔの原油タンカーの受入が可能である。

最大設計輸送量は原油1,400万ｔ／年である。計画ではルーマニアのコンスタンツァ港経由の

ルートとの比較においてタンカーから製油所までパイプラインを33km短縮することができ、

１ｔ当たりの経費を４～５ドル削減できる。 

2009年６月、カズムナイガスは以前「Rompetrol Holding S.A.」が保有していたRompetrol 

Group N.V.の株式の25％を取得し、その結果、KMGは同社の100％株主となった。現在、

Rompetrol Group N.V.は製油業におけるKMGの最大の国外資産である。最近、Rompetrol 

Group N.V.は「KazMunayGas International N.V.」と改称した。同社の傘下には３つの工場

（「Petromidia」、「Vega」および「Rompetrol Petrochemicals」）とヨーロッパ諸国（ルー

マニア、フランス、スペイン、モルドヴァ、ウクライナ、ブルガリア、ジョージア）に1,042

のガソリンスタンドがある。このホールディング会社はルーマニアの石油製品小売市場の４分

の１、フランス市場の3.5％、スパイン市場の1.5％を占めている。同社はサービスおよびトレ

ーディング分野では現在、スペインからアゼルバイジャンまでの13カ国で事業展開しており、

アフリカ北部、中南米、中近東にプロジェクトを擁している。 

 その他、2013年にRompetrol Group N.V.は「ゼグジャニ」鉱区（ルーマニア）で試掘井の掘

削を行った。2012年７月、同社は2005年のコンセッション協定に基づいて「フォクシャニ」

鉱区で掘削作業を開始した。また、同社はコンセッション区画「サトゥ・マレ」ではカナダの
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「ウィンスター・リソーセズ」と、「グレシュー」、「ネレジュー」両鉱区ではアメリカの

「アムロムコ・エナジー」と共同で探鉱を行なっている。 

 KMGはウクライナおよびトルコへの進出を計画しており、そのため、これらの国々でガソ

リンスタンド・ネットワーク、原油輸入ターミナルや配送拠点などの買収を検討している。 

 カザフスタン企業はカスピ海地域でトルクメニスタン産の石油の国際市場へのトランジット

輸送にも携わっている。たとえば、2015年１月、国営会社「カズモルトランスフロート」の

タンカーがトルクメニスタンの港からオイルカーゴの輸送を開始した。これはカザフスタン石

油の輸送がパイプライン輸送にシフトしつつあるのに伴い、カズモルトランスフロートがアク

タウからの石油輸送を徐々に減らしていることとも関連している。カザフスタンのタンカーが

トルクメン石油をアラジャ港からマハチカラ港（ロシア）やバクー（アゼルバイジャン）に輸

送を開始したのもそのためである。 

 

 

 

補論：カザフスタンにおける中国石油会社の戦略 

 ВРの予測によれば、2035年に中国は世界最大の石油消費国となる。現在の1日当たりの消

費量700万bblが同年には1,800万bblに達するという。それは石油・ガス分野におけるカザフス

タンと中国の協力関係が拡大することを意味する。公式データによれば、現在、既にカザフス

タン産石油の約25％を中国企業が生産している。 

 しかし、カザフスタンにおける中国石油会社の事業については、他の諸国に対する中国の石

油・ガス戦略と関連づけて考慮する必要がある。中国の大手石油生産会社は主に国営企業（も

しくは中華人民共和国政府が支配株式数を保有する会社）であり、こうした企業は主体的なプ

レーヤーと言うよりは、国策の道具とみなすべきだからである。自前のエネルギー資源が不足

していることが、そして外国からエネルギー資源を輸入することに関わる様々なリスクが中国

のエネルギー政策の根幹を成している。「資源飢餓」の脅威こそ北京が1999年に「海外進出」

政策を宣言した理由の一つであった。ここで中華人民共和国国務院が採択した中長期的展望に

おけるエネルギー発展計画（2004～2020年）に注目する必要がある。 

 その戦略の重要事項は以下のとおりである： 

 －国内外における新しい油田の探索 
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 まさにこのために、中国はエネルギー資源確保の多角化政策を積極的に推進している。カザ

フスタンを含めた外国での中国企業（CNPC、CNOOC、Sinopec）の事業拡大が顕著である。 

 －予測不能な国際石油市場の動向を踏まえた戦略的石油備蓄の増強 

 この目的で2006年に中国は東部の浙江省に最初の戦略的備蓄用貯蔵施設を建設した。2007

～2008年にさらに３基の貯蔵施設が稼動を開始した。 

 －陸上および海上石油輸送の安全性の確保 

 具体的には、中国はイランと西側連合国との戦争の脅威を深刻に憂慮している。なぜならテ

ヘランがアラビア産石油・ガスを第三国に輸出する重要な海路であるホルムズ海峡を封鎖する

と恫喝しているからである。このホルムズ海峡を通る石油の35％が中国に運ばれてくる。中

国は中央アジアの石油・ガス部門にもますます積極的に関与せざるを得ない。それと平行して、

石油採掘および中国方面への輸送の安全性の確保にも力を入れている。この点については、カ

ザフスタンはトランジット輸送国ではなく、石油・ガスを直接供給する国として、好都合なパ

ートナーと見なされている。 

 このように、中国企業の主要な目的は諸外国の新旧の産地（石油・ガスのみならず）を取得

するか、あるいは持分（シェア）を保有することによって、中国がこれらの産地に常時アクセ

スする可能性を拡大することにある。カザフスタンにおける中国企業の戦略はアフリカ、中南

米あるいはオーストラリアにおける戦略と何ら違わないことを強調しておく必要があるだろう。

しかも、中国の石油会社には自国の財源をほぼ無制限に利用できるという競争優位性がある。

何故かといえば、中国指導部も、外国資産の購入によって主にドルで蓄積された外貨準備高

（２兆ドル以上）を減らそうとしているからである。中国企業がカザフスタンで石油会社を買

収する場合、その企業はその買収に対して国から実質的に無制限・無利子の融資を受けること

ができるのだ。このため中国人は、多額の資金を投じ、様々な石油プロジェクトの買収や持分

の獲得を成功裏に首尾よく進めることができる。カシャガンはその好例である。便宜享受のた

めの賄賂の費用までもが織り込み済みで、それはカザフスタンの実際の埋蔵量や鉱床に関する

情報を非合法的に買い取ることも辞さないということでもある。中国はカザフスタンの石油・

ガス部門に対しても、その他の経済部門に対しても長期的に資金供与することができる。 

 ユーラシア開発銀行統合研究センターのデータによれば、ユーラシア経済共同体に対する中

国の投資総額の90％あるいは225億7,000万ドルはカザフフスタン向けである。中国企業の主

要な投資プロジェクトは燃料産業、とりわけ、石油および天然ガスの生産に関係するものであ

る。2014年初頭時点で集まった投資総額246億ドルのうち、173億ドル以上が石油およびガス
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の生産に投資され、62億ドルが石油幹線パイプラインの建設に投資された。この内、20億ド

ルが西カザフスタン～南カザフスタン・ガスパイプライン建設プロジェクトに、50億ドルが

アティラウ、パヴロダル、シムケント製油所の近代化、その他のプロジェクトに割り当てられ

た。つまり、低金利・優遇償還期間で、あるいは大規模産地の持分との交換による償却という

条件で、巨額の融資を提供するという中国の政策により、石油生産会社は大きな恩恵を受けて

いるのである。 

このようにカザフスタンにおける中国の石油会社の戦略は、世界の全ての重要な石油生産地

域における自国の地歩を強化することに向けた中国の国家的な戦略と全面的に一致している。

主なポイントを、以下のように整理することが出来る。 

 ①生産ピークが過ぎた古い産地への関与を薄めるとともに、カザフスタンの新しい石油・ガ

ス鉱床へのアクセスを拡大する。それには大陸棚プロジェクトへの参入も含まれる。 

 たとえば、中国企業「CNPC・アクトベムナイガス」は早くもケンキヤクおよびジャナジョ

ル鉱床の開発ライセンスを更新しない可能性を表明した。その理由の一つはこれらの鉱床の埋

蔵量が、ライセンスが失効する2022年までには枯渇するからである。同時に、CNPC・アク

トベムナイガスは2002年にカスピ海沿岸低地の中央ブロックにおける炭化水素資源の探査契

約にサインした。2011年８月、CNPC・アクトベムナイガスは追加協定書に署名し、これに

より中央ブロックの残り部分の探査期間が2014年６月まで延長されることになった。2012年

５月、同社は中央ブロックの契約区域に含まれる「北トルワ」鉱床の鉱物資源採掘に関わる

2037年までの契約に署名した。 

 ②カザフスタンから中国への石油・ガスパイプラインを十分に活用するため、石油およびガ

スを増産する。 

 ③中国製石油・ガス設備の輸出、サービスの提供、掘削作業の実施を目指し、カザフスタン

市場に進出する。 

 中国企業はカザフスタンの石油産業における掘削サービス市場を積極的に獲得しつつある。

その他にも、石油パイプラインおよびガスパイプライン建設工事に関するいくつかの競争入札

にも勝利している。 

 公式データでは中国企業のカザフスタンの石油・ガス市場におけるシェアは25％であるが、

ある専門家の見解では、もしRDKMGがカズムナイガスから「カザフオイル・アクトベ」、
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「カザフトゥルクムナイ」、「Mangistau Investments B.V.」各社のシェアを取得した場合、

中国のシェアは大幅に増加するという。ただし、公式データによれば「China Investment 

Corporation」が保有するRDKMGの株式は11％未満しかない。しかし、自由に流通している

株式を保有するRDKMGの少数株主たちの株式を合算すると31％になり、こうした少数株主

たちの背後にChina Investment Corporationと連携する中国の株主がいないとも限らない。 

  

 

第５表 カザフスタン共和国で事業を行なっている中国資本の石油会社リスト 

No. 会社 シェア（％） 

１ 公開型株式会社「CNPC－アクトベムナイガス」 94.47 

２ 公開型株式会社「マンギスタウムナイガス」 50 

３ 公開型株式会社「ペトロカザフスタン・クムコリ・レソルシズ」 67 

４ 有限責任会社合弁企業「カズゲルムナイ」 50 

５ 株式会社「トゥルガイ・ペトロリアム」 50 

６ ブザチ・オペレーティングLtd.（ブザチ・セーヴェルノエ） 75 

７ 公開型株式会社「カラジャンバスムナイ」 50 

８ 有限責任会社合弁企業「クアトアムロンムナイ」 100 

９ 株式会社「CNPC－アイダンムナイ」 100 

10 有限責任会社「サザンクラク」 100 

11 有限責任会社「ポテンシャル・オイル」 100 

12 有限責任会社「プリカスピアン・ペトロリアム・カンパニー」 100 

13 有限責任会社「サギス・ペトロリアム・カンパニー」 100 

14 有限責任会社「エムバヴェジオイル」 100 

15 有限責任会社「アダイ・ペトロリアム・カンパニー」 50 

16 株式会社 RDカズムナイガス 11 

17 有限責任会社「カザフオイル・アクトベ」 25 

18 有限責任会社「カラクドゥクムナイ」 50 

19 有限責任会社合弁企業「アルマン」 25 

20 有限責任会社「ジャムバイ」 12.5 

21 株式会社「KMKムナイ」 87.96 

22 有限責任会社「エミル・オイル」 100 

23 NCOC「カシャガン」 8.33 

24 有限責任会社「ウラルス・オイル・イ・ガス」 22.5 

25 有限責任会社「タルバガタイ・ムナイ」 49 

出展； Risks Assessment Group作成。 
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 中国人はカザフスタンの大手石油生産会社の一つである「マンギスタウムナイガス」にもシ

ェアを保有している。同社は 36カ所の油田およびガス田を保有しており、そのうち 15カ所

が開発中である。1996年、同社は 25年間にわたり炭化水素資源を採掘するライセンスをカザ

フスタン政府から取得した。 

2014年１月、カザフスタン政府はカザフスタンの石油採掘会社「マテン・ペトロリアム」

の株式の95％を中国の「Hainan Zhenghe Industrial Group Co Ltd」に売却する件を承認した。

マテン・ペトロリアムは「オルダバスィ・ムナイガス」をベースに、2010年に登記された。

カザフスタン西部の３カ所の油田を開発しているマテン・ペトロリアムの資産は３億1,700万

ドルで、自社の資本は１億6,600万ドルである。 

また、中国企業はオフショアに登記された会社の買収によってカザフスタン経済におけるシ

ェアを拡大しつつある。通常、自らの活動を公にしたくない中国企業は運営トラストの機密保

持が保証されるオランダを経由してカザフスタン企業に参入する。最近、オランダが石油産業

を含むカザフスタンの最大の投資国（全外国投資の27％、あるいは490億ドル）とされている

のはそのためである。石油・ガス産業に関係するカザフスタン人が設立した多くの有限責任会

社がその後、中国人に買収されたものと推測される。 
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３．カザフスタン経済発展における石油産業の役割 

 

（１）カザフスタン経済における 石油依存の実態  

2003年以来、産業イノベーション発展戦略に取り組んでいるにもかかわらず、カザフスタ

ン経済は未だ原料依存から抜け出せていない。2014年10月、ナザルバエフ大統領は「第11回

カザフスタン・ロシア地域間協力フォーラム」において、カザフスタンは原料の輸出によって

得られた資金で現代的な産業を創出する、と強調した。大統領は原料部門のイノベーションに

よって、特に深度掘削や石炭からの液体燃料生産などに大きな展望が開けると語った。「我々

は深度掘削の成否に左右されるが、深度掘削は何に左右されるのか？ 装置、機械などに左右

される。それゆえ、石油・ガス部門のイノベーションへの期待が大きい。石炭からの液体燃料

生産もそうだ。ロシアにもカザフスタンにも今後数百年分の無尽蔵の石炭があるのだから、こ

の技術を開発しなければならない」と大統領は締めくくった。全体会議に出席した大統領はカ

ザフスタン経済にとっての石油・ガス産業の重要性を強調した。 

 このように政府は依然として、石油・ガス部門を国全体の発展を牽引する機関車と位置づけ

ている。2014年４月、大統領が議長を務める国家投資家会議が開催され、石油・ガス、鉱

業・冶金、農業などの伝統的部門を発展させるべきことが強く主張された。「これらの部門に

こそ我が国の経済の相対的優位性がある。目的はこうした部門を競争力のある生産性の高いも

のにすることにある。主たる課題は、伝統的部門を土台に、我が国の経済を多様化することで

ある」とナザルバエフ大統領は語った。 

『2030年までのカザフスタン共和国の燃料エネルギー産業の発展コンセプト』でも、燃料

エネルギー部門の製品を販売して得られる収入で、カザフスタンのインフラを積極的に発展さ

せ、先端技術を移転させ、経済のイノベーション的発展を促進し、就労可能人口の大部分に雇

用を保障し、社会福祉分野の発展を促進することができると謳われている。 

 公式データによればカザフスタンの国内総生産（GDP）に占める石油・ガス部門の比率は

約25％に達する。しかし、この数字はもっと大きい可能性があるだろう。2014年末、カザフ

スタンは初めて2012年と2013年の「採掘産業の透明性指標」に関する報告を発表した。この

分析には、石油・ガス輸送に対して支払われた料金、投資、社会的出費等も含まれている。こ

の報告でこの２年間で当該の活動によるカザフスタンの収入は約600億ドルにのぼることが明

らかとなった。これまで長きにわたり、カザフスタンが資源の販売でいくら稼いだかは非公開 
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第６表 2013～2014年のカザフスタン共和国納税額上位30企業 
（単位：10億テンゲ） 

No. 地域 企業名 2014 2013 単位(%) 

１ アティラウ州 有限責任会社「テンギスシェヴルオイル」 1476.15 1368.77 7.85 

２ 西カザフスタン州 
カラチャガナク・ペトロリアム・オペレーティングB.V.カザフスタ

ン支社 
377.39 194.60 93.94 

３ マンギスタウ州 株式会社「オゼニムナイガス」 214.35 162.56 31.86 

４ マンギスタウ州 株式会社「マンギスタウムナイガス」 201.20 266.65 -24.54 

５ アクチュビンスク州 株式会社「CNPC－アクトベムナイガス」 194.19 282.22 -31.19 

６ アティラウ州 株式会社「エムバムナイガス」 147.43 150.64 -2.13 

７ クィズィルオルダ州 有限責任会社「合弁企業「カズゲルムナイ」」 128.04 207.58 -38.32 

８ クィズィルオルダ州 株式会社「ペトロ・カザフスタン・クムコリ・レソルシズ」 105.85 144.81 -26.91 

９ 西カザフスタン州 BGカラチャガナク・リミテッド（アクサイ市）」支社 85.05 93.96 -9.49 

10 アスタナ市 有限責任会社「アドゥジプ・カラチャガナクB.V.」支社 79.77 82.09 -2.83 

11 マンギスタウ州 株式会社「カラジャンバスムナイ」 65.18 85.61 -23.87 

12 アスタナ市 有限責任会社「KMGカラチャガナク」 57.66 15.29 3.77  

13 クィズィルオルダ州 株式会社「トゥルガイ－ペトロリアム」 47.06 88.87 -47.04 

14 西カザフスタン州 シェヴロン・インターナショナル・ペトロリアム・カンパニー支社 46.61 56.82 -17.97 

15 アルマトィ州 有限責任会社「フィリップ・モリス・カザフスタン」 44.25 34.04 29.99 

16 マンギスタウ州 有限責任会社「カラクドゥクムンナイ」 43.09 46.28 -6.9 

17 アティラウ州 株式会社「カスピ石油」 38.70 32.09 20.6 

18 アルマトィ州 有限責任会社「JTIカザフスタン」 35.60 27.28 30.47 

19 西カザフスタン州 ルクオイル・オーバーシーズ・カラチャガナクB.V.支社 35.25 38.42 -8.26 

20 アルマトィ市 株式会社「クセル」 35.02 34.12 2.62 

21 アクチュビンスク州 有限責任会社「カザフオイル・アクトベ」 34.91 57.73 -39.54 

22 アクチュビンスク州 株式会社「トランスナショナル・カンパニー「カズフロム」」 32.62 41.71 -21.78 

23 アスタナ市 株式会社「カズトランスオイル」 29.55 30.27 -2.36 

24 西カザフスタン州 有限責任会社「ジャイクムナイ」 26.96 34.90 -22.77 

25 アスタナ市 株式会社「カザフテレコム」 25.93 23.27 11.43 

26 カラガンダ州 有限責任会社「コーポレーション・カザフムィス」 25.68 46.35 -44.61 

27 南カザフスタン州 有限責任会社「サウツ－オイル」 25.49 31.73 -19.67 

28 アティラウ州 株式会社「マテン・ペトロリアム」 23.33 20.43 14.19 

29 コスタナイ州 
株式会社「ソコロフスコ－サルバイスコエ鉱山・精錬生産合

同」 
23.09 45.13 -48.84 

30 アルマトィ市 株式会社「カザフスタン国民貯蓄銀行」 20.94 23.95 -16.32 

出典：カザフスタン共和国財務省税務委員会。 
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とされていた。ただし数年前、インターネット出版「Emirates Business」はカザフスタンが

石油とガスの輸出で年間240億ドルの利益を得ていると伝えた。この計算がどのような手法で

行われたかは不明だが、注目すべきは、カザフスタン共和国石油・ガス省（当時）の公式デー

タによる同じ期間の資源販売による収入はわずか100億ドルであったことである。 

1,700万をわずかに超える程度の人口に対し、カザフスタンが擁する天然資源は膨大なもの

だと言えよう。公式データでは採掘部門からの収入は2005年の25億ドルから2011年には380億

ドルへと確実に増加している。もっともカザフスタン政府は上記の通り、収入についての情報

を2012年と2013年分についてしか明らかにしていないため、この情報を検証することはでき

ないのだが。 

 2014年のカザフスタンの納税額上位30社を見ると、その大半が石油・ガス業界の会社であ

る。歳入の93.50％がこうした会社から得られている。納税総額のトップは「テンギスシェヴ

ルオイル」であり、そのシェアは他の企業と比べ格段に大きい。２位はカラチャガナク鉱床で

原油と随伴ガスの生産を行っている「Karachaganak Petroleum Operating B.V」である。「ウ

燃料 

化学製品 

金属および 

金属製品 

その他 
食料品 機械装置 

金属および 

金属製品 

建設資材 

繊維製品 

木材および紙 

化学製品 

燃料 

食料品 
その他 

カザフスタンからの輸出構成 カザフスタンへの輸入構成 

第４図 2013年のカザフスタンの輸出入品目構成 

 

出典：カザフスタン統計委員会データをもとに Assessment Group作成。 
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ゼニ」と「カラマンドィバス」の鉱床開発に携わっている「オゼンムナイガス」が３位を占め

た。４位になった株式会社「マンギスタウムナイガス」は、2013年には納税額でトップ３に

入っていた。同社の主たる開発対象は「カラムカス」および「ジェトィバイ」鉱床である。株

式会社「CNPC・アクトベムナイガス」は２位から５位へと順位を下げた。同社は中国と協力

してアクチュビンスク州の炭化水素原料鉱床の開発に従事している。 

一方、カザフスタンの総輸出額に占める石油輸出の比率については様々な数字が公表されて

いる。金額ベースでは2013年のカザフスタン輸出の77％が石油とガスによるものだった。輸

入については、ロシア（36.2％）と中国（16.8％）の２国でカザフスタンの輸入の半分以上を

占めている。さらにドイツ、ウクライナ、アメリカの３国で輸入による製品供給の15％をカ

バーしている。他にはウズベキスタン、イタリア、日本、韓国からの輸入も大きい。カザフス

タンに輸入されるのは主として工業製品、燃料潤滑油、食料品、繊維製品である。 

 2014年、「Fitch Ratings」は、カザフスタン経済はロシア以上に石油の輸出に依存してい

ると発表した。同グループのデータによれば、カザフスタンは自国で生産する石油の12％の

みを国内消費し、88％を輸出している。そのため石油価格が少しでも下落すればカザフスタ

ン経済には悪影響が生じる。カザフスタンの３年間単位の予算案は、石油１bbl当たりの想定

価格の試算のもとに作成されている。 

 某外国証券企業の分析によれば、カザフスタンはロシア、ベネズエラ、コロンビア、メキシ

コ、ブラジル、カナダ等ともに、石油価格の急落によって大きな財政的打撃を受ける企業を多

数抱える国々に属している。またカザフスタンは外貨借入に関連するリスクの高い国23カ国

のリストのなかでベネズエラに次ぐ第２位であるという。エネルギー部門のカザフスタン企業

が石油価格急落で最大の財政リスクとなる外貨建て負債は、カザフスタン経済全体の6.2％に

相当する。参考までにロシアのこの指標はGDPの4.2％である。 

 格付け会社「Standard & Poor’s」（S&P）は2015年２月10日にカザフスタンの長期ソブリ

ン格付けをBBB+からBBBに引き下げ、見通しを「ネガティブ」とした。S&Pによればカザフ

スタン経済は、GDPの20～30％、歳入の50％以上、輸出の60％を占める石油部門に強く依存

している。名目GDPと石油価格の間には強い相関関係があり、一連のファクターの総合評価

により、S&Pは石油価格下落後のカザフスタンの経済成長予測を、2015年についてはGDPの

4.3％から1.5％へ、2016年については同4.5％から２％へと大幅に引き下げた。S&Pは、経済

成長の鈍化と石油価格の下落、さらには予想を下回る石油生産量と対外経済状況の悪化は、今

後３年間、カザフスタンの対外経済・財務上の地位を弱体化させることになると考えている。 
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 欧州復興開発銀行（EBRD）も2015年のカザフスタンGDPの伸び率に関する自らの予測を

見直し、5.1％だったものを1.5％へと引き下げた。EBRDでは、カザフスタン経済の成長鈍化

の原因を、石油価格の下落、伝統的取引相手（ロシア、中国、欧州）との貿易条件の変化、さ

らにはウクライナ・ロシア危機が投資家の意欲を弱めていること、等と指摘している。国際通

貨基金（IMF）もまた2015～2016年のカザフスタンGDP成長率を4.5～5.5％に低下すると予

測している。こうした低下は国内外の需要低下、域内における緊張の継続、石油価格の下落に

よるものである。また従来どおり、マイナス要素としてカシャガン油田の操業開始先送りが挙

げられている。もしこの油田がフル稼働していたなら1,200万ｔ／年の石油が生産されていた

はずで、2015年には輸出関税だけで国庫に８億ドルの収入があったはずであった。カシャガ

ンが2014年、2015年に石油の出荷を開始できていれば、国家基金の資産は21億ドル増加して

いたことになる。 

さらに、国際金融持ち株会社「FIBO Group」の評価によれば、カシャガン油田の石油商業

生産開始の再度の延期によって、カザフスタンのGDPは６％から4.5％へと低下する。国庫が

直接こうむる損失はおよそ１億8,000万ドル、税金徴収不足による間接的損失は約10億ドルに

のぼる。当初の計画ではカシャガンでの石油生産量は2014年には500万～800万ｔ／年で、

2015年には1,200万ｔに増加するはずであった。生産延期によりこのプロジェクトの参加者た

ちが受け取りそこなった収入はおよそ50億ドルにのぼる。 

 

 

（２）油価下落の影響とその対策  

 石油価格の下落を受けて、カザフスタン財務省は2015年２月末、新しい法案『『2015～

2017年の共和国予算に関するカザフスタン共和国法』の変更と追加について』を提出した。

この法案には２つの主要課題が示されている。第一の課題は、国家基金に蓄積された予備金で

経済プログラム『ヌルィ・ジョリ』を実施し、経済を支えることである。 

 カザフスタン共和国国家経済相エルボラト・ドサエフは、油価の低下により2014年には共

和国予算の歳入が１兆3,000億テンゲ減少したと発表した。2016年の歳入の減少は１億2,000億

テンゲ、2017年には１兆1,610億テンゲになると予測されている。予算を最適化するため、全

ての中央行政官庁を合わせて7,000億テンゲ出費を削減するよう要請がなされた。新予算案の

基本シナリオでは、2015～2017年に石油価格は１bbl当たり80ドルから50ドルに下がり、2018
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～2019年には１bbl当たり60ドルになるものとされている。この結果GDPの成長率は、石油の

基本価格を50ドル／bblとして2015年には1.5％、2016年には2.2％、2016年には3.3％、2018年

には3.6％、2019年には4.1％となる。 

 カザフスタン中央銀行は、国の金融政策の主要方向を定める中で、2015年の経済成長シナ

リオを石油価格に応じて２案作成した。２つのシナリオを区別するのは石油国際価格の年間平

均値である。検討されたマクロ経済発展の２つのシナリオでは、ブレント原油の年間平均価格

をそれぞれ１bbl当たり50ドル、60ドルとしている。 

年間平均石油価格を50ドル／bblとする第１のシナリオでは、GDPの実質成長率は、上述の

カザフスタン共和国国家経済相の発言にあったように1.5％となる。カザフスタン中央銀行に

よれば、2015年のこのシナリオが実現するということは、製品輸入と非居住者への支払が減

少するなかで純輸出が低下することである。財政的には、これまで実現中だったプロジェクト

に対する資金調達のピークが過ぎ、外国直接投資家の参加を得て実施される新たなプロジェク

トが先送りされることで、直接投資の流入が減少することが予想される。より楽観的な第２の

シナリオでは、2015年の石油の年間平均価格は第１のシナリオよりはいくらか高くなるが

2014年のレベルには及ばず、60ドル／bbl近辺となる。その結果、2015年のGDPの実質成長率

は２％となりうる。 

しかし、カザフスタン中央銀行はカザフスタンの経済発展は第１のシナリオに沿ったものと

なりそうだと見ている。同行は、2015年には輸出は44.7％減って436億ドル、輸入は21.8％低

下して347億ドルになると予測している。カザフスタン中央銀行は石油の年間平均価格が50ド

ル／bblを下回る場合、テンゲの引き下げを実施する可能性がある。 

 以上に指摘された全ての状況は、石油価格の50ドル／bbl以下への下落はカザフスタンにと

って相当の困難をもたらすこと、またカザフスタン経済が資源の国際市況といった外的要因に

強く依存していることを改めて如実に示している。そしてその国際市況もまた、中国の経済状

況、中東における紛争、OPECの動向等、他の多くの要因に左右されるのである。 

 全体として予算案の計画数値を実現するためには、石油会社を頼むところが大きい。2014

年に石油価格が下落したことで、石油生産会社はいずれも経費を削減する対策を講じた。現在

カザフスタン政府は主要石油生産会社の財務状況の分析を行っている。石油価格の下落は、ま

ず中小の石油会社を直撃したが、国内の石油会社はその大半が中小規模のものなのだ。こうし

た会社は小ロットでの石油輸出で経費をカバーするのがやっとである。しかしその状況を持っ

て、中小の石油会社による石油の生産量が急激に減少すると予想するべきではない。生産再開

る 
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作業に伴うコストを考慮すれば、生産を中止するのは得策ではないからだ。こうした条件の下、

各社は税負担の低減を求めて政府にロビー攻勢を仕掛けるのだが、それは国庫にとっては損失

を意味する。 

第 5図  国際石油価格の変動によるカザフスタン経済予測シナリオ 

る 

出典：各種資料をもとに Assessment Group作成。 
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 生産水準の維持と社会的義務履行の両立を目指して、2015年の３月末までには税負担の最

適化と現行の投資コスト削減を図る施策が講じられることとなっている。また2015年４月１

日までに政府のワーキンググループが石油の輸出関税を石油の国際価格に連動させる計算方法

の作成を検討することになっている。石油の輸出関税は現状では固定されており、価格変動に

連動しておらず、納税者の採算性も考慮されていない。このワーキンググループには、財務省、

エネルギー省、KazEnergy、カズムナイガスの専門家がメンバーとして入っている。彼らは、

採算性の低い鉱床での地下資源採掘に対して優遇税率を適用する可能性、資源利用税の支払い

に際して地下資源利用者に輸出関税分の控除を認める可能性も検討する。市場の現状を踏まえ

た輸出関税の引き下げとその他の税金の最適化によって、採掘経費が大きいなかで石油価格が

下落する現状における石油生産会社の経済的負担が軽減され、地下資源利用者が契約上の義務

を履行できるようになることが期待される。これと並行して、工業化第２期５カ年計画の一環

として石油・ガスの生産と精製、石油・ガス化学、石油・ガス分野の機械製作に関する全国的

クラスター形成の作業も継続される。 

 危機への備えとして、カザフスタンは他の産油国同様、国が資源輸出によって得た収入を蓄

積する国家基金という名の石油の「貯金箱」を設けている。2010年４月２日付大統領令『カ

ザフスタン共和国国家基金における資金形成および利用コンセプトについて』には同基金の使

命が以下のように述べられている：「国家基金の主要目的は、貯蓄の形成により将来の世代の

ための財政資金を蓄積すること、国庫の国際資源市場の市況への依存を低下させることにある。

（中略）蓄積機能を果たすために国家基金には最低残高が設定される一方、金額の上限は設け

ない。安定化機能の実現は共和国予算への送金が確実に行われることを前提としている」。現

在、国家基金の残高は718億ドルに達している。 

2014年末、様々な経済プログラム実現のために、2017年まで毎年、国家基金から国庫に約

30億ドルを拠出するという決定が下された。この金額は例年、国家基金から予算に繰りこま

れる80億ドルに上乗せされるものである。またこの金額は経済情勢に応じてプラスマイナス

15％の範囲で調整される。 

 国家基金の設立とその機能は、採掘部門、そしてまた資源収入分配体制全体の透明性レベル

の低さを示す好例である。カザフスタンは当初から、同国の国家基金はノルウェーの例に倣っ

たものだと公言してきた。ノルウェーは1990年に国家石油基金を設立し、それを2006年に国

家年金基金と改称している。しかしノルウェーでは基金が蓄積した資金を保証するのは立憲君

主制、議会制民主主義、社会の監視であり、それらが、どの政党が選挙で勝利し、誰が首相に
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なっても国家年金基金の機能が継承されることを保障している。一方、カザフスタンでは国家

基金に対する監督は現職の大統領と信頼性の低い法体系に依拠しており、ゆえに極めて不安定

であると言わざるを得ない。 

 カザフスタンが天然資源管理インデックスで58カ国中19位に甘んじているのもまさにその

ためである。「Revenue Watch Institute」（収益調査研究所）は、世界採掘量のうち炭化水素

資源で85％、ダイヤモンドで90％、銅で80％を占める58カ国を調査の対象とした。第１回の

インデックスは2011年に作成され、2013年の２回目のものでカザフスタンは100点満点中57点

を獲得して19位となった。それぞれの国は50の指標で評価される。指標は不等分に次の４つ

のブロック、すなわち、制度・法的条件、報告書提出の実行、品質の維持と管理、促進条件に

分かれている。ブロックごとに平均点を算出したのち、これらの指標から国ごとの平均点を導

き出す。獲得した点数に応じて国が順位づけられる。 

カザフスタンには国家基金からの資金使用を規制する法律がなく、国家基金の規制が大統領

令によって行われる。すなわち、大統領が必要に応じ、たとえば何らかの緊急プロジェクトの

ために資金を引き出す権利を有しているということになるため、この状態に対して低い点数が

つけられた。「報告書提出の実行」カテゴリーでもカザフスタンは100点中58点だった。石

油・ガス関係の契約が非公開であることが評点の低い理由である。この他にもカザフスタンは

天然資源の採掘に関する情報公開度と頻度の低さも評価を引き下げている。 

 しかし、資源管理に係わる本当の脅威は、国民の様々な層に社会的不公正感が徐々に広がっ

てきていることである。豊富な資源がもたらす膨大な輸出収入と、生活水準との間の不一致に

対する不満が膨らみつつあるのだ。格付け会社「RIAレーティング」は、国民１人当たりの金

額ベースによる石油・ガス埋蔵量国別ランキングで、カザフスタン１人当たりの石油埋蔵量は

控え目に計算しても23万6,000ドルに達すると指摘している。 

 2010年（すなわち2011年のジャナオゼンでの事件の前年）に出された「Transparency 

International」他による報告書で、カズムナイガスは透明性が全くないと判定されている。同

報告書が指摘するところでは、「豊かな資源を有する国々は自らの富を自らの幸福に変換する

ことができていない」。採掘部門からの収入が不透明で報告義務の対象となっていなければ、

鉱物・石油資源がもたらす富は大規模な汚職、国民の貧困、不公平と対立の種となりかねない。

逆に企業の支払いをより透明化することにより、汚職の可能性は減り、開発のための資金が増

えるだろうと指摘している。 
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Ⅱ. アゼルバイジャン2 

 

 

１．石油生産と輸出の現状および将来展望 

 

（１） 埋蔵量評価 

アゼルバイジャン国営石油会社（SOCAR）によると、アゼルバイジャンの確定石油埋

蔵量は20億ｔ、ガス埋蔵量は2.55兆m3に相当する。推定石油埋蔵量は20億ｔである。し

たがってSOCARの推計では、同国には40億ｔの石油埋蔵量がある。全体として、アゼル

バイジャンの炭化水素埋蔵量は、予想ガス埋蔵量の3.45兆m3を含め、石油100億ｔに相当

するものとみられる。 

専門家が計算する通り、アゼルバイジャンの１人当たりの石油埋蔵量は258.8ｔに達す

る。この指標に照らしてみると、アゼルバイジャンは世界第11位に位置する。１人当た

りの石油生産と石油輸出、石油精製に関しては、アゼルバイジャンはそれぞれ第10位

（１人当たり5.04ｔ）、第６位（１人当たり4.51ｔ）、そして第８位（１人当たり2.35ｔ）

である。 

推定される石油埋蔵量の大部分（およそ75％）が海底に賦存している。1980年代、カ

スピ海のアゼルバイジャン・セクターに「アゼリ」、「チラグ」、「ギュネシリ」３鉱床

（ACG）が発見され、1990年代末に掘削が開始、さらに深海部分にも埋蔵量が発見され

た。これは1999年の「シャフ・デニス」ガス鉱床の開発によって間接的に発見されたの

であったが、ガス埋蔵量が推定1.2兆m3相当、コンデンセートが2.4億ｔ相当のガス鉱床

であることが判明した。さらに2000年代には他の海底鉱床も発見されたが、これらは全

て、実質的にはガス・コンデンセート鉱床であった。「ウミド」（2,000億m3のガス埋蔵量

と3,000万～4,000万ｔのコンデンセート埋蔵量が推定される。以下同）、「バベク」（ガス

4,000億㎥、コンデンセート8,000万ｔ）、「アブシェロン」（ガス3,500億m3、コンデンセ

ート4,500万ｔ）、さらにACGの深海ガス鉱床（3,000億m3）等がこれに当たる。 

 

                                                   
2 ）本章は、アゼルバイジャン現地調査機関 Analysis Group Profileとの協力の下に作成されたものであ

る。 
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注目すべき点として、1990年代末から2000年代初頭にかけて、幾つかの有望鉱床、特

に「カラバフ」鉱床（石油埋蔵量１億ｔ、ガス・コンデンセート4,000万ｔ、天然ガス

150億㎥と公表）と「ダン＝ウルドズ・アシュラフィ」（Dan Ulduzu-Ashrafi）鉱床（石

油１億ｔ、ガス・コンデンセート1,000万ｔ、天然ガス150億m3）における掘削事業は失

敗に終わった。掘削事業の完了に伴い、各鉱床の埋蔵量は石油換算で5,000万ｔ以下であ

り、生産活動は採算に合わないとの発表がなされた。 

したがって、ACGと同程度の埋蔵量を擁する海底油田を発見するというSOCARの希望

は、未だ実現していない。しかし、カスピ海南部の鉱床や構造の中に幾らかの希望が眠っ

ている。すなわち、燃料油換算で10億ｔの埋蔵量と推定される「アラズ・アロフ・シャ

ルグ」（Araz-Alov-Sharg）鉱床、並びに１～1.2億ｔの石油埋蔵量が予測される「サヴァ

ラン・ダルガ・レリク・デニズ・ジャナブ」（Savalan-Dalga-Lerik-Deniz-Janub）鉱床

である。 

アラズ・アロフ・シャルグ鉱床のPSAは1998年に調印された（出資比率：BP－15％, 

ExxonMobil－15％, Statoil－15％, TPAO－10％, Alberta Energy－５％, SOCAR－

40％）。石油契約は当時の投資額で約90億ドルと評価された。1999年には、SOCARと

ExxonMobilが有望な炭化水素鉱床であるサヴァラン・ダルガ・レリク・デニズ・ジャナ

ブ鉱床を掘削する石油契約に着手した。2001年、アラズ・アロフ・シャルグで掘削事業

を開始するというSOCARとBPの試みに対し、イランから強い抗議が示されるようになり、

同国は油田に対する権利を宣言した。当時、紛争を回避するため、カスピ海に境界線が引

かれるまでは油田での事業を停止することでバクーとテヘランの間での合意が成立した。 

SOCARは、陸上油田はこれまでのところ石油産出係数で40～45％以下の10億ｔの石油

しか産出していないとみている。換言すれば、10億ｔ以上の石油が未だ抽出されていな

い。SOCARの専門家の見解によれば、この石油の採掘は可能であるが、現在のところ同

国には技術的機会が欠落しているという。同時に、複数の専門家の推定によれば、

SOCARが保有する鉱床の残存可採埋蔵量は2.9億ｔを超えない。 

2000年代初頭、SOCARは既に70年以上も操業していた古い陸上鉱床を６カ所、共同生

産を条件に外国投資家に門戸を開くと発表した。 SOCARの当時の予測によると、油田に

は1.8～３億ｔの石油が賦存していた。2013年、SOCARは自社保有の油田の石油埋蔵量

を改めて推定し直した。2014年１月１日付けで、確定石油埋蔵量は7,850万ｔ相当であっ

た（2013年１月１日付けの数字は7,166万ｔ）。 
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SOCAR保有鉱床の確定石油・ガス埋蔵量は９カ所の主要油田の埋蔵量に基づいて算出

された。この中には、ギュネシリや「Oil Rocks」、「Pirallahi」、「Bank of Darwin」、

「Sangachal-Duvanly-Deniz-Khere-Zire」、「Alyat-Deniz」、「Bulla-Deniz」、さらに、

陸上油田の「Bibi-Heybat」や「Lokbatan-Puta-Gushkhana」が含まれていた。石油・

ガス埋蔵量は、SOCARとの契約に基づき、「Miller & Lens」社によって算出された。 

SOCARとは対照的に、BPはアゼルバイジャンの石油埋蔵量をより低く推定している。

『世界エネルギー統計』2014年版において、BPはアゼルバイジャンの石油埋蔵量を2013

年値で9.6億ｔ（70億bbl）と予測した。ただしBPによるアゼルバイジャンの推定埋蔵量

は実質的に2002年以降の変化に対応していない。SOCARとBPの推定値の間に10億ｔ以

上の差があったということは、SOCARが可採石油埋蔵量の推定に際し、アゼルバイジャ

ンの全鉱床に関するデータと自社の地質調査事業の結果を考慮していたという事実により、

説明が可能であろう。 

留意すべきこととして、BPはACGのPSA調印の際、３鉱床の埋蔵量を5.11億ｔと当時

推定していたことである。しかし、事業の開始に伴い、SOCARはこれらの鉱床の可採埋

蔵量をまず7.3億ｔ、次いで9.23億ｔと修正した。BPは、SOCARによるこうした修正予

測に対し、否定するコメントを何ら発することはなく、またACGの石油生産量によれば、

むしろSOCARの予測の方が正しい可能性が高い。ACGは1997年11月に生産が開始され

て以来これまでに3.47億ｔの石油を生産した。同鉱床からの生産量は、石油９万ｔ／日、

随伴ガス3,500万m3／日に達する。 

 

 

 

第７表 アゼルバイジャンの石油埋蔵量評価（10億ｔ） 

 SOCAR BP 

埋蔵量 4.0 4.2 

確定埋蔵量 2.0 1.0 

予想埋蔵量 2.0 2.5 

出典：各種資料よりAnalysis Group Profile作成。 
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全体として、カスピ海全体の埋蔵量においてBPによるアゼルバイジャンの埋蔵量推定

値は、SOCARの推定とは異なる一方で、比較的楽観的である。BPによれば、アゼルバイ

ジャンの石油埋蔵量は299億bbl（42億ｔ）、確定埋蔵量は70億bbl（9.8億ｔ）、これまで

産出された石油は117億bbl（16.38億ｔ）である。結果として、アゼルバイジャンの残存

予想埋蔵量は182億bbl（25.48億ｔ）と推定される。 

 

 

（２）石油生産動向 

アゼルバイジャンにおける石油生産は100年以上の歴史を有しており、成功と停滞の月

日を乗り越えてきた。19世紀前半がアゼルバイジャンにおける最初のオイル・ブームの

幕開けである。石油の生産は1941年にピークを迎え、当時の生産量は2,360万ｔ（1.72億

bbl）であり、旧ソビエト連邦の全石油生産の76％を占めた（この記録は2006年になるま

で破られることはなかった）。戦時中（1941～1945年）、アゼルバイジャンの石油生産量

は1,110万ｔ／年にまで減少したが、これは油田用の機材や石油を専門とする労働者がソ

連東部地域（タタルスタン、トルクメニスタン、バシコルトスタン等）へと移ってしまっ

たからであった。戦後数年間にわたる際立った増加の後、石油生産は低下傾向となり、ソ

連の最後の10年間は、1980年の1,500万ｔから1990年の1,250万ｔへと急激に低下した。 

現在、アゼルバイジャンの石油生産は約4,000万ｔ／年である。うち約80％が

「Azerbaijan International Operating Company」（AIOC）が開発する（深海部分の）

ACG鉱区からの生産による。SOCARはACGプロジェクトよりも多い約800万ｔ／年の石

油を自社保有の油田から生産している。うち65％は「浅ギュネシリ」鉱床の生産による。

さらに、SOCARは陸上鉱床の掘削および開発に関する９つのPSAに調印している。これ

らの陸上鉱床からの全石油生産量は100万ｔ／年未満である。 

現在、アゼルバイジャンでは11のオペレーティング会社が操業しているが、このうち

９社は陸上鉱区での生産が専門で、２社（AIOCと「Bahar Operating Company」）は海

底鉱区の専門である。量的にはAIOCがほとんどの石油を生産している。SOCARによる

と、ACG鉱区の確認石油埋蔵量は66億bbl（9.23億ｔ）である。現在、ACG鉱区からの石

油生産は約65万bbl／日相当である。PSAの規定に則して、残りのオペレーティング会社

は既に何十年も開発されてきたSOCARの陸上・海底鉱区の石油生産に従事する。 
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15年前に予測された通り、相当量の石油がAIOCによってACGから生産されている。新

しい油田開発が失敗していることから、総合的に判断して、この現状が近い将来変化する

ことはないであろう。ACGは1981～1987年にかけてバクー東部のカスピ海で発見され、

1994年には、AIOCとアゼルバイジャンの間でその開発に関する所謂「世紀の契約」とと

なるPSAが調印され、開発コンソーシアムが設立された。 

コンソーシアムはBP（オペレーターとして35.78％の権利）、Chevron（11.27％）、

INPEX（10.96％）、伊藤忠（4.3％）、ExxonMobil（8.006％）、ONGC Videsh Ltd. 

（2.72％）、SOCAR（11.65％）、Statoil（8.56％）、TPAO（6.75％）で形成されている。

ACGで産出された石油はバクー～トビリシ～ジェイハン（BTC）およびバクー～スプ

サ・パイプラインを通じて国際市場に輸出されている。ACGの生産インフラには５つの

オフショアプラットフォーム（中央アゼリ、西アゼリ、東アゼリ、チラグ、深海ギュネシ

リ）がある。 

 

 

 

ACG株主の利権（％）

35.78

11.27
10.96

4.3

8.006

2.72

11.65

8.56
6.75

BP Chevron Inpex
Itochu ExxonMobil ONGC Videsh Ltd
SOCAR Statoil TPAO

 出典：各種資料よりAnalysis Group Profile作成。 

 

第６図 ACGプロジェクト出資構成 
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アゼルバイジャンがこれまでに署名したPSAの規定によると、掘削と生産の期間は基

本的に25年となっている。３つのPSAだけがこれとは異なる期間を想定している。すな

わち、ACGとシャフ・デニスに関してはそれぞれ30年間、ナヒチェヴァン鉱床に関して

は35年間である。 

チラグ鉱床では1997年11月、「中央アゼリ」では2005年2月13日、「西アゼリ」では

2005年12月30日、「東アゼリ」では2006年10月21日、「深ギュネシリ」では2008年４月

初めより石油の生産が開始されている。1997年11月から2014年６月１日まで、ACGでは

3.47億ｔ（アゼルバイジャンのプロフィット・オイル1.87億ｔを含む）の石油が生産され

た。 

ACGのPSAにより、アゼルバイジャンの炭化水素資源における外資系石油企業の利権

や、石油企業に対するサービス提供を行う企業の展望が広がった。ACGの後には、カス

ピ海最大のガス鉱床であるシャフ・デニス開発を含む新規PSAが続いた。コンソーシア

ムの中には不成功に終わった掘削事業を経て、事業を中断したり、分裂したりするものも

あったが、現時点において30の契約が存続している。しかしその現在もなお、ACGはア

ゼルバイジャンの石油のおよそ80％を産出しているのである。 

 

 

第８表 AIOCによる石油生産量の推移 

（単位 100万ｔ） 

 2009 2010 2011 2012 

予測 46.8 42.1 40.2 35.3 

実質生産 40.3 40.6 36.0 32.9 

出典：各種資料よりAnalysis Group Profile作成。 

 

 

ACGに関する初期の予測は非常に楽観的であった。それによればAIOCの生産は、

2004年には約760万ｔ、すなわちアゼルバイジャンの全石油生産の46％以上、2007年に

は2,200万ｔに達するものとされていた。 

当初、実際の生産は、予測を超えるペースで拡大した。しかし、2008～2010年におい

て、AIOCの石油生産は4,500万ｔ／年と倍増するはずであったが、期待は実現しなかっ
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た。予測の4,680万ｔではなく4,030万ｔが生産された2009年、初めてAIOCの石油生産予

測は外れ、その傾向は以降も続いた（第８表参照）。 

2012年の予測が外れたことに対し、イルハム・アリエフ・アゼルバイジャン大統領は、

2012年10月10日の閣僚会合において強く批判、アゼルバイジャンは81億ドルの収益を受

け取っていないと述べた。 

アリエフ大統領の厳しい批判の背景には、ACGのプロフィット・オイル利権がアゼル

バイジャンに有利な形で再分配された2008年半ば以降、実際の生産量が予測値と乖離し

始めたという事実があった。再配分により、ACGの石油生産量に対するアゼルバイジャ

ンのプロフィット・オイルのシェアは75％、AIOCは25％となった。「世紀の契約」の規

定にしたがい、投資の償還が進むにつれ、プロフィット・オイルの配分は変化する。大規

模投資を伴うACGの初期段階においては、外国投資家の比率はより高く、SOCARの25％

に対して75％であった。留意すべきは、1990年代末のBPの試算によれば、ACGにおける

アゼルバイジャンのプロフィット・オイルの比率は全体で30％を上回るはずはなかった

ということである。そのような試算に基づき、BPは１bbl当たり20ドル、40ドル、そし

て60ドルという石油価格のもとで事業を進めた。しかしながら、特に2003年末から2005

年にかけて油価が飛躍的に高騰し、さらにそれが2008年には147ドル／bblまで達したこ

とにより、アゼルバイジャンは考えうる最短の期間で、コンソーシアムに400億ドル以上

にものぼる全投資コストを返済することができたのだった。 

長きにわたる交渉の末、アゼルバイジャンとBPは石油生産を安定化させるための緊急

手段を講ずることを決定した。ACGからの安定的な石油生産に貢献する手段の一つは、

新たな生産プラットフォーム「西チラグ」を建設することであった。このプラットフォー

ムは2014年初めに稼動を開始した。プラットフォームの建設と新たな油井掘削には60億

ドルが投じられた。このプラットフォームは既存の石油生産レベルを維持するために利用

されている。換言すれば、焦点は増産の可能性ではないのである。専門家が確信している

のは、「スムーズな低下」のもとで石油生産を維持するには、稼動油井数を毎年増やすこ

とが必要である、という点である。 

2013年、コンソーシアムは3,030万ｔの予測に対して3,220万ｔの石油を生産した。し

かしながらAIOCが専念していたのは、石油生産減少のペースを鈍化させることである。

2014年、AIOCの石油生産は3,150万ｔに低下しつつも再び予想値（3,060万ｔ）を上回っ

た。しかし、2014年の結果は緩やかなペースでではあっても、石油生産が停滞に向かっ
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ていることを如実に示している。 

当初の予測どおり、アゼルバイジャンの石油生産は2010年にピークを迎え、同年の生

産量は5,080万ｔであった。しかしながら、予測ではアゼルバイジャンの年間石油生産量

は2010年までに5,400万～5,500万ｔ／年に到達しているはずであったため、実際の生産

は量的には予測を下回っている。しかし、当時のSOCAR社長で現エネルギー相のナティ

グ・ アリエフの予測は実はさらに楽観的で、アゼルバイジャンの石油生産は2010年に

6,300万ｔ、続く２年間の2011年と2012年には6,600万ｔに達するはずであった。 

 

 

アゼルバイジャンの石油生産の動態と構造（百万トン）

22.2

32.3

42.6
44.5

50.4 50.8

45.6
43.4 43.5 42.4

1
2

.9

2
3

.2

3
2

.9

3
4

.1

4
0

.2

4
0

.6

3
5

.4

3
2

.9

3
2

.2

3
1

.5

9 9 8
.8

8
.6

8
.5

8
.4

8
.4

8
.3

8
.3

8
.3

0

10

20

30

40

50

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

Azerbaijan AIOC SOCAR

出典： SOCAR, BP。

（注）AIOCとSOCARによる生産量の合計と、アゼルバイジャン全体の生産量との間に差があるのは、前者にはガ

ス田から生産されるコンデンセートが含まれていないため。 

 

 

一方、注目すべきはSOCARの自主開発鉱区からの石油生産が2004年から2006年にか

けて増加したことである。それを可能としたのは、浅ギュネシリ鉱床の開発であった。ま

たPSAに基づきSOCARの古い陸上・海底鉱床開発に外資を算入させる政策も効果的であ

った。こうした鉱床からの生産は現在まで若干減少しつつも安定的に推移し、約830万ｔ

第７図 アゼルバイジャンの石油生産動向と生産者構成（100万ｔ） 
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／年程度を保っている。新規開発対象をもたないSOCARは現状レベルの生産維持を志向

している模様である。この数値は、ある程度、古い鉱床からの石油生産量の限界を示すも

のだと考えてよいだろう。 

政府による今後４年間の石油生産予測（第９表）で示されているのは、アゼルバイジ

ャンにおける石油生産の低下である。しかし視点を変えれば、生産の急落が近い将来に起

こることはない、と読むことも出来る。2015年予算案に示された政府予測では、アゼル

バイジャンの2015年の石油生産量は4,165万ｔである。さらに2016年には4,062万ｔ、

2017年には3,942万ｔ、2018年には4,032万ｔが生産されるものと予測されている。2018

年における対前年比90万ｔの増加は、「シャフ・デニス２」鉱床の生産開始により、コン

デンセート生産の増加が予想されているためである。シャフ・デニスからのコンデンセー

ト生産は2020年末までに12万bbl／日（600万ｔ／年）に到達する見込みである。2015年

のSOCARの自主開発鉱区における生産量は2014年と同レベルとなる予定であり、

SOCARはそれを今後４年間、維持する方針と見られる。 

 

 

第９表 アゼルバイジャン政府による2015～2018年の石油生産予測 
（単位 100万t） 

 2015 2016 2017 2018 

生産量 41.65 40.62 39.42 40.32 

出典：政府公表情報に基づきAnalysis Group Profile作成。 

 

 

一方、石油輸出国機構（OPEC）の『World Oil Outlook 2014』にはより楽観的な予測

が示されている。OPECの予測によると、アゼルバイジャンの石油生産は2015～2018年

に90万bbl／日（4,600万ｔ／年）、2019年に80万bbl／日（4,100万ｔ／年）となり、

2030年までには70万bbl／日（3,580万ｔ／年）まで低下する可能性があるという。 

新しい石油資源獲得の強い必要性を認識しつつも、最低でも10～15年間は現在の水準

に近い輸出量を維持するために、今後数年間のアゼルバイジャンの石油生産戦略は、

ACG鉱区の残存資源（5.7億ｔ）の生産安定化を目指すものとなるだろう。油価の低迷と

いう条件によってこの戦略が修正される可能性はあるまい。油価の動向にかかわらず、国
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家経済が石油輸出収入に強く依存しているアゼルバイジャンは、大量の石油輸出を維持せ

ざるをえないのだ。まさにそれが過去数年、まだ油価が高かった時分に、SOCARと外国

企業が、かつて収益性がないとみなされていた天然ガスやコンデンセートを含む鉱床に関

心を示すようになっていた理由であった。そのような例として、2010年にSOCARと独企

業「RWE」との間に結ばれた「ナヒチェヴァン」鉱床開発契約がある。同鉱床には、

3,000億m3の天然ガスと4,000万ｔのコンデンセートの埋蔵量があると予測されている。 

高い輸出ポテンシャルを維持するため、天然ガスおよびコンデンセート鉱床の探査・

開発、および陸上・海底に係わらず既存鉱床の掘削深度をあげることに努力が払われるだ

ろう。この目的にそって、SOCARは特に陸上鉱区の追加的な探鉱を始めた。2011年７月、

SOCARと「ConocoPhillips Azerbaijan LTD」はアゼルバイジャンの陸上における追加

的探鉱事業に関する調査契約に署名した。2014年12月には、SOCARとBPの間で「浅ア

ブシェロン群島鉱区」の地質探査・開発に係わるPSAが結ばれた。 

有望なオフショア鉱床があるにもかかわらず、アゼルバイジャンは依然として大規模

開発に着手することが出来ない。問題は、半潜水型掘削リグ（SSDR）の空きがないため

である。現時点において、アゼルバイジャンはSSDRを「ゲイダル・ アリエフSSDR」

「SSDR Istiglal」、「SSDR Dede Gorgud」の３基しか所有していない。しかし、全ての

SSDRは現在実施中のプロジェクト、主にシャフ・デニス・プロジェクトで使用中である。

SOCARは不足を補うために新たに４基のSSDRが必要であると考えている。2013年、

SOCARは計画されている４基うち第１号の新規掘削リグ建設のためにシンガポールの

「Keppel Fels」と契約を交わした。契約額は10億ドルで、2016年末に完成予定、現在バ

クーの新しい造船所で建設が進められている。残りのリグに関しては現状、契約は結ばれ

ていない。 

 

 

（３）石油製品生産動向 

アゼルバイジャンでは現在、２つの製油所が稼動しており、その精製能力は合計2,200

万ｔ／年である。処理能力800万ｔ／年の「ゲイダル・ アリエフ」製油所と1,400万ｔ／

年の「アゼリネフチャグ」製油所で、両方ともバクーに位置している。これらの製油所に

原油を供給しているのはSOCARのみで、供給量は約620万～630万ｔ／年である。



78 

 

SOCARからの原料供給が十分でないため、製油所がフル稼働していないという事実があ

る。SOCARによれば両製油所の精製度は約92％である。 

バクー市の開発計画にしたがい、現在、アゼリネフチャグ製油所では設備の解体が進

められている。設備の一部は解体され、残りに関してはゲイダル・ アリエフ製油所に移

送され、引き続き使用される。2014年12月24日、SOCAR社長が2015年１月１日付けで

アゼルネフチャグ製油所の独立操業の停止と、ゲイダル・ アリエフ製油所への統合を命

じ、実質的な作業が既に開始されているのである。２つの製油所の合併により、１カ所で

精製過程をより柔軟に管理できるようになることを目指している。アゼリネフチャグ製油

所のゲイダル・ アリエフ製油所への統合には、全体で約４年間かかる予定である。アゼ

リネフチャグ製油所で現在稼動中の主要なユニットはゲイダル・ アリエフ製油所に移設

される。 

これらの製油所は、AI-92自動車用ガソリン、ディーゼル、ジェット燃料、ビチューメ

ン、少量のストーブ・ガソリン、重油、潤滑油を製造している。 

まもなく、SOCARは設備の稼動期間を15年間延長させるため、ゲイダル・ アリエフ製

油所の改修を始める予定である。2014年９月、米国「UOP」はSOCARに対してゲイダ

ル・ アリエフ製油所の主要技術ユニットの再建と改装に関するプロポーザルを提示した。

SOCARによると、製油所の技術水準と製品をヨーロッパ基準に適合させるため、製油所

の接触分解ユニットとAUT-6ユニット、接触改質を刷新するための事業を実施する計画で

ある。設備更新と改修の後、製油所は2019年よりハイオクタンAI-95ガソリンの製造を開

始する。 

さらに、「石油・ガス・石油化学・コンプレックス」（OGPC）の建設プロジェクトが同国

において始まった。このプロジェクトは２つのフェーズによって遂行予定である。第一フ

ェーズではガス加工プラントおよび石油化学プラントの建設が、第二フェーズでは製油所

の建設が行われる構想である。建設第一フェーズは 2015～2020 年の期間において実施さ

れ、そのコストは 70 億ドルで、その 30％が国庫、70％が借款によって賄われる。借入

れ利子を含めた第一フェーズの総費用は、84.5 億ドルに達する。プロジェクトの第一フ

ェーズの収益率は 20％を超え、投資回収期間は４～５年を予定している。第一フェーズ

にはガス加工プラント（処理能力 120 億 m3／年）､基礎ポリマー（高・低密度ポリエチ

レンおよびポリプロピレン）製造に特化した石油化学プラント（生産能力 86 万ｔ／年）、

そして個別発電ユニットを含む全プラント対応施設の建設が含まれる。 
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一方、精製能力860万ｔ／年の新規製油所の建設・稼動が2030年までに見込まれている。

新製油所の精製度は95%、軽質石油製品の比率も85％にまで上昇するだろう。ただし、

この計画は何度も修正が繰り返されており、新しい製油所の稼動が2030年より早まるこ

とは無いものと見られる。それまでは、アゼルバイジャンの石油製品の需要は、バクー拠

点のゲイダル・ アリエフ製油所によって部分的に満たされる状態が続くだろう。 

 

 

第10表 アゼルバイジャンにおける石油製品の生産 
（単位 1,000ｔ） 

 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 

石油精製量 7,392 7,450 7,505 7,351 6,003 6,220 6,326 6,172 6,553 6,200 

自動車用ガソリン 906 1,042 1,123 1,207 1,200 1,248 1,295 1,296 1,407 1,207 

ジェット燃料 749.6 737 792.6 414.5 609.6 600.5 621.5 626.5 703 696.6 

ディーゼル 2,100 2,095 2,101 2,423 2,200 2,420 2,490 2,368 2,495 2,859.9 

潤滑油 46.6 75 68.9 53.04 44.9 86.5 90.9 62.9 46.8 53.3 

ストーブ・ガソリン 349.9 - 599.5 279.6 209.2 161.6 218.6 148.2 125 219.7 

ビチューメン 125 161 183 220.3 236.2 241.6 265.7 288 312.7 241.9 

重油 3,000 2,825 2,849 56 300 220.6 235.2 267.2 289.5 - 

石油コークス 11.6 67.2 84.7 168.9 220.8 267.5 268.6 231.0 223 - 

モーター・オイル - - - 163.6 145.2 65.83 141.7 177.6 187.9 - 

石油製品合計 7,277.1 6,935 7,717 7,347 4,755 4,978 4,981 4,791 5,089 5,278.4 

出典： SOCAR。 

 

 

留意すべき点として、アゼルバイジャンは2014年の早い時期よりオクタン価95のガソ

リン製造を停止している。この決定の背景にはバクーの製油所が増加するガソリン需要を

満たすことができないという事実があった。したがって、AI-95の製造停止の決定がなさ

れ、消費者の約90％が好むAI-92ガソリンの製造は継続することになったのである。この

関連で、アゼルバイジャン政府は2014年初めにオクタン95のガソリン輸入を許可する決

定を行った。現在、アゼルバイジャンがプレミアム・ガソリンとして輸入しているハイオ

クタン・ガソリンは、ギリシアやリトアニア、ブルガリア、そしてルーマニアから供給さ
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れている。 

またいまひとつの留意点として、アゼルバイジャンでは重油の生産が大幅に減少して

いることがあげられる。重油はかつて約300万ｔ／年生産されていた。当初、アゼルバイ

ジャンはガスが不足していたため、火力発電所向けに重油を生産していた。しかし後に、

国内のガス需要を満たし、近隣諸国への輸出も開始することができるまでにガスの生産増

加に成功したのだ。 

現状において、アゼルバイジャンはエネルギー自給国である。しかし、SOCARによる

石油生産がさらに減少すれば、石油製品の不足が生じる可能性がある。実際のところ、

ACGから生産される石油は全量輸出向けなのだ。バクーの国内製油所にはSOCARの自主

開発鉱床産の石油のみが供給されている。したがって、SOCARはこれらの鉱床からの生

産を増加させる可能性を模索している。さらに、SOCARはアゼルバイジャンに液化ガス

プラントを建設する計画を発表した。これは自動車用ガソリンの需要を減少させうるもの

である。新規製油所が稼動するまで、アゼルバイジャンは新しい鉱床の探査を続けるだろ

う。国内の石油生産量が不足する場合、新規の製油所はカザフスタンあるいはトルクメニ

スタンの石油精製に特化する可能性は否定できない。 

 

 

（４）石油輸出動向 

ACGの石油生産開始に伴い、石油はアゼルバイジャンの輸出品目構成において重要な

役割を果たし始めた。アゼルバイジャン産石油の主要な輸出元はAIOCであり、同コンソ

ーシアムが生産する石油はその全量が国際市場向けに輸出される。一方、SOCARが生産

する石油は主に国内の製油所に供給され（平均650万ｔ／年）、残りの約200万ｔ／年の大

部分が「バクー～ノヴォロシースク」パイプラインによって輸出されている。 

ホシバフト・ユシフザデSOCAR第一副社長によれば、1997年11月の生産開始から

2014年12月１日までのACGの石油総生産量は3.47億ｔに達する。うち、2.47億ｔがBTC

パイプライン、6,800万ｔが「バクー～スプサ」パイプライン、1,130万ｔがバクー～ノヴ

ォロシースク・パイプライン、残り2,070万ｔがバクーからジョージアのバトゥミおよび

クレヴィの各港に鉄道で輸出された。 
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第11表 アゼルバイジャンの輸出に占める石油比率の推移 

年 輸出量（ｔ） 輸出額（1,000ドル） 
輸出に占める石油比率

（％） 

1997 292.7 23,413.6 3.0 

1998 2,149.3 149,492.8 24.7 

1999 4,268.5 396,192.8 42.7 

2000 5,511.6 985,436.9 56.5 

2001 9,142.5 1,725,478.8 74.6 

2002 8,793.6 1,476,266.9 68.1 

2003 9,093.1 1,816,098.6 70.1 

2004 9,022.4 2,264,435.0 62.6 

2005 6,345.0 2,218,812.0 51.0 

2006 9,215.4 3,848,498.5 60.4 

2007 6,313.7 3,214,193.7 53.0 

2008 78,085.7 44,170,910.6 92.5 

2009 27,829.5 11,989,737.7 81.6 

2010 31,860.5 18,453,204.9 86.5 

2011 27,825.3 22,911,044.6 86.2 

2012 24,244.2 20,232,597.8 84.6 

2013 24,855.9 20,244,052.8 84.4 

2014 23,611.9 18,404,936.6 84.3 

出典：アゼルバイジャン国家統計委員会。 

 

 

石油生産が増加するにつれて輸出総額に占める石油輸出高の比率も増加し、過去７年

間は80％を上回っている（第11表）。 

 アゼルバイジャンの石油輸出動向は、ある程度、生産動向を反映している。石油生産は

2009～2010年にピークを迎えたが、この両年はACGが最大の生産量を示した年であり、

それがすなわち、アゼルバイジャン全体でも最大だったということだ。この後、石油生産

は減少に向かい、それが輸出の低下に繋がった。過去数年間の石油に係わる輸出指標、今

後４年間の政府の石油生産関連の予測、そしてAIOCとSOCARの石油生産安定化計画に

鑑みれば、アゼルバイジャンは今後10～15年間にわたり、石油輸出の水準を3,000万ｔ／

年を下回らないレベルに維持していく計画であることがわかる。 
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第12表 パイプラインと鉄道による石油輸出 
（単位 100万ｔ）* 

年 BTC 
バクー～ノヴォロ

シースク 
バクー～スプサ 鉄道 全体 

2005 - 4.103 6.995 2.442 13.54 

2006 8.699 4.593 5.615 5.855 24.76 

2007 27.509 2.083 0 (改修中) 4.457 34.04 

2008 30.779 1.383 7.578 2.061 41.801 

2009 34.57 2.479 4.235 1.41 42.69 

2010 35.181 2.247 3.985 1.24 42.653 

2011 30.658  1.996 3.812 0.982  37.45  

2012 27.999 1.997 3.923 1.015 34.935 

2013 27.274 1.75 4.028 0.991 34.245 

2014 26.871 1.018 4.232 0.918 33.04 

出典：アゼルバイジャン国家関税委員会（SCC）。 

* 石油輸出に関わる国家統計委員会（第11表）と国家関税委員会（第12表）の公表データの間に整合

性はない。後者は税関申告に依拠しているのに対し、前者は国境を越えたという実態データに依拠し

ているためである。 

 

パイプラインによる石油輸出データが示しているように、5,000万ｔ／年の輸送能力を

持つBTCパイプラインはそれに見合った量の石油で満たされていない。BTCによる送油

量が増えれば、それはプロジェクトの収益性向上に大いに貢献することだろう。SOCAR

には現在、石油量のゆとりがなく、それは近い将来も変わらない。新規の石油埋蔵量が発

見されれば、大規模な石油の余剰を手に入れることが出来るだろうが、少なくとも今後

10年、それはないだろう。探査期間と発見された鉱床の初期開発期間を考慮する必要が

あるからだ。さらに、国内の石油製品消費量が年々増加する現状に鑑みれば、BTC向け

にどれほどの追加的輸出量が確保できるかはいまだ不透明である。2013年末、国内のガ

ソリン生産量が消費量に合致したこととともに、SOCARには輸出に回す石油の余剰がな

いということも公表された。こうして、アゼルバイジャンにとって、BTCパイプライン

にカザフスタンの石油を補充することが重要な課題となっている。 
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２．石油需給動向と石油輸出に関わる国家政策 

 

（１）石油需給の現状と展望 

主にACG鉱区の確認石油埋蔵量（約9.23億ｔ）に基づいて、市場での石油需給を予測

することが可能である。ACGの開発開始以来、この埋蔵量のうち3.47億ｔが生産された

（2014年の生産量を含む）。したがって、ACGの残余可採石油埋蔵量は約5.7億ｔであり、

これは2015～2030年にかけて3,500万ｔ／年の生産が可能であることを意味する。アゼル

バイジャンの政策によれば、ACGが生産する石油は全量が輸出される見込みである。

SOCARは、現在生産している830万ｔ／年に加え、既存鉱床にどれだけの可採資源量が

あるかの予測を行っていない。したがって、石油の需給予測はACGの確認埋蔵量と既存

鉱床の埋蔵量に基づいて行われる。 

国内市場への原油供給量は現在約620万～630万ｔ／年に相当する。この状況は、ゲイ

ダル・ アリエフ製油所の改修完了が予定される2019年以降ですら変化する可能性はない。

2013年にロシア政府がアゼルバイジャン原油のパイプライン輸送に関する両国間の契約

を取り消すと決定したにもかかわらず、SOCARは生産した石油のバクー～ノヴォロシー

スク・パイプラインによる輸出を続けている。現時点では、これがどれくらい継続するの

かについては明らかではない。しかし、もしバクー～ノヴォロシースク・パイプラインで

の石油輸送が停止した場合も（2014年も約100万ｔの石油が同パイプラインで輸出された

ことは注目に値する）、輸出用の石油が国内消費のために使用される可能性は考えがたい。

SOCARは、収入を増やし、古い油田からの生産に関連する操業コストを賄うためにも、

自前の石油の一部である約200万ｔ／年を輸出する必要があるのだ。 

「Profile」の予測による2018年までアゼルバイジャンの石油需給構造は次の通りであ

る：アゼルバイジャンはAIOCが生産する石油の全量にSOCAR生産分の200万ｔ／年を加

えた分を、国際市場に輸出する。国内製油所向けの残余分は約630万ｔ／年となり、石油

製品に加工され、国内需要あるいは輸出のいずれかに充てられる。 

国内需給の観点から見れば、今後数年間のアゼルバイジャンの燃料エネルギー・バラ

ンスは総じて赤字であり、多くの不確定要素がある。これらの不確定要素は、2008～

2009年に署名されたアゼルバイジャン経由でのカザフスタンの石油輸出に関する契約実

施の遅延に関連するものである。カザフスタンはBTC経由で石油の一部を輸出するつも
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りであるのか、もしそうであるならば、それはどれくらいの量であるのかが不明なままで

あることが、アゼルバイジャン政府に石油に基づく燃料エネルギー・バランスを立案する

上での困難をもたらしている。 

 

 

第13表 アゼルバイジャンの石油需給バランス予測 
（単位 1,000ｔ） 

 2015 2016 2017 2018 

全生産 41,650.0 40,620.0 39,420.0 40,320.0 

うち：AIOC 33,350.0 32,320.0 31,120.0 32,020.0 

SOCAR 8,300.0 8,300.0 8,300.0 8,300.0 

全輸出 35,350.0 34,320.0 33,120.0 34,020.0 

うち：AIOC 33,350.0 32,320.0 31,120.0 32,020.0 

SOCAR 2,000.0 2,000.0 2,000.0 2,000.0 

国内消費 6,300.0 6,300 6,300.0 6,300.0 

バランス（ネット） 0 0 0 0 

（注） 陸上鉱床に係る合弁企業およびPSAによる生産を含む。 

出典：Profile作成。 

 

 

アゼルバイジャンが生産する原油は「アゼリライト」のブランドで呼ばれる。硫黄物

質が低く高品質であることと多くの製油所から引き合いがあるため、アゼリライトの販売

には何ら困難はない。アゼルバイジャンのプロフィット・オイルはACGのPSAの規定に

したがい、SOCARの子会社である「SOCAR Trading SA」（2007年12月設立、本社ジュ

ネーブ）によって販売されている。 

2008年以降、アゼリライトの直接販売を行うことにより、SOCAR Tradingはその価格

引き上げと市場の地理的拡大に大いに貢献してきた。SOCAR Tradingはヨーロッパ、中

東、アメリカ、東南アジアの大手石油企業の製油所に原油を供給した。品質の高さにより、

アゼリライトはブレント原油よりも高価格で取引される。2008～2013年の期間における

国際市場でのブレント原油に対するアゼリライトのプレミアム価格は、平均1.75ドル／

bblまで大きく上昇した。その結果、当該期間にアゼルバイジャンがアゼリライトの販売

で得た追加的収入は約17億ドルに達した。このうち11億ドルは、SOCAR Trading SAに
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よる信頼度の高い、高品質で長距離の石油輸出によるものである。一方、残りの６億ドル

は市場の外的要因、すなわちアゼリライトがブレントよりも高品質であること、そしてリ

ビア危機の影響の結果がもたらしたものであった。 

石油販売のポテンシャルを高めるため、SOCAR Trading SAはアジアにアゼリライト

を製油する特定の製油所を決める予定である。この目的を実現するため、同社はアゼリラ

イトの優先的な購入を希望するであろう製油所を特定するための調査を行う計画である。

さらに、SOCAR Trading SAは第三国の原油と石油製品の販売にも専門性を有している。

同社の売上に占めるこれらの販売比率は2013年で46％に達した。上記の通り、アゼルバ

イジャンは自国が生産する石油の販売については何の問題もかかえていない。現時点にお

いて、SOCARはシンガポール、UAE、ナイジェリア、トルコ、モナコ、そしてエジプト

にオフィスを構えている。 

2008年より以前は、アゼルバイジャンの石油の大部分はヨーロッパと米国、そしてイ

スラエルに販売されていた（最大輸出相手先はイタリア）。販売市場の地理的拡大は2008

年から始まった。過去５年間でアゼリライトは36カ国に輸出された。 

2009年以降、アゼルバイジャンの輸出市場は地理的に大きく変化を遂げている。

SOCAR Tradingがドバイとシンガポールにオフィスを開設すると、ヨーロッパ諸国に対

するアゼルバイジャンの石油の輸出は減少し、一方、インド、台湾、ベトナムといったア

ジア諸国の比率が増加し始めた。 

アゼルバイジャン国家統計委員会によると、アゼルバイジャンの石油輸出先に占める

イタリアの比率は2008年に43％相当から、2013年には28.7％へと低下、さらに2014年1

～11月では、依然として最大輸入国の地位は維持しつつも、24.8％へと下落している。一

方逆に、インドネシアの比率は2008年の3.2％から2013年は13.7％へと増加、2014年1～

11月は11.1％であった。 

同時に、アゼルバイジャンの石油輸出における米国の比率も減少した。この数年間で、

2008年の13.5％から2013年の4.8％、さらに2014年1～11月は4.3％に低下している。 

国家統計委員会によると、以下の2014年1～11月期のアゼルバイジャンの輸出相手国と

その比率は次の通りである：イタリア（総輸出量に占める比率24.8％）、インドネシア

（11.1％）、ドイツ（10.3％）、イスラエル（8.7％）、スペイン（4.4％）、米国、インド、

タイ（各4.3％）、チェコ共和国（3.4％）、ポルトガル（2.6％）、台湾（2.3％）、チュニジ

ア（2.2％）、オーストリア（1.9％）、ギリシア、クロアチア（各1.5％）、カナダ（1.2％）、
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英国（0.6％）、スイス・ルーマニア・ハンガリー・ブルガリア・ベトナム（各0.4％）、ト

ルコ（0.1％）。 

つまりアゼルバイジャンは生産した石油の61.2％をヨーロッパ、22.4％をアジア、

8.7％をイスラエル、5.5％を米国とカナダ、2.2％をチュニジアに輸出した。 

 

地域別にみたアゼルバイジャン石油の現在の輸出構造（%）

ヨーロッパ, 61.1
アジア, 22.4

イスラエル, 8.7
米、カナダ, 5.5 チュニジア, 2.2

出典：アゼルバイジャン国家統計委員会データに基づき、Profile作成。

 

 

 

 

（２）石油産業政策と石油輸出政策  

2000年代初め、アゼルバイジャン政府は、同国の国家安全保障の重要な要素である国

家の石油セクターを民営化しない決定を発表した。これにあわせ、政府は新規鉱床のみな

らずSOCAR所有の古い鉱床においても外国企業の参入機会を広げるための段階的措置を

とった。SOCARの生産単位をPSAの規定で操業するオペレーターへと再編していくプロ

セスは2004年から開始された。政府は実際に、民間企業に全鉱床に対するアクセスを許

可した。これにより、SOCARは陸上鉱床の生産維持に係わるコストを出来る限り抑え、

自社の管理下にあるオフショアの諸鉱床、特に浅ギュネシリの開発に投資を集中できるよ

うになった。同時に、SOCARが確信するところによると、こうした構造改革はACGの開

発が進むにつれてより緊急度を増しつつある課題、すなわち新規鉱床開発という課題解決

第８図 アゼルバイジャン石油地域別輸出構造（％） 
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にも役立つはずであった。 

生産物分与協定（PSA）を締結するという政策の最も重要な点は、調査・探査期間に

おいてSOCARが財政負担を受け持つことは全くない、という点である。換言すると、

PSAに署名した会社が探査事業の実施に関する費用を負担せねばならない。1994年から

2002年までに締結された22のPSAのうち６協定が取消されたことに鑑みると、ある程度、

こうした政策は正当化される。この結果、外国投資家は合計５億ドル以上を失ったのであ

る。同時に、石油のポテンシャル拡大に失敗しているにもかかわらず、SOCARは、頓挫

した取引からも一定の収益を得ている。SOCARは失敗に終わったプロジェクトにおける

外国投資家の損失を自己の資産とみなしている。なぜなら、探査・掘削事業の結果は

SOCARの可能性のある鉱床に関するデータベースに追加されることになるからだ。 

 

 

国内・外国投資の比率（%）

4
9
.3

3
2
.3

2
4
.5

1
9
.5 2

6
.3 3

2
.8

4
5
.8

5
9
.6

7
5
.5 7
9
.9

7
5
.2 8
0
.3

7
8
.8

7
6
.7

7
2
.3

5
0

.7

6
7

.7 7
5

.5 8
0

.5

7
3

.7

6
7

.2

5
4

.2

4
0

.4

2
4

.5

2
0

.1 2
4

.8

1
9

.7

2
1

.2

2
3

.3 2
7

.7

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

国内 外国

出所：アゼルバイジャン国家統計委員会データをもとにProfile作成。

 

 

以上のように、石油セクターの発展、特に鉱床探査において、アゼルバイジャンは外

国投資を誘致する政策を推し進めているということである。これまでのところ、アゼルバ

イジャンはオフショア、オンショアの鉱床開発に関する契約を30件以上署名してきてい

第９図 石油セクター向け投資に占める国内・外国資本比率（％） 
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る。現在、実際に生産がオフショアで行われているのはACGとシャフ・デニスの２件で

いずれもPSAである。さらに、オンショアでも９件のPSAによって石油生産がなされて

いる。PSAだけで、アゼルバイジャンの石油・ガスセクターに対する投資は総額544億ド

ルにのぼる。現在SOCARは、世界15カ国の25企業とPSA条件の18プロジェクトにおいて

協力している。 

注目すべきは、過去２年間でアゼルバイジャンの石油セクターには138億ドルが投資さ

れていることである。うちわけは、2013年に61.84億ドル、2014年に76.46億ドルとなる。

投資に占める石油セクターの比率は今後数年にわたり、大きく増加していくだろう。それ

はシャフ・デニス・ガス鉱床開発のフェーズ２とこれに関係する南部ガス回廊

（Southern Gas Corridor）整備によるもので、2015～2018年の期間に約450億ドルの投

資が見込まれている。 

石油輸出政策において、アゼルバイジャンは実質的に全方位アプローチをとり、石油

輸出市場の拡大に取り組んでいる。初期の段階において、アゼルバイジャンは石油を欧州

諸国に輸出していたが、後に中東、米国、アジア市場へも輸出を開始した。現在、石油は

タイやインドネシア、インド、米国、ドイツ等に輸出されている。 

さらに、アゼルバイジャンは積極的に海外の石油製品市場に参入を試みている。この

数年で、SOCARは多くの国々においてガソリンスタンドを買収、または新設した。現時

点でSOCARが石油製品市場でプレゼンスを確立しているのは、ジョージア、ルーマニア、

ウクライナ、スイスである。SOCAR保有のガソリンスタンドは、ジョージアに122カ所、

ウクライナに49カ所、ルーマニアに32カ所ある。2014年末時における、SOCARの投資

額はルーマニアで１億ユーロ、ウクライナで1.8億ドル以上、ジョージアで10億ドルにの

ぼった。 

スイスでは2011年11月16日、SOCARは「ExxonMobil Central Europe Holding 

GmbH」と後者のスイス支社「Esso Schweiz GmbH」の買収に関する契約に署名をした。

Esso Schweiz GmbHの買収により、SOCARは170のガソリンスタンドからなる小売販売

網、産業・卸売顧客を専門とする燃料マーケティング部門、Wangen-Oltenガス注入プラ

ント、ジュネーブ・チューリッヒ空港でのガソリンスタンドや飛行機燃料を専門とする合

弁企業、そしてターミナルとパイプラインを経営する諸合弁事業を管理しているスイス供

給会社を獲得した。取引額は3.3億ドルに達した。 

さらに、SOCARは積極的にトルコ市場でも活動している。今後５～８年で、アゼルバ
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イジャンはトルコに200億ドルを投資するだろう。この金額にはSOCARが58％の権益を

もつ「トランス・アナトリア・ガスパイプライン」（TANAP）建設関連費用も含まれて

いる。また、SOCARはトルコの石油化学コンプレックス「Petkim」の権益61.32％を買

収した。Petkimの原油輸入依存度を低下させるため、SOCARは「STAR製油所」を建設

中である。建設コストは総額約55億ドルである。 

2014年５月、Petkimは、STAR製油所を建設している「SOCAR Turkey Enerji A.Ş」

との間で原油購入に関する20年契約を締結した。特にPetkimは混合キシレン27万ｔとナ

フタ160万ｔをSTAR製油所から毎年購入する予定である。 

STAR製油所はナフタを166万ｔ／年生産する予定であり、これはPetkim石油化学コン

プレクスにて主要原料として利用される。現在、Petkimはナフタの需要の80％以上を輸

入によって満たしており、新規製油所の操業開始は輸入に対する依存度をゼロにまで引き

下げる。ナフタ以外では、新規製油所は超低硫黄度のディーゼル燃料（595万ｔ／年）、

ジェット燃料（同50万ｔ）、改質油（50万ｔ）、石油コークス（63万ｔ）、液化ガス（24万

ｔ）、混合キシレン（41.5万ｔ）、オレフィン・コンデンセート・ガス（7.5万ｔ）、および

硫黄（14.5万ｔ）等を専門に生産する。自動車用ガソリンや重油の生産は行わない。

Petkim石油化学コンプレクスの発展と製油所建設以外では、SOCAR Turkey Enerjiは現

在、コンテナターミナルの建設と、上記の製油所と港に電力供給するための発電所の建設

を遂行中である。  

一連の活動は、SOCARを多国籍企業化するという方針に沿って進められている。これ

にはまだ、アゼルバイジャン国外における石油・ガス開発は含まれていない。それには多

大なコストとリスクが伴うからだ。現段階では、SOCARは石油製品の販売、パイプライ

ン・プロジェクト、そして外国においてガス供給ネットワークのオペレーターとなる等の

プロジェクトの方を好んで実施している。 

しかしながら、2014年５月に起こったことはSOCARの発展における新たなステージと

見なされている。SOCARとロシアの「ロスネフチ」が、両国あるいは第三国における石

油・ガスの開発・生産に特化した合弁事業設立に関する契約に署名したのである。双方は、

50：50の出資比率で合弁企業を設立し、ロシア、アゼルバイジャンおよび第三国におけ

る生産資産の権益をその定款資本金に加えることで合意した。両社の社長は、同契約によ

りシベリアやカスピ海大陸棚、その他海域における大規模プロジェクトの選択・実施のた

めの共同事業を開始し、かつ両社が新たな販売マーケットに参入することが可能となる、
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と述べた。 

地質探査および鉱床開発担当のユシフザデSOCAR副社長は、SOCARは石油・ガスの

開発・生産事業の実施に関するプロポーザルをアフリカ諸国からも受理している、と語っ

た。「近い将来、我々はイランとも事業を行う。ベトナムとの協力も可能である。これま

でのところ、SOCARはこうした事項に全力で取り組んではこなかったが、今やこの方向

に我々は動きだそうとしている」と同氏は強調した。 

 

 

（３）石油輸出ルート開発の展望：アゼルバイジャンの市場選択 

 

３-１）アゼルバイジャン原油向けパイプライン建設の現状 

アゼルバイジャンにとって、自国産の原油を国際市場に輸出するためのルート選択に

は何ら問題はない。2006年のバクー～トビリシ～ジェイハン石油輸出用パイプライン

（BTC）の開設により、西方向への輸送インフラ整備は完了した。バクー～スプサ・パ

イプライン、バクー～トビリシ～エルズルム・ガス輸出パイプラインとともに、BTCは

南方エネルギー回廊の基礎を形成している。BTC建設に際しては、アゼルバイジャンは

多くの問題に直面した。特にイランとロシアは、アゼルバイジャンの石油をそれぞれ自国

領経由で輸送することを主張し、BTCルート建設に断固たる反対を示した。両国は自ら

の明確な目的を目指し、イランは湾岸産石油とのスワップを提案、ロシアは黒海への直接

ルートに導こうとした。両国領域を経由してアゼルバイジャンから多くの石油を輸送する

ことは、両国に多大な経済的利益をもたらすとともに、政治的観点から見れば、モスクワ

とテヘランがアゼルバイジャンにいつでも圧力をかけることができる用になることを意味

した。 

しかし、アゼルバイジャンはBTCルートを選んだ。それは一方では、ロシアとイラン

に対する依存を避け、他方では通行量過多のトルコの海峡を迂回することができる選択で

あった。同時に、アゼルバイジャンは２つの市場、すなわちエネルギー需要が安定的に増

加する欧州市場と、よりエネルギー集約的で急速に需要が拡大する東南アジア・日本市場

へのアクセスを獲得した。 

南方エネルギー回廊の重要な利点は、カザフスタンとトルクメニスタンがこの回廊を
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使ってロシアとイランを迂回し、西側市場へと参入することができるということである。

それはまた、南方エネルギー回廊を支持する米国とEUにとっても重要なポイントであっ

た。カスピ海の東岸のエネルギー資源に、西側への直接の出口を与えることになるからで

ある。さらに、ロシアとイランを迂回するルートで輸出することができれば、カスピ海資

源に対する両国の支配力を、ある程度弱めることが可能となるのだ。 

 

 

３-２）石油輸出のためのその他手段（鉄道含む）開発の展望 

アゼルバイジャンの石油輸出の重要な方向性は既に形成されてしまっているが、それ

でも、アゼルバイジャンが参加できるような輸送プロジェクトは幾つも存在している。 

 

オデッサ～ブロディ～プロツク～グダニスク・パイプライン 

 同パイプラインはウクライナ、ポーランド、リトアニアによって提案された。アゼルバ

イジャンはオデッサ～ブロディ・パイプラインの延長を想定したプロジェクトのF/S実施

に積極的な役割を果たした。2001年に建設されたオデッサ～ブロディ・パイプラインは、

カスピ海原油をオデッサ港近くのターミナルからブロディへ、そこからさらに「ドゥルー

ジバ」パイプラインあるいは何らかの将来の石油パイプラインによってヨーロッパ諸国へ

と輸送するために設計されたものである。アゼルバイジャンのナティグ・ アリエフ・エ

ネルギー大臣は、アゼルバイジャンはオデッサ～ブロディ石油パイプラインをポーランド

のグダニスク港まで延長させることに関心を有している、と述べた。アゼルバイジャンの

対ヨーロッパ石油輸出の代替ルートとなるからである。 

2007年10月10日にヴィリニュスで開催されたGUAMエネルギー・サミットにおいて、

GUAMメンバー諸国の大統領臨席のもとで、各国の国家石油・石油輸送当局、すなわち

アゼルバイジャンのSOCAR、ジョージアの「ジョージア石油・ガス公社」、リトアニア

の「Klaipedos Nafta」、ポーランドの「PERN Przyjazn」、およびウクライナの「ウクル

トランスネフチ」は、ポーランド・ウクライナ合弁企業「Sarmatia」に参加する法人契

約を結んだ。契約には、アゼルバイジャン、ジョージア、ウクライナ、ポーランドを経由

してヨーロッパ市場へとカスピ石油を輸出する回廊の創設構想が示された。想定されてい

る石油輸出ルートは、アゼルバイジャンの原油を既存パイプライン・システムを使ってジ



92 

 

ョージアのスプサ港へ、さらにタンカーでオデッサの「ユージニー」港、そしてオデッサ

～ブロディ・パイプラインによって欧州へ輸送するものである。しかし2011年、ウクラ

イナはアゼルバイジャンの石油をチェコの製油所に供給する試験的輸出に失敗した。この

失敗の公式の理由は、スロヴァキアのスタンスにあったが、その結果、石油はウクライナ

において精製された。2013年10月のSarmatiaの株主総会において、ポーランドのPERN 

Przyjaznの代表は同プロジェクトへのさらなる資金供与を停止した。 

しかしながら、同パイプラインは依然として検討の俎上に上っている。2013年におい

てさえ、欧州委員会はオデッサ～ブロディ・パイプラインを重要インフラ・プロジェクト

のリストに加えており、実施のために総額約60億ユーロが配分されている。しかし、同

パイプラインでの原油輸出に関する契約はこれまでのところ締結されておらず、ポーラン

ドとウクライナの双方の政府が連続して交替したこともあり、両国のこのパイプラインに

対する立場は未だ定まっていない。 

このパイプラインをアゼルバイジャンの石油で満たすことができるか否かについては、

アゼルバイジャンの石油販売に責任を負うSOCAR Tradingが、オデッサ～ブロディ・パ

イプラインによる石油輸出契約を結ぶ可能性がある、ということが知られている。アゼル

バイジャンは欧州向け輸出の代替ルートとなりうるこのルートにある程度は、関心を持っ

ている。しかし、このプロジェクトの命運は、2014年のロシアの攻撃に続いて発生した

ウクライナ危機が解決するか否かにかかっている。 

 

バクー～トビリシ～カルス鉄道ルート 

 この鉄道ルートは2015年末に完成予定である。最大輸送能力はコンテナ・カーゴで

1,700万ｔ／年となる。初期段階では、その指標は乗客100万人／年、貨物650万ｔ／年相

当となるだろう。同鉄道により、欧州と中央アジアおよび中国との直接的な接続が可能と

なる。実際、同ルートはカザフスタンとトルクメニスタンの石油を欧州市場に、またアゼ

ルバイジャン産の石油を中国に、直接輸送するために利用することができる。注目すべき

は、SOCARと中国の「Zhen Rong」が2010年に『アゼルバイジャン産石油の中国向け供

給に関する相互理解メモランダム』に署名したことだ。恐らく、この石油の一部は鉄道に

よりカザフスタンとトルクメニスタンを経由して中国に供給されるであろう。この方向性

が有望なものか否かは、判断が難しい。おそらく、石油の試験輸送が完了すれば、状況が

明らかとなるだろう。 



93 

 

 

３-３） ルートおよび輸出手段別のアゼルバイジャン石油輸出の現状 

現在、アゼルバイジャンは３つのパイプラインによって自国の石油を国際市場に輸出

している。すなわち、BTC、バクー～スプサ、そしてバクー～ノヴォロシースク・パイ

プラインである。さらに、僅かな分量ではあるが、鉄道でジョージアのバトゥミおよびク

レヴィの各港経由でも輸出されている。 

 

バクー～トビリシ～ジェイハン・パイプライン（BTC） 

この石油パイプラインはアゼルバイジャン石油の主要量をトルコの地中海沿岸にあるジ

ェイハン港経由で輸送する。バクー～スプサおよびバクー～ノヴォロシースクという他の

輸出ルートが２つ存在しているにもかかわらず、BTCパイプラインはその輸送能力という

点で、長期にわたり依然として最も有望なルートであり続けている。同パイプラインによ

ってアゼルバイジャンは直接地中海への出口を獲得し、そこから米国、欧州、アジアへと

進出が可能となったのだ。 

BTCパイプラインは全長1,768km、うち443 kmがアゼルバイジャン、248 kmがジョー

ジア、1,076 kmがトルコ領域に存する。輸送能力は120万bbl／日である。かつては100万

bbl／日であったが、ポンプ・ステーションの追加的建設の完了により、輸送能力の20％

拡張に成功した。稼動開始は2006年６月であり、それから今日までの総輸出量は２億

6441.9万ｔである。BTCの株主には、BP（30.1％）、SOCAR（25％）、シェヴロン

（8.9％）、Statoil（8.71％）、TPAO（6.53％）、Eni（５％）、伊藤忠（3.4％）、

ConocoPhillips（2.5％）、INPEX（2.5％）、Total（５％）、そしてONGC（2.36％）が名

を連ねている。 

現在、BTCは主にACGから石油を、シャフ・デニス・ガス・コンデンセート鉱床から

はコンデンセートを輸出している。同時にアゼルバイジャンは、プロジェクトの収益性を

高め、周辺国の石油輸送による追加的収入を獲得し、石油輸出国というだけではなく大規

模なエネルギー・トランジット国になるために、パイプラインの最大能力での利用を強く

望んでいる。国内石油生産の減少に伴い、BTCによる第三国産の石油トランジットはア

ゼルバイジャンにとっていっそう重要になってきている。 

BTCの特異性は、同パイプラインがカザフスタンやトルクメニスタンといった諸国に



94 

 

とってトランジットの動脈になることが確実である、という点にある。アゼルバイジャン

の石油生産量は4,000万～4,200万ｔ／年であり、そのうち3,000万～3300万ｔがBTC経由

で輸出されている。したがって、現在の輸送能力に鑑みれば、BTCは追加的に1,700万ｔ

／年を輸出することができる。また将来的な能力拡大により、数値はさらに1,000万ｔが

増加し、輸送能力は6,000万ｔ／年となる可能性がある。 

アゼルバイジャンとトルクメニスタンが2010年７月に新規協定に調印した後、BTCは

トルクメニスタンの石油も輸送している。また、BTCによるカザフスタン産の石油輸送

を想定した2007年の協定もある。2014年にBTCは約400万ｔのトルクメニスタン産の石

油を輸送した。BTCによるカザフスタンのテンギス産原油の輸送は、双方で輸送料に関

する合意が成立した2013年10月より再開され、500万ｔ／年に達している。カザフスタ

ン産の原油は硫黄分が高いが、クオリティバンク制度により、この石油をアゼリライトの

高い品質に否定的影響を与えることなく輸送することが可能となっている。 

カザフスタンのカシャガン鉱床からの石油は将来的にBTC経由で輸送される可能性が

高い。この目的のため、2008～2009年にかけて、SOCARとカザフスタンのカズムナイ

ガスは「トランス・カスピ輸送システム」創設のための一連の契約を結んだ。それによれ

ば、アゼルバイジャンは2018～2019年のカシャガン初期開発段階には2,300万ｔ／年、第

二段階には3,600万ｔ／年の石油を輸送しなければならない。しかしながら、カシャガン

開発の遅滞のため、合意は未だ実行されていない。 

しかしながら、トランス・カスピ輸送システムと、それに続くBTC経由でのカザフス

タン産石油の輸送は、依然として有望なプロジェクトである。SOCARの子会社である

「SOCAR Kaz Petroleum」はカザフスタンにターミナルを保有しており、これもまたア

ゼルバイジャン経由で大量のカザフスタンの石油を輸送することに関して希望を与える要

因となっている。国際エネルギー政策の観点からは、トランス・カスピ輸送システムの創

出により、カザフスタンの石油会社は石油輸出の新たな方向性を獲得することができるで

あろう。それが特に重要であるのは、トルコの海峡を迂回し、水深の深いジェイハン港へ

のアクセスを得ることができることである。また、カザフスタンがロシアを迂回し、米国

や東南アジア等、遠隔地の石油市場にアクセスする展望も拓かれる。 

カザフスタンとトルクメニスタンにおける石油生産の増加、またロシアとイランを迂

回して他の市場に参入したいという両国の強い願望に鑑みれば、BTCは非常に将来性が

あるパイプラインだと言えよう。 
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バクー～スプサ・パイプライン 

 この原油パイプラインは、1994年９月20日にSOCARとBP主導の外国企業コンソーシ

アムの間で結ばれたPSAに基づき、チラグ鉱床からの石油を輸出するために企画された。 

パイプラインの総延長は830kmで、うち775kmが口径21インチ（530㎜）の新規パイ

プライン建設区間、55kmが改修区間である。輸送能力は約700万ｔ／年（14万bbl／日）、

オペレーターはBPで、1999年４月17日に稼動を開始した。2014年の原油輸送実績は423

万ｔである。稼動開始以来これまでに、バクー～スプサ・パイプラインはACGから6,800

万ｔ、全体では7,300万ｔの原油を国際市場に輸送した。 

パイプライン輸送能力は限界まで拡張しており、今後のさらなる増加は想定されてい

ない。黒海を出口とするため、同パイプラインで大量の石油を販売するのはあまり収益に

つながらないためだ。黒海市場は限られている一方で、地中海に抜けるにはトルコの海峡

を通過する必要がある。タンカーによる海峡通過は制限されており、条件が複雑であるこ

とが知られている。 

 

バクー～ノヴォロシースク・パイプライン  

このいわゆる「北周りルート」はロシアの黒海沿岸のノヴォロシースク港に向けて石

油を供給する。バクー～ノヴォロシースク・パイプラインの総延長は1,330kmで、直径

720mmのパイプラインがアゼルバイジャン国内を通る長さは231kmである。アゼルバイ

ジャン国内区間のパイプラインの輸送能力は石油500万ｔ／年である。同ルートは稼動以

来、4,000万ｔを僅かに超えるアゼルバイジャンの石油を輸送してきた。 

かつては、この「北周りルート」がACG鉱区からの石油輸出に使用されていたが、

BTC稼動後は、AIOCコンソーシアムがその使用を控えるようになった。一方、SOCAR

は自社の油田から生産された石油の輸出にこのパイプラインを使用し続けている。 

2013年５月、ロシア政府はバクー～ノヴォロシースク・パイプラインによるアゼルバ

イジャン産の石油輸送に関してアゼルバイジャンとの間で1996年に締結された協定の取

り消しを決定した。その政府間協定では、500万ｔ／年のアゼルバイジャン産原油が、

15.67ドル／ｔの料金で同パイプラインによって輸送されるものとされていた。最初の数

年間はこの数字に近い量が輸送されたが、2006年以降は急激に減少した。その背景には

SOCARの石油輸出能力の限界がある。SOCARは830万ｔ／年の原油を生産するが、うち
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600万～630万ｔがバクーの製油所に供給され、その残りが「北周りルート」で輸出され

るのである。 

ロシアのトランスネフチが公表したところによれば、バクー～ノヴォロシースク・パ

イプラインでアゼルバイジャンの石油150万～200万ｔ／年を輸送するのではペイしない。

少なくとも500万ｔ／年を輸送するか、あるいはトランジット料を引き上げなければ採算

が取れないという。これに対してSOCARは、現行のトランジット料を見直す用意がある

としながらも、バクー－ノヴォロシスク・パイプラインには適用されていないクオリティ

バンク制度の導入を繰り返し要求した。クオリティバンクがないために、ノヴォロシース

ク港に輸送されるアゼルバイジャンの石油は他のロシア産の石油ブランドと混合されるこ

とによりその高品質という特徴を失い、価格が著しく低下してしまう。他の原油と混合さ

れたアゼルバイジャンの原油は、ロシアのウラルブレントより低い価格で取引されるので

ある。 

2013年、SOCARとロスネフチはバクー～ノヴォロシースク・パイプラインのフローを

逆転させることについて話し合いをもった。この件について、ロスネフチはトランスネフ

チと合意する必要があった。しかし後にトランスネフチは、バクー～ノヴォロシースク・

パイプラインの逆方向での使用は望ましくないと発表した。この結果、2014年のアゼル

バイジャンの同ルートによる輸送量は100万ｔを僅かに上回る程度に留まった。 

バクー～ノヴォロシースク・パイプラインによるアゼルバイジャン産石油の輸出の展

望は、まだ最終的に明らかになっていない。主に政治的理由、つまり、ロシアとの緊密な

関係を維持しようとする意図から、アゼルバイジャンは未だにこのルートの放棄を望んで

いない。一方で、バクー～ノヴォロシースク・パイプラインは代替ルートである。2008

年にロシアによる攻撃の結果、ジョージアが紛争状態となりBTCの稼動が脅威に晒され

た際、ACGの石油の一部を「北周りルート」で輸出する可能性が模索された。恐らく、

このルートに関する問題解決は、最終的にはカザフスタンのカシャガン鉱床の生産開始を

待つことになるだろう。カシャガンの原油の一部がノヴォロシースク経由で輸出されれば、

バクー～ノヴォロシースク・パイプラインを巡る対立は緩和され、ロシア側もSOCARが

輸送する石油量で満足するであろう。 
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鉄道  

アゼルバイジャンは原油と石油製品の輸送に鉄道を利用している。最終地点はジョー

ジアのバトゥミ港およびクレヴィの港である。留意すべきは、ジョージアのクレヴィ港と

ターミナルはアゼルバイジャンの所有であるが、バトゥミのターミナルはカザフスタンが

所有しているということである。2014年、アゼルバイジャン鉄道は約600万ｔの石油を輸

送し、うち160万ｔはカザフスタンからのトランジットであった。20年間でジョージアに

向けに鉄道で輸送された原油は合計2,100万ｔにのぼる。 

ジョージアのクレヴィ港ターミナルは2008年５月に稼動、同年６月に石油製品の積み

替え輸送を開始した。ターミナルの輸送能力は合計1,000万ｔ／年で、構成は原油300万

ｔ／年、ディーゼル燃料300万ｔ／年、重油400万ｔ／年である。ターミナルのタンクフ

ァームの貯蔵能力は32万m3であるが、この数字は38万m3にまで増加しうる。ターミナル

の所有者は「Black Sea Oil Terminal Ltd.」であり、SOCAR系列の組織である。域内お

よび国際石油・ガス市場の発展の傾向を鑑みて、地域全体におけるターミナルの競争力を

向上させるため、「クレヴィ石油ターミナル」は補完的タンクファームの建設を決定した。

施設は、ガソリンやナフタ、ディーゼル、ジェット燃料等、様々な石油製品の受け入れ、

貯蔵、積み入れに特化し、容量は150万ｔ／年に達するだろう。プロジェクトは、5つの

タンクファームを新設する構想で、その総合貯蔵能力は７万m3となる。そこには26両の

鉄道タンク車を同時荷積／荷卸ができる複線の鉄道高架橋の建設も含まれている。 

ジョージアの２つのターミナルをアゼルバイジャンとカザフスタンが保有していると

いう事実は、鉄道による石油輸送に大きな展望を開くものである。輸送量を予測するのは

困難ではあるが、カザフスタンがバトゥミのターミナルを取得したのは、まさに自国資源

を輸送するためなのだ。そして、原油や石油製品をバトゥミのターミナルを経由して輸出

ルートするルートは、必ずアゼルバイジャン領を通過する。 

鉄道による石油輸出はパイプライン経由の石油輸出より高価である。しかし、もしカ

ザフスタンとトルクメニスタンの企業が黒海への出口を選択するのであれば、現在のとこ

ろバクー～スプサ・パイプラインをおいて他にルートはなく、このパイプラインは100％、

AIOCの原油で埋まっている。したがって、鉄道による石油輸送は今後も長く、有望な方

手段であり続けるだろう。 
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３. アゼルバイジャン経済発展における石油産業の役割 

 

アゼルバイジャンの石油産業は経済発展において重要な役割を果たしており、実際の

ところ、同国経済の原動力である。アゼルバイジャンの外国貿易動向が示しているように、

大規模な石油輸出が開始されて以来、原油と石油製品が輸出の大部分を占めるようになっ

ている。実際、原油と石油製品がアゼルバイジャンの貿易収支を黒字に保っているのであ

る。国家関税委員会によれば、2014年のアゼルバイジャンの輸出総額は218.28億ドルで

あり、うち201.9億ドルが原油と石油製品であった。特に原油の占める比率は輸出全体の

84.32％にのぼり、石油製品は6.25％であった。原油、石油製品、天然ガスを合わせた比

率は、2014年のアゼルバイジャンの輸出の92％を占めた。 

アゼルバイジャンの国家予算の歳入もまた石油セクターによって賄われている。2015

年の国家予算計画における歳入総額186億マナトのうち、104億マナトはアゼルバイジャ

ン石油国家基金（SOFAR）からの移転である。 

石油という要素は税においても重要な役割を果たしている。2014年実績によれば、ア

ゼルバイジャン税務省は総額で71.13億マナトの税を徴収した。このうち28億マナト、す

なわち全体の39％以上が石油企業からの税収であった。2014年のSOCAR１社による国庫

への税の支払いだけで18.55億マナトに達する。これら全てに示されていることは、アゼ

ルバイジャンの国家財政が石油収入に極めて深く依存しているということである。石油へ

の依存は、2015年の国家予算が90ドル／bblという油価に基づいているという事実によっ

ても確認される。しかしながら、油価の急落は2015年の国家財政のパフォーマンスに影

響を及ぼす可能性がある。もし油価の下落が継続すれば、2015年に政府は重要性の低い

インフラ・プロジェクトの実施を幾つか控えるかもしれない。 

アゼルバイジャンの国家財政に貢献する鍵となる存在のひとつにSOFARがある。

SOFARの資産は2015年初現在で、371.04億ドル相当であった。設立以来、SOFARが獲

得した収入は総額1,170億ドルに達している。設立から現在に至る全期間のSOFARから国

家予算への移転総額は、アゼルバイジャン中央銀行の現行為替レート換算で715億ドルに

およぶ。 

SOFARの資金は様々なプロジェクトの実施や幾つかのプロジェクトの利払いに利用さ

れている。特にSOFARは、BTCプロジェクトの政府利払いの支払いとして２億9,790万

マナト、難民や避難民の社会的ニーズのためとして17.57億マナト、水道・灌漑システム
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整備のために19.3億マナト、バクー～トビリシ～カルス間鉄道建設のために４億2,420万

マナト、トルコのSTAR製油所建設のために6億9,610万マナトの資金を拠出している。

SOFARはシャフ・デニス第２フェーズ・プロジェクトのもとでの南方ガス回廊のアゼル

バイジャン区間建設のファイナンスを行う予定である。 

石油セクターの発展はアゼルバイジャン経済に投資の増加をもたらした。過去10年間

に1,720億ドルの投資がなされ、うち約840億ドルはアゼルバイジャン経済に対する外国

直接投資であった。 

非石油セクターに関しては、アゼルバイジャンはテレコミュニケーションの分野にお

いては確固たる成果を示している。この数年間で、アゼルバイジャンの衛星が２つ打ち上

げられ、ブロードバンド・インターネットとデジタル放送が開発された。携帯電話市場も

急速な開発を遂げている。2014年における通信事業者の総収益は約20億ドルであった。

さらに、複数の工業団地が設立されつつあり、特にスムガイト工業団地には域内に既に

12の近代的生産を行う企業が操業している。 

政府は経済における石油セクターの比重を低下させようと試みているが、未だ成功し

ていない。GDPに占める石油セクターの比率は現状で62％にのぼる。アゼルバイジャン

では「企業活動支援国家基金」が創設され、小中規模のビジネスに対する貸付を行ってい

るが、中小規模のビジネス環境はより改善される余地がある。 

政府は『アゼルバイジャン2020：未来への視座』という発展コンセプトを立案した。

このコンセプトは多くの戦略的課題においてそれを前進させることを謳っている。例えば、

2013年値で7,912ドルである１人当たりGDP を2020年までに13,000ドルに倍増させるこ

と、またやはり2013年は200ドルである非石油製品の１人当たり輸出高を1,000ドルへと

引き上げること、等である。コンセプトの主な目的は、現在の経済の炭化水素資源への依

存から脱却することであり、中長期的未来の世界経済において、アゼルバイジャンが原材

料の付属物、技術面での「門外漢」に成り下がる脅威を防ぐことである。政府自身、炭化

水素資源の輸出というファクターが、過去10年にわたる経済発展の主な原動力であった

ことは認めている。そのうえでの現在の重要な課題は、非石油セクターが石油セクターを

凌駕し、経済の効率性と競争力を高めていくことなのである。 

2015年、アゼルバイジャン経済は深刻な問題に直面する。同国経済における多様性の

欠如と、これまで大規模な石油と現金収入を消費することに慣れてきた、管理経験の乏し

さに鑑みれば、問題を解決するのは困難であろう。アゼルバイジャン政権指導部は2014
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年の芳しくない経済成果に照らして、こうした状況を認めざるをえなかった。2014年の

統計データによれば、国家経済は依然として石油セクターに強く依存したままである。政

府の期待に反し、2014年の経済成長率は秋に修正された前年比3.6％増という数値よりも

さらにずっと低く、2.8％であった。相対的に低い成長率の主因は、非石油セクターの成

長率が中ほどであったのに対し、石油セクターの成長がスランプに陥ったことにある。ま

た、2014年のGDPにおける非石油セクターの成長率は2013年に比べ低下し、経済成長全

体に対して石油生産の落ち込みが与えた否定的な影響を除去するには不十分であった。 

2014年後半、アゼルバイジャン経済は国際的な油価の下落と周辺諸国の経済低迷の影

響を受けて減速した。この傾向は、同年の最終四半期にさらに強まった。こうしたマイナ

ス傾向は特に中央銀行の外貨準備の減少に繋がった。アゼルバイジャン中央銀行は市場で

の大量の通貨過多に対して買いを通じて鎮めるのではなく、むしろマナト為替レートの安

定化を維持するため売りに出た。油価下落とアゼルバイジャンでの石油生産の低下はとも

に、貿易総額（2014年は対前年比10.6％減）と貿易黒字（同4.7％減）に否定的影響を与

えた。 

前述のようなマイナス傾向は2015年も継続する可能性が高い。油価は2014年６月以来

約60％低下し、さらに低下を続けている。この状況はアゼルバイジャンのGDPの実額と

その成長率に否定的影響を及ぼすだろう。またIMFの見解によれば、アゼルバイジャン

の外国貿易は30％減少する。油価の低迷により、アゼルバイジャンの国家財政とSOFAR

への支払いは相当減少するだろう。SOFARの潜在的な損失は現在30億ドルと推計されて

いるが、国家財政の損失はさらに大きいものと考えられる。 

さらに、アゼルバイジャンの戦略的外貨準備は、2014年実績で500億ドルを超えていた

が、2015年には減少が予想されている。2015年は、2014年12月に観察された高いドル需

要が依然として残っているため、中央銀行の外貨準備は引き続き減少するだろう。 

アゼルバイジャンの高官は、同国の戦略的外貨準備高が現在500億ドルを上回っている

ことから、短期的には、石油輸出収入の減少による脅威はないとみている。これに伴い、

2015年初めからアゼルバイジャンは国家財政のシナリオ案を導入した。アゼルバイジャ

ンにとって究極の否定的シナリオは、油価が30～40ドル／bblまで低下することである。 

高い油価のおかげで、アゼルバイジャンは過去11年間、豊かな外貨収入を謳歌してき

た。しかし今や、それを節約して生きて行くことを学ばなければならない。あらゆる予測

が、今後３～４年間で油価は平均80ドル／bbl以下になると指摘している。それは、外貨
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収入の92％を原油と石油製品、天然ガスから得ているアゼルバイジャンの収入が大幅に

減少することを意味する。政府は既に国家財政とSOFARの予算は戦略的で重要なプロジ

ェクトに対してのみ支出し、厳しい緊縮財政策を導入すると発表している。一方で、現在

の状況はアゼルバイジャンに、経済構造を改革し、非石油セクターの発展のための集中的

改革を断行し、そしてより持続可能なマクロ経済発展に繋がるビジネス環境整備を行う、

ひとつの契機でもある。 

 

補論：石油・ガス・プラットフォームと輸送インフラの防衛 

アゼルバイジャンにおける「ビッグ・オイル」生産開始と南方エネルギー回廊の形成

を経て、アゼルバイジャン、トルコ、ジョージアの政策は、米国、EU同様、カスピ海石

油・ガス・プラットフォームの保全と、カスピ海エネルギー資源の対西側への輸出をめぐ

る問題解決の重要性を強調するものとなっている。南コーカサス・エネルギー輸送インフ

ラの保全に対する支援の供与は欧州のエネルギー安全保障の強化に資するものであり、

NATOの対アゼルバイジャン協力の優先課題の１つでもある。2000年代初め、「カスピ海

防衛プラグラム」（the Caspian Guard Program）と同時並行で、米国は沿岸防衛隊の構

築や技術供与を通じて、アゼルバイジャンの海洋石油・ガス・プラットフォームの保全に

協力した。このプログラム下において、複数の可動式レーダー基地が設けられ、海事特命

部隊が訓練を受けた。これによって、アゼルバイジャンは米国欧州司令部およびNATOと

の協力関係を構築した。 

ジョージアとトルコを経由する輸送インフラの形成を経て、安全保障上の問題はトル

コ～アゼルバイジャン～ジョージアの３カ国間枠組みにおいて解決を図られるようになっ

た。こうした協力関係の軍事的側面はロシアがジョージアを攻撃した2008年８月以降に

強化され始めた。なぜなら、ジョージア領域の輸送パイプラインが直接的な脅威下に置か

れたからである。2014年、トルコ、アゼルバイジャン、ジョージアは、緊急の脅威が発

生した場合、BTC、バクー～トビリシ～エルズルムの両パイプライン、およびバクー～

トビリシ～カルス鉄道を守るため、共同で迅速に対応できるような移動式軍隊を設置する

決定を行った。明らかにこの決定は、ロシアの対ウクライナ攻撃と中東地域におけるイラ

ク・レバントにおけるイスラム国（ISIL）の過激派集団の出現に配慮したものであった。 
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